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Ⅰ．はじめに 

１ 計画の目的 

行財政３か年実施計画は、第５次上尾市総合計画の基本構想で明らかに

した、上尾市の将来都市像の実現に向け、その課題と施策を体系的に計画

化した「基本計画」を、行財政運営の中で具体的に実施していくことを明

確にするために策定するものです。 

行財政３か年実施計画は計画期間を３年間とし、基本計画に示された施

策を効果的に実現するための具体的な事業の内容に財政状況を勘案し、体

系化して定めています。 

また、時代の要請に的確に対応するため計画に弾力性を持たせ、毎年度

見直しています。 

２ 計画の構成 

第５次上尾市総合計画・基本計画に基づいた「施策の体系」を図示し、

各施策体系に対応した「事業計画」を記述する構成としています。 

「体系別事業計画」においては、上尾市予算書および予算説明書に掲載

されているすべての事業について名称や担当課名、事業の概要、年度別事

業費等を記載しています。なお、行財政３か年実施計画が３年間の計画で

あることから、平成３１年度、平成３２年度の事業費は見込額となってい

ます。 

「参考資料」には、総合計画の進捗管理として実施した平成２９年度行

政評価の結果を示しています。 
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３ 体系別事業計画の見方 

●施策の小項目（４０項目）毎に下記のような中表紙で区分しています。 

 

１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 

 

施策の方針 

多くの市民が人権に対する理解を深め、身の回りで起きている人権問題に気付き、その発生防止

や早期解決するための行動ができる人権意識の醸成を目指します。そのために、地域では人権意識

高揚のための核となる人材を育成し、さまざまな立場の人が住みやすい地域コミュニティを形成し

ていくとともに、学校では児童生徒の人権意識を育成し、仲良く楽しい学校生活を送ることができ

ることを目指します。 

 さらに、性別による固定的な役割分担意識が薄れ、あらゆる場面で男女が自然に参画できるよう

な社会づくりに努めます。また、DV に対する認識が深まり、女性への暴力を許さない意識を向上

させるとともに、DV被害者に対する相談等の支援体制の充実を図ります。 

非核・平和についても、世代を超えてその大切さを共有していくよう取り組みます。 

 

施策の内容 

１)人権啓発・人権教

育の推進 
 人権啓発・相談支援の推進 

市民に人権問題を正しく理解し、人権意識を高めてもらうため、イベント等

の人権啓発事業を実施するとともに、さまざまな人権問題の解決に向け、国・

県の機関や人権擁護委員、人権に関する市民団体などと連携して、人権に係

る相談支援を推進します。（人権男女共同参画課） 

 

① 第５次上尾市総合計画のまちづくりの基本方向（施策の大項目）を示しています。 

  大項目は全部で７項目です。 

② 施策の中項目を示しています。中項目は全部で１７項目です。 

③ 施策の小項目を示しています。小項目は全部で４０項目あり、４０項目毎に中表紙

としています。 

④ 小項目ごとの取り組むべき施策の方向性として、基本方針を示しています。 

⑤ 施策内容（施策の細項目）を示しています。 

⑥ 施策の細々項目を示しています。施策の内容の主な取組みを示しています。 

⑦ 本計画において事業が掲載されている所属の名称を示しています。 

 

1-1-1 人権・男女共同参画・平和 1-1 人権の尊重 

例 

 ① 

② ③ 

⑤ 

④ 

⑥ 

⑦ 
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●施策の小項目の中表紙につづき、小項目に連なる事業を掲載しています。

 

⑧ 第 5 次上尾市総合計画の体系コードを示しています。

施策の大項目(１桁)_施策の中項目(１桁) _施策の小項目(１桁)

⑨ 上記に引き続き、第 5 次上尾市総合計画の体系コードを示しています。

施策の細項目(１桁)－連番(２桁)

細項目＝9については、「その他」として、一般事務費等について表示しています。 

連番＝99 については、平成 30 年度の予算が無く平成 31 年度・平成 32 年度の事業

費の見込額が確定していない事業や、事業費が各事業にわたるため総括としてまと

めた事業について表示しています。 

職員人件費については、複数の総合計画体系に関係している場合があるため、細項

目・連番＝99として表示しています。 

⑩ 総合計画の体系に位置づけられた事業の名称を示しています。予算書における事業

名と同じ名称です。★印は、「予算の概要」において新規または拡充の事業です。

⑪ 事業概要を示しています。

⑫ 担当する所属の名称です。

⑬ 予算書の予算科目を示しています。会計(１桁)_款(２桁)_項(１桁)_目(２桁)

会計は、次のとおりです。

1；一般会計 

2；国民健康保険特別会計 

4；公共下水道事業特別会計 

6；介護保険特別会計 

7；後期高齢者医療特別会計 

※なお、水道事業は、公営企業会計のため予算科目は表示していません。

⑭ 平成 30 年度の事業費（当初予算額）を示しています。単位は千円です。

⑮ 平成 31 年度の事業費の見込額を示しています。単位は千円です。

⑯ 平成 32 年度の事業費の見込額を示しています。単位は千円です。

⑧ 

⑨ 
⑩ ⑪ 

⑫ 

例） 

1  2 1  13 

(会計) (款)     (項)     (目) 

一般会計   総務費  総務管理費 人権男女共同参画費 

⑬ ⑭ ⑮ ⑯

例 

例） 

111 

1；支え合う安心・安全なまちづくり 

1；人権の尊重 

1；人権・男女共同参画・平和 

例） 

1－1 

1；人権啓発・人権教育の推進 

－1；（並び順のためのコードです） 

★
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Ⅱ．施策の体系 

 以下の図は、施策の大項目から施策の小項目までを体系化したものです。 

 各施策の小項目ごとに施策内容（施策の細項目・施策の細々項目）を掲載しています。 

 

 

  

1 支え合う安心・安全なまちづくり 1-1 人権の尊重 1-1-1 人権・男女共同参画・平和

1-2 社会保障の充実 1-2-1 生活福祉

1-2-2 高齢者福祉

1-2-3 障害者福祉

1-2-4 健康

1-3 暮らしの安心・安全確保 1-3-1 交通安全

1-3-2 防災・危機管理

1-3-3 消防

1-3-4 防犯

1-3-5 消費生活

2 未来につなぐ環境づくり 2-1 持続可能な循環型社会の形成 2-1-1 環境保全

2-1-2 廃棄物・リサイクル

2-1-3 生活環境

2-2 良好な水循環・水環境の形成 2-2-1 上水道

2-2-2 下水道

2-2-3 河川

3 快適な都市空間づくり 3-1 都市基盤の整備 3-1-1 土地利用

3-1-2 住環境

3-2 交通環境の充実 3-2-1 交通

3-2-2 道路

まちづくりの基本方向
(施策の大項目)

施策の中項目 施策の小項目

7 17 40
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4 美しく心豊かなまちづくり 4-1 緑の保全・創出 4-1-1 みどり

4-2 地域文化の継承と創造 4-2-1 文化・芸術

4-2-2 文化財

4-3 生涯学習・スポーツの振興 4-3-1 生涯学習

4-3-2 スポーツ・レクリエーション

5 たくましい都市活力づくり 5-1 地域産業の振興 5-1-1 農業

5-1-2 商業

5-1-3 工業

5-1-4 観光

5-2 労働環境の充実 5-2-1 勤労者・就労支援

6 明日を担う人づくり 6-1 児童福祉の充実 6-1-1 子育て

6-2 学校教育の充実 6-2-1 教育環境

6-2-2 教育活動

6-3 青少年の育成 6-3-1 青少年

7 市民との協働と新たな行政運営 7-1 市民参加と協働の推進 7-1-1 市民活動・コミュニティ支援

7-1-2 交流

7-1-3 情報共有

7-2 新たな行財政運営 7-2-1 行政経営

7-2-2 財政運営

7-2-3 公共施設
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

多くの市民が人権に対する理解を深め、身の回りで起きている人権問題に気付き、その発生防止や早

期解決するための行動ができる人権意識の醸成を目指します。そのために、地域では人権意識高揚のた

めの核となる人材を育成し、さまざまな立場の人が住みやすい地域コミュニティを形成していくととも

に、学校では児童生徒の人権意識を育成し、仲良く楽しい学校生活を送ることができることを目指しま

す。 

 さらに、性別による固定的な役割分担意識が薄れ、あらゆる場面で男女が自然に参画できるような社

会づくりに努めます。また、DV に対する認識が深まり、女性への暴力を許さない意識を向上させると

ともに、DV被害者に対する相談等の支援体制の充実を図ります。 

非核・平和についても、世代を超えてその大切さを共有していくよう取り組みます。 

 

施策の内容 

１)人権啓発・人権教

育の推進 

① 人権啓発・相談支援の推進 

市民に人権問題を正しく理解し、人権意識を高めてもらうため、イベント等

の人権啓発事業を実施するとともに、さまざまな人権問題の解決に向け、国・

県の機関や人権擁護委員、人権に関する市民団体などと連携して、人権に係

る相談支援を推進します。（人権男女共同参画課） 

② 同和行政の推進 

同和問題の解決を目指すため、差別意識や偏見を解消するための啓発を継続

的に進めるとともに、環境改善の課題に取り組みます。（人権男女共同参画課） 

③ 地域における人権教育の推進 

地域で人権意識を高めるための人材を増やすため、人権問題に関心のある市

民に対して人権研修を実施するとともに、地域交流の拠点施設である人権教

育集会所において人権講座などを行います。（生涯学習課） 

④ 学校教育における人権教育の推進 

思いやりのある児童生徒を育て、学校においていじめや差別をなくすため、

教職員を対象とした人権研修会を行うとともに、相談やアンケート等による

いじめを根絶するための取組を行います。（指導課） 

２)男女共同参画の

推進 

 性別による固定的な役割分担意識を解消するため、講座の開催や情報誌の発

行により、男女共同参画意識の高揚を図ります。（人権男女共同参画課） 

３)DV に対する相

談体制・意識啓発

の充実 

 DV の被害者を減らすとともに被害から救済するため、女性のための相談等

を行うほか、関係機関と連携し、被害者の保護・支援を推進します。また、

DVセミナーの実施による意識啓発を行います。（人権男女共同参画課） 

４)平和への取組  戦争の悲惨さと平和の大切さを伝えていくため、非核平和パネル展などの啓

発活動を行います。（市民協働推進課） 

 

 

 

 

1-1-1 人権・男女共同参画・平和 1-1 人権の尊重 

Ⅲ．体系別事業計画 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 111

1 2 1 13人権男女共同参画課

人権啓発推進事業

526 526 526

11 市の人権尊重都市宣言および人権施策推進指針に基づいて、人権尊重意識の一
層の普及・向上をはかるため、あげおヒューマンライツミーティング２１を開催し、様々
な人権課題をテーマに市民・団体相互の交流を促進する。

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

拉致問題啓発事業

51 51 51

21 拉致問題について、拉致被害者の家族等当事者による講演会などを実施し、身近な
地域から住民の理解の促進を図る事業である。

-

1 9 1 3指導課

人権教育推進事業

1,304 1,304 1,304

31 人権教育研修会（人権教育施設体験研修会含む）を通して管理職、教員の資質の
向上を図る。また、人権男女共同参画課・生涯学習課と連携を図り、「人権に関する
教育と啓発」をねらいとして事業を推進する。

-

1 9 1 3指導課

いじめ根絶対策事業(防止事業)

6,891 6,891 6,891

41 いじめの未然防止や解消を目的として、児童生徒個々の状況を的確に把握するため
の心理検査を実施するとともに、教員の資質向上、保護者との連携、標語等の作成
など、いじめ根絶の取組を市全体で推進する。

-

1 9 1 4教育センター

いじめ根絶対策事業(相談事業)

987 987 987

51 「いじめホットライン」を設置し、いじめられている児童生徒の相談窓口とする。また、
教育・社会福祉等の専門的な知識や技能を持ったスクールソーシャルワーカー（ＳＳ
Ｗ）を配置し、児童生徒の問題行動等の解決を図る。

-

1 9 5 1生涯学習課

人権教育推進事業

1,095 1,095 1,095

61 市人権教育推進協議会の開催及び、各種協議会や団体等が開催する研修会・会議
等への参加。市内小中学校児童生徒の人権標語コンクールの実施。

-

1 9 5 6生涯学習課

人権教育集会所運営事業

1,330 1,330 1,330

71 市人権教育推進協議会の指針を基に人権教育推進の拠点施設として、原市と畔吉
の両集会所では各種講座等を開催。また、公民館や図書館など社会教育機関や各
人権課題の主管課などに対し、情報発信を積極的に行っていく。

-

1 9 5 6生涯学習課

人権教育集会所管理事業

11,133 7,891 7,891

81 原市・畔吉両人権教育集会所は人権問題の解消に向けて組織的教育活動を推進
する目的で設置された社会教育施設である。この原市・畔吉両人権教育集会所の維
持管理を行う。

-

1 10 1 1人権男女共同参画課

同和対策住宅資金(元金)管理事
業

350 － －

91 平成8年度をもって住宅の新築・改修に対する住宅資金貸付は終了となったが、従
前の貸付に伴う公債費償還（元金）を行う。

-

1 10 1 2人権男女共同参画課

同和対策住宅資金(利子)管理事
業

12 － －

101 平成8年度をもって住宅の新築・改修に対する住宅資金貸付は終了となったが、従
前の貸付に伴う公債費償還（利子）を行う。

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

男女共同参画推進事業

887 997 887

12 男女共同参画意識の向上を図るため、啓発講座の実施や男女共同参画情報紙等を
発行し、情報提供、意識啓発を図る。また、男女共同参画社会の形成に向けた活動
を支援する。

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

女性総合相談事業

1,747 1,747 1,747

13 さまざまな悩みを抱える女性に「女性のための相談」を毎週月及び水曜日（祝日・年
末年始を除く）に、また、法律にかかわる専門相談として「女性のための法律相談」を
毎月第３火曜日（祝日を除く）にそれぞれ実施する。

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

ＤＶ対策支援事業

293 183 293

23 配偶者等からの暴力の根絶に向けた社会づくりのために、暴力を許さない意識の醸
成を図り、また、被害者などの支援体制の充実を推進する。

-

1 2 1 10市民協働推進課

非核平和事業

227 227 227

14 戦争の悲惨さと平和の尊さを改めて考える機会とするため、非核平和パネル展を市
役所・公民館などを会場として開催する。また、憲法手帳の配布や、平和標語を横断
幕・懸垂幕によりPRする。

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

人権男女共同参画課一般事務
費

6,499 6,499 6,499

19 人権男女共同参画課及び男女共同参画推進センターの一般事務費のほか、北足
立郡市町同和対策推進協議会、人権施策推進協議会、男女共同参画審議会や人
権擁護委員・保護司に係る経費を計上している。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

市民が互いに助け合い、地域の絆を大切にし、支え合って安心して生活できる地域福祉体制の構築を

図ります。また、さまざまな地域資源を活用して福祉サービスが適切に利用できるよう努めます。 

相談支援・就労支援により、経済的に困窮する市民の早期の自立を図るとともに、生活保護受給者の

うち就労できる人についても、就労支援により生活保護からの早期の自立を図ります。 

 

施策の内容 

１)地域福祉を推進

するための体制づ

くり 

① 地域福祉体制の構築 

市民が地域で安心して生活できるよう、福祉サービスの適切な利用の推進や

地域福祉を推進する事業への支援、地域福祉活動への住民参加の促進により、

地域福祉体制の構築を図ります。（福祉総務課） 

② 地域福祉活動の推進 

高齢者や障害のある人、子育て中の人が地域で安心して暮らせるよう、ニー

ズに応じた支援を行う地域福祉活動を推進します。また、民生委員・児童委

員が地域福祉活動の中核として活動できるよう、研修や環境整備を行ってい

きます。（福祉総務課） 

２)経済的に困窮す

る市民への自立支

援 

① 生活困窮者への自立支援 

生活保護に至る前の段階で自立を促すため、経済的に困窮し、最低限度の生

活を維持することが困難な状況に陥るおそれのある市民に対し、自立相談や

就労支援等を行います。（生活支援課） 

② 生活保護受給者への自立支援 

生活保護受給者が自立するため、生活支援、就労支援等を行い、生活保護か

らの自立を支援します。（生活支援課） 

 

 

 

 

 

 

 

  

1-2-1 生活福祉 1-2 社会保障の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 121

1 3 1 1福祉総務課

上尾市遺族連合会補助事業

408 408 408

11 英霊顕彰、戦没者遺族の福祉向上と親睦を図ることを目的に、国、県、市の戦没者
追悼事業や英霊巡拝事業に参加するため、市内に居住する戦没者の遺族で組織し
た連合会に補助する事業である。

-

1 3 1 1福祉総務課

建設業国民健康保険組合補助
事業

811 811 811

21 上尾市福祉関係団体補助金交付要綱により、埼玉土建国民健康保険組合上尾伊
奈支部・埼玉県建設国民健康保険組合上尾支部に対して、組合の健全なる発展及
び育成を図るため組合員一人当たり250円の補助を行う事業。

-

1 3 1 1福祉総務課

地域福祉推進事業

551 506 5,549

31 地域福祉計画に基づき地域福祉の推進を図るため、地域福祉推進協議会や協働部
会、あんしんＮＷ庁内会議、上尾市見守りＮＷなどを運営する。H29年度第2次上尾
市地域福祉計画・第5次上尾市地域福祉活動計画開始。

-

1 3 1 1福祉総務課

民生委員・児童委員活動推進事
業

40,731 41,851 40,731

41 地域において、低所得者の自立更正の援護、高齢者・障害者・児童・母子等の福祉
増進、福祉施策への協力など広範囲な活動を行う、民生委員活動に対する補助事
業。

-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉協議会補助事業

157,865 157,865 157,865

51 ボランティア育成・指導、共同募金・日赤募金、生活福祉資金貸付、支部社協育成、
行政からの社会福祉事業の受託等を行っている上尾市社会福祉協議会に対する補
助費用である。

-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉協議会拠点整備事業

－ － 3,527

61 市及び社会福祉協議会の地域福祉活動のための支部社協の活動拠点の整備。-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉事業寄附金管理事業

2,536 2,536 2,536

71 社会福祉寄附を社会福祉事業の推進の財源に充てるため、社会福祉基金を設置
し、福祉向上に繋がる事業を実施する団体に対して助成を行う。一定額以上の寄附
をした個人や団体には感謝状を贈呈する。

-

1 3 1 1福祉総務課

戦没者追悼式事業

－ － 753

81 先の大戦において亡くなられた方を追悼し、平和を祈念するために、３年に一度開催
するものである。

-

1 3 1 1福祉総務課

災害見舞金等支給事業

480 480 480

91 火災等の災害にあった市民、世帯に対し、見舞金を支給する事業である。-

1 3 1 1福祉総務課

尾山台地域福祉センター運営事
業

1,597 1,597 1,597

101 尾山台団地内の旧銀行店舗跡地（１６９．２５㎡）を日本総合住生活㈱から借り上げ、
地域福祉推進の拠点として自治会に無償で運営委託している。

-

1 3 1 2保険年金課

国民年金啓発事業

463 463 463

111 国民年金制度への理解を深めるため、イベント会場での啓発活動やパンフレットによ
る周知を図るとともに納付の勧奨と指導を行う事業。

-

1 3 1 6福祉総務課

総合福祉センター管理事業

58,587 58,587 58,587

121 身体障害者福祉センターふれあいハウス、老人福祉センターことぶき荘、障害福祉
サービス事業所かしの木園等の複合施設として建設された本施設の維持管理及び
修繕経費である。また、駐車場土地の借上げ費用も含んでいる。

-

1 3 4 1福祉総務課

災害救助事業

3 3 3

131 災害のうち、災害弔慰金の支給等に関する法律が適用された災害に対し、市条例に
基づいた支援を行う。

-

1 3 3 1生活支援課

生活保護事務事業

21,917 18,011 18,408

12 生活保護事業を実施するにあたり、生活保護世帯扶助事業費以外に必要な事務的
費用である。

-

1 3 3 2生活支援課

生活保護世帯扶助事業

3,809,245 3,920,298 4,034,589

22 生活保護法に基づき生活困窮者に、生活・住宅・教育・介護・医療・出産・生業・葬祭
の各扶助及び救護施設事務費、就労自立給付金を支給し、健康で文化的な最低限
度の生活を保障するとともに、その自立を助長する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。

9



予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 121

1 3 3 2生活支援課

中国残留邦人等支援給付事業

19,552 21,077 21,541

32 中国残留邦人等に対し、生活支援給付ほか各種給付による生活保障を行う事業。ま
た、中国残留邦人等に理解が深く中国語ができる「支援相談員」を配置し、生活面で
の支援も行う。平成20年度から開始。

-

1 3 3 2生活支援課

生活困窮者自立支援事業

3,975 4,053 4,143

42 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、最低限度の生活を維持
できなくなるおそれのある生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保
給付金の支給、学習支援などその他の支援を行う。

-

1 3 3 2生活支援課

被保護世帯等扶助事業

100 100 100

52 生活保護を申請する意思はないが、一時的に生活に困窮した者に対し、必要最低
限の援助として一時金を支給する事業である。

-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉法人認可・指導監査等
運営事業

120 120 120

19 社会福祉法人の認可、定款変更、報告の徴取及び監査を行う事業。-

1 3 1 1福祉総務課

福祉総務課一般事務費

568 653 653

29 行旅死亡人の取扱い、福祉の推進のための福祉総務課の一般事務費用である。-

1 3 1 2保険年金課

国民年金一般事務費

2,662 1,326 1,326

39 国民年金に関する法定受託事務と協力・連携事務の処理をするための事務費用。-

1 3 1 1職員課

職員人件費【社会福祉総務費】

352,589 352,589 352,589

9999 社会福祉総務費に係る職員人件費。-

1 3 3 1職員課

職員人件費【生活保護総務費】

226,348 226,348 226,348

9999 生活保護総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

高齢者が地域で安心して暮らし続けられるよう、介護保険サービスの充実を図るとともに、地域の実

情に応じた地域包括ケアシステムの体制づくりを推進します。また、各地域における相談や見守り体制、

生活支援サービスの充実を図ります。 

認知症に対する地域住民の理解が進み、認知症の高齢者等が安心して暮らし続けられる環境を整備し

ます。さらに、高齢者の社会参加を推進し、高齢者が積極的に地域活動やボランティア活動へ参加し、

住民主体の介護予防活動・サロン活動が各地域で開催されるような取組を推進します。 

 

施策の内容 

１)高齢者福祉の充        

 実 

① 地域包括ケア体制の整備 

高齢者が地域で安心して暮らし続けられるよう、地域包括ケア体制の整備を

図り、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを推進します。（福祉総務課・

高齢介護課） 

② 社会参加の推進 

高齢者が地域で生き生きと暮らし続けられるよう、高齢者の活動の場である

いきいきクラブや、老人だんらんの家への支援を行います。（高齢介護課） 

③ 認知症施策の推進 

認知症の高齢者が安心して暮らし続けられる環境を整備するため、認知症サ

ポーター※養成講座等の啓発活動を行い、地域住民の認知症への理解を促す

とともに、家族への介護支援を行います。（高齢介護課） 

２)介護保険事業の

推進 

① 介護保険サービスの充実 

介護を受ける高齢者が地域で安心して暮らし続けられるよう、介護施設を計

画的に整備するとともに、在宅介護を推進し、介護保険サービスの充実を図

ります。（高齢介護課） 

② 介護予防事業の推進 

高齢者が地域で健康に暮らし続けていくため、介護予防教室やアッピー元気

体操などの介護予防事業を推進します。（高齢介護課） 

 

 

 

 

 

 

 

  

1-2-2 高齢者福祉 1-2 社会保障の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 122

1 3 1 3高齢介護課

いきいきクラブ・いきいきクラブ連
合会活動費補助事業

7,069 7,069 7,069

11 いきいきクラブに対し活動費として補助金を交付するとともに、各クラブを束ねる連合
会に対してクラブ数に応じて補助金を交付する。

-

1 3 1 3高齢介護課

老人だんらんの家運営費補助事
業

5,940 5,940 5,940

21 自治会、町内会等が高齢者のだんらんするための場所として地域の公民館・自治会
館等を開放するための運営費補助及び家賃補助を行う。

-

1 3 1 3高齢介護課

シルバー人材センター運営補助
事業

36,426 47,145 27,235

31 公益社団法人上尾市シルバー人材センターの円滑な運営を図るために補助金を交
付する。平成30年度は、センター事務所移転に伴う西側拠点整備のため補助金を増
額する。

-

1 3 1 3高齢介護課

金婚式典・ダイヤモンド婚式典
事業

1,632 1,632 1,632

41 夫婦とも引き続き市内に住所を有する結婚後50年および60年を迎える夫婦の長寿を
祝うため式典を実施し、夫婦に対する顕彰および記念品を贈呈する。

-

1 3 1 3高齢介護課

敬老祝金及び祝品贈呈事業

60,522 61,152 56,007

51 75歳に5千円、77歳に1万円、88歳に2万円、99歳に3万円、100歳以上に5万円の敬
老祝金を贈呈する。また、年度内100歳到達者および最高齢者（男女）に対し、長寿
を祝し、記念品を贈呈する。

-

1 3 1 3高齢介護課

敬老事業交付金支給事業

56,509 57,320 56,976

61 敬老の日の行事として敬老事業を実施する事務区、社協支部および市長が定める
施設等に対し、毎年8月31日現在75歳以上で、9月1日現在、上尾市に住民登録の
ある人数に応じて交付金を交付する。

-

1 3 1 3高齢介護課

配食サービス事業

166 166 166

71 市の定めたガイドラインに沿って高齢者の見守りサービスを提供している宅配弁当業
者を市民に周知することにより、見守りの機会を増やすとともに、安定した食の確保を
図り、高齢者の自立した生活を支援する事業。

-

1 3 1 3高齢介護課

緊急通報システム設置事業

7,181 7,181 7,181

81 安否の確認が必要な在宅の高齢者や重度障害者に対し、発作時等にボタンを押す
ことで緊急通報センターへ繋がり、必要に応じて救急要請をするための機器を設置
する。また、月に一度の安否確認と生活相談も実施している。

-

1 3 1 3高齢介護課

要介護高齢者手当支給事業

6,364 6,364 6,364

91 介護保険の認定で要介護4・5を持つ65歳以上（介護保険施設等に入所又は病院等
に入院している人を除く）で世帯の生計中心者の前年所得税が非課税である人に手
当を支給するもの。支給額は平成19年度より月額1万円。

-

1 3 1 3高齢介護課

老人ホーム入所委託事業

11,080 11,080 11,080

101 老人福祉法に基づく措置が必要な高齢者が、高齢者虐待等で緊急の措置の利用と
して必要な場合、老人ホームへ入所できるよう必要な援護を行う。

-

1 3 1 3高齢介護課

高齢者居宅改善支援事業

681 681 681

111 介護を必要とする高齢者が居宅で日常生活を円滑に送ることを目的に行う住宅の改
修工事に対し、経費の一部を支給する。

-

1 3 1 3高齢介護課

上尾市高齢者福祉計画・介護保
険事業計画推進事業

318 4,715 4,715

121 高齢化の急速な進行により、今後増加が見込まれる介護サービスのニーズに対応す
る基盤整備および高齢者に関する施策を計画的に推進するために、３年ごとに計画
を策定する。

-

1 3 1 3高齢介護課

ワークプラザかみひら改修事業

21,816 － －

131 シルバー人材センター大谷事務所が移転することに伴い、ワークプラザかみひらの
改修工事費を計上する。

-★

1 3 1 4高齢介護課

老人福祉センターことぶき荘管
理運営事業

23,146 23,146 23,146

141 高齢者の健康増進や教養の向上、レクリエーションなどを通じて健康で明るい生活を
楽しむための施設として浴場、広間などを設置し、管理運営は上尾市社会福祉協議
会(指定管理者）に委託している。

-

1 3 1 5高齢介護課

養護老人ホーム恵和園管理運
営事業

163,041 134,421 134,421

151 家庭環境および経済的理由等により、在宅生活が困難な高齢者について、老人福
祉法の規定による入所措置を行う。指定管理者である（社福）彩光会に、老人デイ
サービス事業と併せて委託する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 122

6 1 1 1高齢介護課

地域包括支援システム運用管理
事業

17,798 29,136 29,136

161 地域包括支援センターが虐待や権利擁護などの相談事業や、介護予防事業、総合
事業の事業対象者及び要支援１・２の人の総合福祉事務支援システムの運用管理を
行う。

-

6 4 1 1高齢介護課

介護予防・生活支援サービス事
業

412,081 444,093 476,659

171 要支援者が利用する介護予防サービスの一部（訪問介護と通所介護）の内容を継続
したまま、サービスの選択の幅を広げ、利用者のニーズに応じて提供する、訪問型
サービスと通所型サービスに対して費用を支払う。

-

6 4 1 3高齢介護課

地域包括ケアシステム推進事業

50,957 51,466 51,976

181 介護保険制度の大幅な見直しに伴い、地域包括ケアシステムの構築を目指した在宅
医療・介護連携、認知症施策、地域ケア会議の推進、生活支援サービスの体制整備
等の取組みを総合的に推進する。

-★

6 4 1 4高齢介護課

家族介護支援事業

65,307 67,109 69,149

191 家族介護教室、介護家族会を地域包括支援センター主催で実施。また、徘徊高齢
者等探索サービス、要介護高齢者紙おむつ給付事業、要介護高齢者介護者慰労
金支給事業を実施する。

-

6 4 1 4高齢介護課

成年後見制度利用支援事業

1,782 1,799 1,817

201 身寄りのない認知症高齢者の成年後見制度利用を助成する。-

6 4 1 5高齢介護課

総合事業審査支払手数料

1,362 1,467 1,573

211 各介護サービス事業者から国保連合会に請求される介護予防・生活支援サービス費
の請求内容を国保連合会が審査することに対して審査手数料を支払う。

-

1 3 1 7高齢介護課

介護サービス利用者負担助成
事業

55,104 62,817 71,611

12 介護保険サービスを利用している低所得者の利用料の負担軽減およびサービス利
用の促進を図ることを目的とし、利用者負担第１～３段階（市民税非課税世帯）の人
が利用する在宅介護サービスの利用負担の一部を助成する。

-

1 3 1 7高齢介護課

介護保険特別会計繰出金(事業
費)

2,083,532 2,221,249 2,382,453

22 介護保険事業にかかる市負担分（人件費以外の事業費）。平成30から32年度までの
保険給付、地域支援事業に係る法定負担分および特別会計一般管理費を支出す
る。

-

6 1 1 1高齢介護課

被保険者資格等管理事業

50,057 26,093 27,293

32 介護保険の被保険者資格管理、各種申請事務、第三者行為損害賠償求償、電算シ
ステムの維持管理、一般管理事務である。

-

6 1 2 1高齢介護課

賦課徴収事業

15,058 14,878 15,176

42 高齢者の人口増加に伴い、介護サービス費が増加している中、介護保険事業運営
を円滑に進めるための第１号被保険者（65歳以上）の介護保険料の賦課徴収に関す
る事務費用。

-

6 1 3 1高齢介護課

介護認定事業

106,327 108,453 110,622

52 介護保険の認定申請受付から認定結果を通知するまでの要介護認定にかかる一連
の事務を行う。申請受理後、認定調査と主治医意見書より第１次判定を実施。認定
審査会にて審査・判定を行い結果を本人に通知する。

-

6 2 1 1高齢介護課

介護保険給付事業

13,871,099 15,009,934 16,212,081

62 利用者がサービスの提供を受けた場合に、１割または２割を負担し、保険者（市）が９
割または８割を負担する仕組み。保険者負担分を介護保険給付費として国保連合会
に支払い、国保連合会が事業者に支払う代理受領制度。

-

6 2 2 1高齢介護課

介護保険審査支払手数料

9,605 10,256 10,952

72 各介護サービス事業者から、国保連合会に給付費の請求がある。国保連合会では、
請求内容を審査し、審査支払手数料を各保険者（市町村）に請求する。その審査支
払手数料を計上している。

-

6 3 1 1高齢介護課

介護保険給付費等準備基金管
理事業

7,002 7,002 7,002

82 介護保険事業に要する費用の不足額に充てるため、上尾市介護保険給付費等準備
基金を設置し、その管理を行う。

-

6 4 1 1高齢介護課

介護予防ケアマネジメント事業

81,686 88,000 94,423

92 利用者に対して、介護予防及び生活支援を目的として、その心身の状況、置かれて
いるその他の状況に応じて、その選択に基づき、適切な事業が包括的かつ効率的に
提供されるよう、専門的視点から必要な援助を行う。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 122

6 4 1 1高齢介護課

通所型介護予防事業

36,798 37,165 37,533

102 居宅要支援被保険者等に、運動器の機能向上や閉じこもり、認知症予防などの事業
を実施し、自立した生活の確立と自己実現に向けて支援を行う。

-

6 4 1 1高齢介護課

訪問型介護予防事業

507 680 857

112 基本チェックリストにより①「閉じこもり予防・支援」②「うつ予防・支援」③「認知機能の
低下予防・支援」に該当した人を中心に、看護師等が居宅を訪問（最大6ヶ月間10
回）。課題を総合的に把握・評価し支援する。

-

6 4 1 2高齢介護課

介護予防普及啓発事業

9,363 9,456 9,550

122 各地域包括支援センターへ委託し、介護予防教室や認知症予防啓発教室等を開
催、パンフレット等の作成や配布も行う。市実施事業として、介護予防料理教室など
も実施する。

-

6 4 1 2高齢介護課

出張型介護予防教室事業

2,993 3,022 3,052

132 介護予防に関する知識の習得や自宅で手軽にできる介護予防運動などの高齢者向
け教室。転倒予防、口腔衛生、栄養改善などについて、市内のいきいきクラブやアッ
ピー元気体操などの活動を行う会場に訪問して実施する。

-

6 4 1 2高齢介護課

地域介護予防活動支援事業

19,148 19,634 19,963

142 転倒予防を目的としたアッピー元気体操を実施するため、市がアッピー元気体操リー
ダーを養成・支援している。また、地域包括支援センターに参加者定員管理やリー
ダー継続支援を委託している。

-

6 4 1 2高齢介護課

通所型認知症予防事業

19,309 20,204 21,112

152 地域において認知症予防のための事業「みのり倶楽部」を、地域包括支援センター
への委託事業として実施する。

-

6 4 1 3高齢介護課

総合相談支援・権利擁護・包括
的継続的マネジメント支援事業

203,100 205,131 212,626

162 地域包括支援センターによる介護や生活等総合相談、権利擁護、実態調査、介護
支援専門員（ケアマネージャー）に対する支援の実施のほか、介護支援専門員研修
の開催や高齢者虐待防止アドバイザー相談等を実施。

-

6 4 1 3高齢介護課

地域包括支援センター運営等協
議会事業

200 202 204

172 地域包括支援センターの中立、公平で円滑な運営を確保するために必要な事項お
よび地域密着サービスに関する事項を審議する。

-

6 4 1 4高齢介護課

介護相談等支援事業

2,319 2,613 3,197

182 介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の
支援のため、介護相談員派遣事業・住宅改修支援事業を実施する。

-

6 4 1 4高齢介護課

介護給付費適正化事業

3,077 3,107 3,138

192 介護給付費通知書に利用者の介護給付費の利用実績を記載し、事業所の請求誤り
をチェックするとともに、ケアプランをチェックすることにより、適正なサービスが行われ
ているかを判断し、介護給付費の適正給付を図る。

-

6 5 1 1高齢介護課

保険料過誤納還付事業

3,000 3,000 3,000

202 介護保険料にかかる過誤納について還付を行う。-

6 5 1 2高齢介護課

過年度国県支出金等返還金

1 1 1

212 介護保険法に基づく、国、県等の支出に係る返還を行う。-

6 5 1 3高齢介護課

延滞金

1 1 1

222 国、県等に対する返還金の遅延等に伴う延滞金。-

6 5 1 4高齢介護課

高額介護サービス費等貸付事
業

1 1 1

232 高額介護サービス費および高額介護予防サービス費の支給対象となる費用の支払
いが困難な者に対し、資金を貸し付ける。

-

6 5 2 1高齢介護課

一般会計繰出金

1 1 1

242 保険給付費および一般管理費に係る繰出しを行う。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。

14



予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 122

6 6 1 1高齢介護課

予備費管理事業

3,000 3,000 3,000

252 介護保険事業に係る予備費。-

1 3 1 3高齢介護課

高齢介護課一般事務費

89 89 89

19 高齢者の福祉・生活支援・生きがいづくりなどの事業の推進に係る一般事務費。-

6 1 1 1職員課

職員人件費【介護特会】

217,061 217,061 217,061

9999 介護保険特別会計に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

すべての市民が障害に対する理解を深め、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生するまちづくりを目指します。 

また、障害者に対する相談や支援サービスを充実させ、安心して生活できる環境の整備を推進すると

ともに、障害者とその家族の社会参加の促進を図ります。 

 

施策の内容 

１)障害者の地域生

活支援の充実 

① 相互理解の推進 

障害について市民に正しい認識を持ってもらうため、研修や講習会を実施す

るとともに、障害者との交流を目的としたふれあい広場※や、障がい者手づ

くり市などのイベントを開催します。（障害福祉課） 

② 相談支援体制の充実 

障害者とその家族が抱える問題を解決するため、障害者生活支援センターや

身体障害者・知的障害者相談員等により、生活に必要な情報提供・相談支援

を行います。（障害福祉課） 

③ 地域生活の支援 

障害者とその家族の生活の質を確保するため、障害者及びその家族に対し、

障害の特性やニーズに応じた自立支援給付・医療費の助成等を行います。 

（障害福祉課） 

④ 就労の支援 

障害者の社会的自立を促進するため、障害者就労支援センターで就労を希望

する障害者の就業面や生活面の相談支援を行うとともに、障害者就労施設の

製品販売等に対して支援を行います。（障害福祉課） 

２)障害児の療育支

援の充実 

 障害児の地域生活を支援するため、発達支援相談センター※での専門員から

の個別の発達訓練・相談や、つくし学園での療育訓練を行います。（発達支援

相談センター） 

 

 

 

 

 

  

1-2-3 障害者福祉 1-2 社会保障の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 123

1 3 1 1障害福祉課

障害者自立支援等給付事業

3,327,097 3,614,538 3,914,545

11 障害者の日常生活及び社会生活を支援するため必要な障害福祉サービス、更生医
療、補装具等を提供する。

-

1 3 1 1障害福祉課

重度心身障害者医療費支給事
業

500,838 500,838 500,838

21 重度心身障害者の保健の向上と福祉の増進を目的として、医療機関で保険診療を
受診した際に生じる医療費の一部を助成する。

-

1 3 1 1障害福祉課

重度心身障害者福祉手当支給
事業

147,110 147,110 147,110

31 在宅の重度心身障害者の更生の援助と福祉の増進を図ることを目的とし、手当を支
給する。年２回（９月、３月）に支給。

-

1 3 1 1障害福祉課

在宅特別障害者等手当支給事
業

81,124 81,124 81,124

41 在宅で、著しく重度の障害で日常生活に常時特別の介護を要する状態の人に手当
を、年４回（５月、８月、１１月、２月）支給する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害児(者)生活サポート事業

21,044 21,044 21,044

51 障害児(者)の一時的な介護や外出の付き添いなどのサービスを行っている生活サ
ポート事業登録団体に対して、補助金を交付し、障害児（者）の福祉の増進を図る。

-

1 3 1 1障害福祉課

生活ホーム運営補助事業

5,563 5,563 5,563

61 法人又は障害者関係団体などによって運営される生活ホームの円滑な運営を支援
するため、補助金を交付する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者通所施設等管理事業

1,475 1,475 1,475

71 市所有施設の保守委託・空調保守委託及び必要な修繕に係る費用。-

1 3 1 1障害福祉課

障害者生活介護事業所運営費
補助事業

33,254 33,254 33,254

81 社会福祉法人等が運営する市内の生活介護事業所の安定的運営に資するため、補
助を行う。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害福祉サービス事業所かしの
木園管理運営事業

47,604 47,604 47,604

91 市が設置している「障害福祉サービス事業所かしの木園」の運営を指定管理（上尾
市社会福祉協議会に委託）に係る費用。

-

1 3 1 1障害福祉課

難病者見舞金支給事業

16,000 16,000 16,000

101 難病患者に年１回、見舞金を支給する。平成２７年度からは10,000円／１人を支給し
ている。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害児者等生活支援事業

5,549 5,549 5,549

111 障害者が自宅で安全な生活を営むために必要な居宅改善への補助事業等、日常
生活上の支援を行う。

-

1 3 1 1障害福祉課

ふれあい広場補助事業

300 300 300

121 健常者と障害者のふれあいの場として、またお互いの理解と親睦を深める機会とし
て、アトラクション、福祉体験、模擬店など「ふれあい広場」を開催する実行委員会に
対して補助を行う。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害福祉システム運用管理事業

24,912 24,912 24,912

131 福祉計画実行のため、障害福祉サービスの基本となる情報管理を行う、障害福祉シ
ステムを運用管理する。

-

1 3 1 1障害福祉課

地域生活支援事業

109,551 109,551 109,551

141 障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう支援を行う。-

1 3 1 1障害福祉課

障害者就労支援センター運営事
業

14,177 14,177 14,177

151 障害者の就労の機会の拡大を図るとともに、障害者が安心して働き続けられるよう
に、身近な地域において就労と生活の支援を総合的に行うことにより、障害者の自立
と社会参加の促進を目的とする。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 123

1 3 1 1障害福祉課

地域活動支援センター事業

81,167 81,167 81,167

161 障害者総合支援法の規定に基づき市町村が実施する地域生活支援事業のうち、地
域活動支援センターに要する費用を計上する。

-

1 3 1 1障害福祉課

手話通訳等意思疎通支援事業

49,591 49,591 49,591

171 障害者総合支援法の規定に基づき市町村が実施する地域生活支援事業のうち、手
話通訳、要約筆記などコミュニケーションを支援する事業。

-

1 3 1 1障害福祉課

福祉タクシー券・自動車燃料費
助成事業

35,020 35,020 35,020

181 在宅の重度障害者に対して、日常生活上の外出の機会を増やすことを目的に、タク
シー券もしくは自動車燃料費に対する助成を行う。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者施設製品販売促進事業

590 590 590

191 市内の障害者施設の市民への認知度を高めるとともに、障害者施設で作成している
製品のＰＲ及び販売促進を行い、常設的店舗を運営していくことができるよう事業を
展開する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者相談支援事業

14,802 14,802 14,802

201 障害児（者）の相談に対応するため、障害者生活支援センターに対する補助を行う。-

1 3 1 1障害福祉課

障害者支援計画推進事業

423 423 423

211 平成30年度を始期とする障害者支援計画（障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉
計画）を作成・進捗管理を行う。

-

1 3 2 2障害福祉課

障害児通所給付事業

715,229 874,725 1,069,789

221 １８歳未満の障害児の日常生活を支援するため、障害児通所支援（児童発達支援及
び放課後等デイサービス等）に係る費用を支給する。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

つくし学園管理運営事業

50,346 50,346 50,346

12 つくし学園に通う障害のある幼児のための保育活動の推進や、療育専門職による理
学療法や言語訓練の提供及び施設の安全な運営を図るための運営費。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

つくし学園通園バス運行事業

21,861 21,861 21,861

22 通園バス３台を運行し、東・西・北の３コース体制により園児の送迎を行う。-

1 3 2 6発達支援相談センター

発達訓練・相談事業

6,578 6,578 6,578

32 運動発達に課題のある乳幼児と肢体不自由の小・中学生に対し理学訓練・相談を行
う。手先の動きや身辺自立に課題のある未就学児に対し作業訓練・相談を行う。言語
発達に課題のある未就学児に対し言語訓練・相談を行う。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

保育所等訪問支援事業

315 315 315

42 保護者の申請により、専門職員および臨床心理士が、障害児の通う保育所、幼稚
園、学校等を訪問し、集団生活への適応を促すための個別支援や助言を行う。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

相談支援事業所運営事業

2,179 2,179 2,179

52 障害児(発達障害を含む)が児童発達支援等のサービスを利用する際に、より質の高
い支援が行われるよう「障害児支援利用計画」を作成する。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

発達支援専門員巡回事業

3,040 3,040 3,040

62 発達支援の知識や経験を有する専門職員が、学童、幼稚園、保育所等の施設を巡
回し、職員に対し助言を行う。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

つくし学園分室運営事業

5,329 5,329 5,329

72 発達支援相談センター内につくし学園分室を整備し、発達支援を必要とする児童の
通所先を提供する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害福祉課一般事務費

6,337 6,337 6,337

19 障害福祉を推進するために行う障害児（者）への施設訪問等に係る費用及び課内職
員の研修等に係る事務費用。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 123

1 3 2 6職員課

職員人件費【発達支援相談セン
ター運営費】

191,359 191,359 191,359

9999 発達支援相談センター運営費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

市民一人一人が自らの心身の健康に関心を持ち、その保持・増進に努めるよう、健康に対する意識の

啓発を進めるとともに、疾病の予防・早期発見のため、各種検（健）診を実施します。 

予防接種や感染症予防の正しい知識の普及啓発を実施し，感染症の発生を予防するとともに、新型イ

ンフルエンザ等の健康危機発生時に備えた体制づくりを推進します。 

また、各種団体、企業、行政及び市民の協働による地域保健活動の推進を図ります。 

 

施策の内容 

１)健康寿命の延伸 ① 生活習慣病予防の推進 

市民の生活習慣病を予防するため、特定健診・特定健康指導や後期高齢者健

診を行うとともに、健康応援相談や健康・食事・運動に係る講座等により、

健康についての意識と体力の向上を図ります。（健康増進課・保険年金課） 

② 疾病の早期発見 

市民の疾病の予防及び早期発見のため、胃がん等の各種がん検診や骨粗しょ

う症等の各種検診、成人歯科等の健康診査を行います。（健康増進課） 

２)こころの健康づ

くりの推進 

 こころに悩みや病気を持っている市民が安心して生活を送るため、臨床心理

士や保健師による「こころの悩み相談」・精神科医による「こころの健康相

談」・個別の相談や、家族に対する支援、自殺予防に対する啓発活動を行い

ます。（健康増進課） 

３)感染症対策の推   

 進 

 感染症の発生及び蔓延を予防するため、予防接種の実施や助成を行います。

また、新型インフルエンザなどの新たな感染症が発生した場合は、行動計画

に基づき迅速に対応します。（健康増進課） 

４)地域医療提供体

制の確保 

 市民が病気やけがの度合いに応じた適切な医療を受けられるよう、医師会等

と連携して休日・夜間の急患の医療体制、災害時の初動医療体制、在宅医療・

介護の連携体制を構築します。（健康増進課） 

 

 

 

 

 

  

1-2-4 健康 1-2 社会保障の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 124

1 3 1 1保険年金課

国民健康保険特別会計繰出金
(事業費)

1,568,320 1,568,320 1,568,320

11 国民健康保険特別会計の運営のための繰出金。-

1 3 1 3保険年金課

埼玉県後期高齢者医療広域連
合事務事業

62,787 79,381 100,362

21 埼玉県後期高齢者医療広域連合が制度運営を行うために各市町村が負担する事務
事業負担金である。広域連合規約第１７条第２項の規定により均等割、人口割及び
高齢者人口割により負担金額が算出される。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者医療療養給付費負
担金

1,856,297 1,975,860 2,103,125

31 被保険者に係る療養の給付に要する経費（一部負担金を除く）や療養費、高額療養
費及び高額介護合算費の支給に要する経費等について、高齢者の医療の確保に
関する法律の規定により市町村が負担する負担金。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者医療特別会計繰出
金

423,323 462,388 506,155

41 保険基盤安定負担金と後期特別会計の一般事務費や保険料徴収事業費に係る経
費を一般会計から後期高齢者医療特別会計へ繰出すもの。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者健康診査事業

167,964 181,270 195,603

51 被保険者に対し健康診査を実施することにより、生活習慣病の早期発見及び重症化
の予防を図り、健康の保持増進につなげる事業。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者人間ドック検診・宿
泊施設利用補助事業

31,154 35,393 40,288

61 被保険者の生活習慣病その他の疾病の予防や健康の保持増進のため実施する人
間ドック検診料補助事業及び宿泊施設利用補助金交付事業。

-

1 4 1 1健康増進課

健康づくり推進事業

1,121 1,121 1,121

71 『上尾市健康増進計画』(H22～31）『上尾市食育推進計画』(H26～31)に基づき、事
業を推進。また、条例設置の審議機関である上尾市健康づくり推進協議会を運営。

-

1 4 1 1健康増進課

健康まつり事業

449 － 460

81 市民の健康に対する意識の向上を図るため、保健行政に関連する団体の協力によ
り、健康をテーマとする様々な展示や催しを行う。

-

1 4 1 1健康増進課

骨髄移植ドナー助成事業

560 560 560

91 公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、骨髄・末梢血幹
細胞を提供した人に対し、骨髄移植ドナー助成金を交付する。

-

1 4 1 2健康増進課

各種検(健)診事業

288,136 288,136 288,136

101 市民の疾病の予防及び早期発見のため、胃がん等の各種がん検診や骨粗しょう症
等の各種検診、成人歯科等の健康診査を実施する。

-

1 4 1 3健康増進課

健康増進事業

1,413 1,413 1,413

111 健康増進法に基づき、健康増進事業（健康教育・健康相談）を実施する。生活習慣
病の予防、個々の健康管理に必要な助言を行い、市民の健康の保持増進を促す。

-

1 4 1 3健康増進課

食生活改善推進事業

1,032 1,032 1,032

121 子どもから高齢者までライフステージに対応した食生活を通じ、生涯に渡り健康に暮
らすことができるよう食育活動を行うとともに、食生活改善推進員の育成や、地域への
食育普及を目的とした組織活動に対する助成を行う。

-

1 4 1 3健康増進課

健康マイレージ事業

4,571 4,571 4,571

131 歩数計やスマートフォンアプリを活用し、毎日ウォーキングに取り組むことでポイントが
付与され、規定ポイントで賞品が抽選で当たる「埼玉県コバトン健康マイレージ」事業
に市独自の内容を加えて参加する。

-★

1 4 1 6健康増進課

東保健センター管理運営事業

18,971 18,971 18,971

141 市東側の地域保健の拠点であり、母子保健事業を中心に事業を実施する東保健セ
ンターを運営する。

-

1 4 1 6健康増進課

西保健センター管理運営事業

6,361 7,525 8,643

151 市西側の地域保健の拠点であり、成人保健事業や精神保健事業を中心に実施する
西保健センターを運営する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。

21



予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 124

1 4 1 6健康増進課

西保健センター改修事業

11,945 196,385 －

161 昭和56年の開設以来30年以上が経過している西保健センターの改修工事を実施す
る。

-★

1 4 1 7西貝塚環境センター

健康プラザわくわくランド管理運
営事業

172,726 233,644 233,617

171 健康プラザわくわくランドの管理運営は、指定管理者に業務委託している。現指定管
理者の指定期間は、平成29年4月1日から平成34年3月31日である。

-

1 4 1 8環境政策課

瓦葺ふれあい広場管理運営事
業

15,660 15,660 15,660

181 瓦葺ふれあい広場の管理運営事業。平成28年度から32年度まで指定管理者に管理
運営を委託する。（敷地面積17,800㎡、建物延床面積441㎡）

-

2 1 1 1保険年金課

国民健康保険管理運営事業

60,916 60,916 60,916

191 国民健康保険の被保険者の資格異動、医療給付などの管理や国民健康保険制度
の運営のための事務費。

-

2 1 1 1保険年金課

国民健康保険制度広報事業

398 398 398

201 国民健康保険制度や医療費の現状等について理解いただけるよう広報活動を実施
するもの。給付内容、医療費適正化、収納率向上等の啓発用パンフレット・リーフレッ
トの配布。

-

2 1 1 2保険年金課

国民健康保険団体連合会負担
金

2,770 2,770 2,770

211 県内市町村の国民健康保険事務を共同処理する国保連合会への負担金。-

2 1 2 1保険年金課

国民健康保険税賦課徴収事業

8,245 8,245 8,245

221 納税通知書・納付書等の作成、送付など、国民健康保険税の賦課徴収のための事
務費。

-

2 1 3 1保険年金課

国民健康保険運営協議会運営
事業

1,310 1,310 1,310

231 国民健康保険事業の運営などについて審議を行う国民健康保険運営協議会の実
施。協議会の委員は、被保険者、保険医・薬剤師、公益、被用者保険等保険者のそ
れぞれの代表からなる。　

-

2 2 1 1保険年金課

一般被保険者療養給付費

13,100,800 13,100,800 13,100,800

241 被保険者が疾病や負傷の治療を目的とした一連の医療サービス（現物給付）を受け
る場合に、保険者から保険医療機関、保険薬局に支給するもの。一般被保険者にか
かる療養給付。

-

2 2 1 2保険年金課

退職被保険者等療養給付費

55,391 55,391 55,391

251 被保険者が疾病や負傷の治療を目的とした一連の医療サービス（現物給付）を受け
る場合に、保険者から保険医療機関、保険薬局に支給するもの。退職被保険者等に
かかる療養給付。

-

2 2 1 3保険年金課

一般被保険者療養費

168,737 168,737 168,737

261 被保険者がやむを得ない理由により自費で療養を受けた場合など、その療養に要し
た費用について後から保険者が支給する事業。一般被保険者にかかる療養費。

-

2 2 1 4保険年金課

退職被保険者等療養費

675 675 675

271 被保険者がやむを得ない理由により自費で療養を受けた場合など、その療養に要し
た費用について後から保険者が支給する事業。退職被保険者等にかかる療養費。

-

2 2 1 5保険年金課

国民健康保険審査支払手数料

35,206 35,206 35,206

281 国保連合会が行う診療報酬審査支払業務に係る手数料-

2 2 2 1保険年金課

一般被保険者高額療養費

1,747,077 1,747,077 1,747,077

291 被保険者が受けた療養の給付等に係る一部負担金の額が一定の自己負担限度額
を超えた場合、その超えた額について保険者が支給する事業。一般被保険者にか
かる高額療養費。

-

2 2 2 2保険年金課

退職被保険者等高額療養費

9,901 9,901 9,901

301 被保険者が受けた療養の給付等に係る一部負担金の額が一定の自己負担限度額
を超えた場合、その超えた額について保険者が支給する事業。退職被保険者等に
かかる高額療養費。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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2 2 2 3保険年金課

一般高額介護合算療養費

1,700 1,700 1,700

311 被保険者の医療費と介護サービス費の一部負担金の額が一定の自己負担限度額を
超えた場合、その超えた額について保険者が支給する事業。一般被保険者にかかる
高額介護合算療養費。

-

2 2 2 4保険年金課

退職高額介護合算療養費

300 300 300

321 被保険者の医療費と介護サービス費の一部負担金の額が一定の自己負担限度額を
超えた場合、その超えた額について保険者が支給する事業。退職被保険者にかかる
高額介護合算療養費。

-

2 2 3 1保険年金課

一般被保険者移送費

100 100 100

331 負傷や病気で移動困難であり、診療を受けるために必要と認められた移送に対する
給付。一般被保険者にかかる移送費。

-

2 2 3 2保険年金課

退職被保険者等移送費

1 1 1

341 負傷や病気で移動困難であり、診療を受けるために必要と認められた移送に対する
給付。退職被保険者等にかかる移送費。

-

2 2 4 1保険年金課

出産育児一時金

92,000 92,000 92,000

351 被保険者が出産したとき、その出産及び育児に係る費用の負担を軽減することを目
的として支給する事業。

-

2 2 4 2保険年金課

出産育児一時金支払手数料

42 42 42

361 出産費を分娩機関へ直接支払うための国保連合会への手数料。出産育児一時金事
業に要する経費。

-

2 2 5 1保険年金課

葬祭給付費

16,000 16,000 16,000

371 被保険者の葬祭時に葬祭給付費を支給する事業。-

2 3 1 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金(一
般医療分)

3,789,640 3,789,640 3,789,640

381 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。一
般被保険者に係る医療給付分。

-★

2 3 1 2保険年金課

国民健康保険事業費納付金(退
職医療分)

12,797 12,797 12,797

391 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。退
職被保険者等に係る医療給付分。

-★

2 3 2 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金(一
般支援分)

1,367,557 1,367,557 1,367,557

401 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。一
般被保険者に係る後期高齢者支援金分。

-★

2 3 2 2保険年金課

国民健康保険事業費納付金(退
職支援分)

4,672 4,672 4,672

411 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。退
職被保険者等に係る後期高齢者支援金分。

-★

2 3 3 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金(介
護分)

452,952 452,952 452,952

421 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。介
護納付金分。

-★

2 4 1 1保険年金課

特定健康診査・特定保健指導事
業

243,959 243,959 243,959

431 ４０歳から７４歳までの被保険者を対象に特定健康診査・特定保健指導を行う事業。
市は、国民健康保険の保険者として上尾市国保加入者を対象に当該健康診査及び
保健指導を実施する。

-

2 4 2 1保険年金課

保健普及事業

48,607 48,607 48,607

441 被保険者の健康保持・増進を目指し、人間ドック、各種検診などの疾病予防、保養施
設宿泊などの補助を行うもの。

-

2 4 2 1保険年金課

生活習慣病重症化予防対策事
業

18,333 18,333 18,333

451 国保加入者の健康増進や増加する医療費を抑制するため、特定健診の結果等を分
析し、糖尿病重症化リスクの高い未受診者・受診中断者に対する受診勧奨や、糖尿
病性腎症で通院するハイリスク者に対する保健指導を実施。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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2 5 1 1保険年金課

国民健康保険基金積立金管理
事業

3 3 3

461 国民健康保険に関係する３基金の積立事業。-

2 6 1 1保険年金課

一時借入金利子

1 1 1

471 国民健康保険特別会計における一時借入金利子償還。-

2 7 1 1保険年金課

一般被保険者保険税還付金

24,000 24,000 24,000

481 一般被保険者にかかる国民健康保険税過年度過誤納還付金。-

2 7 1 2保険年金課

退職被保険者等保険税還付金

500 500 500

491 退職被保険者等にかかる国民健康保険税過年度過誤納還付金。-

2 7 1 3保険年金課

過年度国県支出金等返還金

2,000 2,000 2,000

501 国県支出金等の交付額の確定により返還の必要となった過年度分に係る返還金。-

2 8 1 1保険年金課

予備費管理事業

10,000 10,000 10,000

511 国民健康保険特別会計の予備費。-

7 1 2 1保険年金課

保険料徴収事業

22,624 24,533 26,625

521 後期高齢者医療制度の安定的運営を図るための保険料の徴収、収納及び滞納処
分に要する費用。

-

7 2 1 1保険年金課

後期高齢者医療広域連合納付
事業

2,740,122 3,003,536 3,292,734

531 後期高齢者医療制度の安定的運営のため、被保険者から納付された保険料及び低
所得者に対する保険料軽減相当額を公費で補填する保険基盤安定負担金を納付
する事業。

-

7 3 1 1保険年金課

医療保険料還付事業

3,200 3,200 3,200

541 後期高齢者医療保険料の還付を行うための事業費用。-

7 4 1 1保険年金課

予備費管理事業

1,000 1,000 1,000

551 後期高齢者医療特別会計の予備費。-

1 4 1 3健康増進課

精神保健事業

1,295 927 927

12 こころの健康づくりの推進及び地域で生活する精神障害者とその家族への支援を目
的に、精神科医師・臨床心理士・保健師による相談、家族教室、家族会支援、自殺
予防普及啓発事業を実施する。

-

1 4 1 2健康増進課

予防接種事業

545,946 545,946 545,946

13 予防接種法で定められているＡ類疾病及びＢ類疾病の予防接種を実施し、発症を予
防する。

-

1 4 1 1健康増進課

歯科保健推進事業

1,053 1,053 1,053

14 歯科口腔保健の推進に関する条例に基づき総合的施策を継続的かつ効果的に実
施する。歯科保健推進員設置規則により歯科保健推進員を設置、歯科保健行政の
協力団体である北足立歯科医師会に対し補助金・負担金を交付する。

-

1 4 1 1健康増進課

救急医療体制整備事業

129,081 129,081 129,081

24 平日夜間及び休日急患診療所（初期救急）の運営、病院群輪番制による第二次救
急医療体制及び小児二次救急体制への対応、日祝・年末年始の産科医療に対する
在宅当番医の配備。

-

1 4 1 1健康増進課

上尾市医師会補助事業

12,105 12,105 12,105

34 地域医療の充実を図るため、その中心となる上尾市医師会の運営費及び地域医療
研究費等に対して補助金を交付する。また、地域医療の人材確保及び育成のため、
医師会看護学校の運営費に対して補助金を交付する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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1 4 1 1健康増進課

医療センター管理事業

2,353 3,645 77,200

44 上尾市医師会、北足立歯科医師会上尾支部、上尾伊奈地域薬剤師会、あげお福祉
会の事務所が入っている医療センターを管理するための経費。

-

1 4 1 1健康増進課

健康増進課一般事務費

23,090 23,090 23,090

19 保健事業の推進を図るための健康増進課の事務費用。-

7 1 1 1保険年金課

後期高齢者医療一般事務費

1,054 159 159

29 後期高齢者医療制度を円滑運営し、埼玉県後期高齢者医療広域連合や埼玉県国
民健康保険団体連合会等との連絡調整を図るための事務費用。

-

1 3 1 2職員課

職員人件費【国民年金事務費】

44,830 44,830 44,830

9999 国民年金事務費に係る職員人件費。-

1 4 1 1職員課

職員人件費【保健衛生総務費】

398,146 398,146 398,146

9999 保健衛生総務費に係る職員人件費。-★

2 1 1 1職員課

職員人件費【国保特会】

157,410 157,410 157,410

9999 国民健康保険特別会計に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。

25



 

１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

道路照明灯や道路反射鏡、区画線標示などの交通安全施設の整備・拡充により、交通事故の減少を図

ります。 

また、多くの市民が交通安全に対する理解を深め、一人一人が交通安全意識を持って行動するよう、

交通安全意識の普及を推進します。 

 

施策の内容 

１)交通安全施設等

の整備 

① 交通安全施設の整備・管理 

交通事故が多発する箇所での交通事故を減らすため、道路照明灯や道路反射

鏡、区画線標示などの交通安全施設の整備を推進します。（交通防犯課） 

② 生活道路・通学路の安全確保 

生活道路・通学路の利用者が安心して通行できるようにするため、生活道路・

通学路の速度抑止対策及び注意喚起の路面標示を行うとともに、市 PTA 連

合会からの危険箇所改善要望を踏まえ、通学路の安全対策を行います。（交通

防犯課・学校保健課） 

２)交通安全意識の

普及 

 交通安全意識を高めるため、交通事故の被害に遭いやすい幼児や児童、高齢

者等の交通弱者を対象に交通安全教室を実施するとともに、交通安全団体等

との連携により、自転車のマナーも含め、広く交通安全意識の普及・啓発を

推進します。（交通防犯課） 

 

 

 

 

 

  

1-3-1 交通安全 1-3 暮らしの安心・安全確保 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 131

1 2 1 18交通防犯課

交通安全施設整備・管理事業

90,172 90,172 90,172

11 交通安全標識、指導誘導標識、区画線標示、道路反射鏡、道路照明灯などを整備
し、事故の防止、通行の安全を図る。

-

1 2 1 18交通防犯課

ゾーン３０整備事業

9,900 9,900 －

21 生活道路の交通安全対策として、「警察が実施する速度規制」と「道路管理者が実施
する道路環境整備」を組み合わせて実効性の高い速度抑制策を推進する。

-

1 9 6 1学校保健課

通学路安全対策事業

2,578 2,578 2,578

31 グリーンベルトの設置、外側線の表示等の通学路の改善工事を実施する。-

1 2 1 18交通防犯課

交通安全普及推進事業

1,798 1,798 1,798

12 交通弱者といわれる児童・生徒や高齢者、ＰＴＡ、自転車利用者等に対し、その対象
に応じた交通安全教室、啓発活動等を実施し、正しい交通ルールやマナー等の知
識を習得する機会を設ける事で、交通事故防止を図る。

-

1 2 1 18交通防犯課

交通安全関係団体連携事業

3,156 3,156 3,156

22 交通安全思想普及のため、交通安全関係団体の自主的な交通安全対策事業のほ
か、専門的な知識と充実した設備での交通安全活動を広げるため、講師派遣の支援
を行う。

-

1 2 1 18交通防犯課

交通防犯課一般事務費

6,344 6,344 6,344

19 防犯対策に係る各協議会との連絡調整費用や負担金、交通対策を推進するための
交通防犯課の事務費用。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

 災害時における防災体制（防災備品の備蓄、避難所班の運営体制等）及び防災行政無線を含めた災害

時の情報伝達手段や、災害用マンホールトイレ等の防災施設の整備を推進します。 

また、市民一人一人の防災意識を高め、自主防災組織の活動の活性化を図ります。 

 市内の建築物の新しい耐震基準への適合化や、倒壊により緊急輸送道路を塞ぐ可能性のある建築物の

耐震化を進めます。 

 

施策の内容 

１)防災体制の整備 ① 防災備蓄の充実 

大規模災害発生直後においても安心できる市民生活を確保するため、上尾市

地域防災計画で想定する避難者数分の非常用食料・生活必需品や職員が使用

する防災装備、資機材などを避難所等に備えます。また、地域や家庭での備

蓄についても推奨していきます。（危機管理防災課） 

② 災害時の相互応援の充実 

災害時に適切な応急措置を実施するため、さまざまな分野で災害時応援協定

を締結するとともに、締結後の関係強化を図ります。（危機管理防災課） 

③ 総合防災訓練等の充実 

職員の防災行動力の検証と、市と関係機関との連携強化、そして市民の防災

行動力の向上や防災知識の普及を図るため、地域住民や自主防災組織、関係

機関等と総合防災訓練や避難所開設・運営訓練等を実施します。また、訓練

内容の充実を図るため、参加者の意見を反映させた、より実践的な訓練を実

施します。（危機管理防災課） 

④ 情報伝達手段・防災施設の整備 

市民に的確な災害情報を提供し、適切な避難行動等が迅速に行えるよう、防

災行政無線等の情報伝達手段を維持・整備します。また、災害時の市民生活

を支えるため、災害用マンホールトイレの設置等、防災施設の整備を進めま

す。（危機管理防災課・下水道施設課） 

２)市民の防災力の

向上 

 災害時に市民が助け合い、共助に基づいて行動ができるよう、自主防災組織

の育成・支援を行うとともに、先進事例の情報提供等により、活動内容の向

上を図ります。また、地域の防災リーダーとなる「防災士※」の育成支援や

活動支援を行います。（危機管理防災課） 

3)既存建築物耐震

化の促進 

 大地震の際に建築物の倒壊を防止するため、昭和 56 年以前に建築された旧

耐震基準による建築物の耐震診断や耐震改修を希望する市民等に対して助成

等を行い、市内既存建築物の耐震化を進めます。（建築安全課） 

 

 

 

 

1-3-2 防災・危機管理 1-3 暮らしの安心・安全確保 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 132

1 2 1 19危機管理防災課

総合防災訓練実施事業

3,671 3,671 3,671

11 災害発生時に、市民や関係機関と行政が連携して効果的な防災活動を実施するた
め、災害対策基本法及び上尾市地域防災計画に基づく総合防災訓練を実施する。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災備蓄事業

7,808 7,808 7,808

21 上尾市地域防災計画に基づき、災害時に避難者及び職員に必要な食料、生活必需
品、防災装備、資機材などを備える。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災行政無線管理事業

6,442 6,442 6,442

31 防災行政無線の点検、修繕等の保守管理を実施し、防災行政無線を適正に管理・
運用する。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災行政無線デジタル化事業

98,947 296,720 194,824

41 現行のアナログ無線の使用可能な期間は、平成34年11月30日までであることから、
現行のアナログ無線をデジタル無線に更新する。

-★

1 2 1 19危機管理防災課

国民保護計画推進事業

549 549 549

51 「上尾市国民保護計画」をより実効性のあるものとするための上尾市国民保護協議会
の開催や、全国瞬時情報システム（J-ALERT）の維持管理を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

被災地復興支援事業

2,522 2,522 2,522

61 上尾市災害対策基金条例により、大規模災害の被災者支援として、東日本大震災
で被災した岩手県陸前高田市及び福島県本宮市に対する復興・交流の促進を図る
ほか、埼玉県・市町村被災者安心支援制度に基づく支援を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

災害時緊急通信事業

1,337 1,337 1,337

71 災害時に、災害対策本部との通信手段を確保するため、地区本部となる支所に衛星
電話を、各避難所にＰＨＳ電話機を設置する。また、現在保有するＭＣＡ無線機の維
持管理を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災情報等配信事業

1,296 1,296 1,296

81 防災情報の提供について、従来の防災行政無線や市ホームページ・メール配信に
加え、平成25年度よりテレビ埼玉のデータ放送を活用した防災情報等の配信を行っ
ている。

-

1 2 1 19危機管理防災課

災害対策基金管理事業

2,269 2,269 2,269

91 寄附金等の積立を行い、大規模災害により被害を受けた被災者の支援に関する経
費として有効に活用する。

-

1 2 1 19危機管理防災課

自主防災組織育成支援事業

4,898 4,898 4,898

12 地域における人命救助や初期消火等の応急対策活動がより効果的に行われるよう、
資機材の購入費用や訓練等の活動支援として、補助金を交付する。また、地域の防
災力向上のため、防災士の取得に要する経費の補助を行う。

-

1 7 1 1建築安全課

既存建築物耐震化促進事業

6,500 6,500 6,500

13 上尾市建築物耐震改修促進計画に基づき、新耐震基準(S56.5)以前の耐震診断・耐
震改修に補助を行う等、民間建築物の耐震化の促進に係る事業を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

危機管理防災課一般事務費

7,114 13,547 7,217

19 「被災者支援システム」をはじめとした防災関係設備の維持管理経費や、防災啓発
等を図るための危機管理防災課の事務費用。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

 消防活動の拠点である消防署や車両・資器材の整備・確保により、災害への万全な備えを図ります。

また、災害時・救急時における市や関係機関・団体のスムーズな連携と迅速な対応により、市民の生命

や財産を守ります。 

 市民や市内事業者が火災の発生を自ら防ぐため、火災予防対策を積極的に行うよう、防火指導を推進

します。また、「自分の命は自分で守る」、「地域のくらしは地域で守る」ため、消防団を中心とした

地域防災力の強化を図ります。 

 

施策の内容 

１)消防施設・装備等

の整備 

① 消防拠点・装備等の整備 

災害時等における活動を円滑に行うため、施設や車両、資器材の計画的な整

備を図ります。（消防総務課） 

② 消防水利の整備 

消火活動を迅速かつ効率的に行う環境を整備するため、消火栓や防火水槽の

適正な配置と維持管理を図ります。（警防課） 

２)消防・救急体制の

強化 

① 消防団の活性化 

消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、消防団への入団を促

進する PR 活動を行うとともに、消防団員の消防学校への研修派遣や、運営

についての支援を行います。また、機能別消防団員制度の導入を検討します。

（消防総務課） 

② 通信指令業務の円滑化 

火災・救急現場へ迅速に出動させるため、消防緊急通信指令システムの 24

時間管理体制を維持して安定稼働を確保するとともに、覚知から出動指令ま

での時間短縮に努めます。（指令課） 

③ 増加する救急需要への対応 

真に救急を必要とする市民の要請に応えるため、救急車の適正利用を呼びか

けるとともに、出動体制を見直すなど救急業務を工夫します。（警防課） 

３)火災予防対策の

推進 

 市内における火災の発生を防止するため、市民に住宅用火災警報器の設置を

促すとともに、消防法で定められた防火対象物や危険物施設の立入検査を実

施し、不備のある事業所に対し改善を指導します。（予防課） 

 

 

 

  

1-3-3 消防 1-3 暮らしの安心・安全確保 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 133

1 8 1 1消防総務課

常備消防運営事業

60,153 60,153 60,153

11 消防施設の維持管理及び運営するために必要な経常経費。-

1 8 1 1消防総務課

消防職員服装整備事業

17,258 18,858 21,469

21 上尾市消防吏員服制規則に定める、防火衣や活動服等を購入するために必要な消
耗品費。

-

1 8 1 1警防課

大規模災害対策資機材整備事
業

5,259 2,602 5,259

31 大規模災害や特殊災害による広範囲な被害や多数傷病者への対応として、資機材
の整備充実を図るものである。

-

1 8 1 1管理課

警防・救助資器材整備事業

8,980 8,980 8,980

41 建築物の大規模化及び災害事案の変化に伴い、これら災害に対応するため警防及
び救助資器材の装備及び維持管理を図るものである。

-

1 8 1 3消防総務課

消防施設管理事業

16,001 5,334 5,334

51 消防施設を維持管理していくために必要な施設修繕費・工事費等。-

1 8 1 3警防課

消防車両整備事業

95,187 344,146 96,243

61 消防車両（ポンプ車、水槽付消防ポンプ車、はしご車、救助工作車、救急車、消防団
車両等）の更新及び維持管理を行うものである。

-★

1 8 1 3警防課

消防水利整備事業

36,987 25,517 25,517

71 地震等による災害に対応するため、耐震性貯水槽を適宜整備するとともに、水道事
業等に併せて消火栓を整備する。また、経年劣化した消火栓や防火水槽の補修を
行うなど、消防水利施設の維持管理を図る。

-

1 8 1 3指令課

指令施設管理事業

84,390 119,225 137,923

81 消防緊急通信指令システムは、昼夜を問わず24時間安定稼動が求められるもので、
年間を通じて維持管理体制を整えるための経費を計上する。

-

1 8 1 3管理課

消防車両管理事業

992 992 992

91 消防車両の老朽化等による機能低下を防止するため、各種部品の更新を計画的に
行い維持管理する必要があることから、消防車両の整備を実施し消防業務・活動の
円滑化を図るものである。

-

1 8 1 3管理課

ＮＢＣ災害対策事業

930 930 930

101 ＮＢＣ災害に備えるため、特殊災害運用計画に基づき装備品の更新及び拡充を図る
ものである。ＮＢＣとはＮｕｃｌｅａｒ（放射性物質）Ｂｉｏｌｏｇｉｃａｌ（生物物質）Ｃｈｅｍｉｃａｌ（化
学物質）のことである。

-

1 8 1 1消防総務課

職員訓練講習事業

10,042 8,019 8,019

12 消防学校や救急救命士養成所などの教育訓練機関で、職員に教育を受けさせるた
めに必要な旅費・負担金等。

-

1 8 1 1警防課

メディカルコントロール体制整備
事業

760 760 760

22 埼玉県中央地域メディカルコントロール協議会の運営並びに救急活動におけるメ
ディカルコントロール体制を確保するための経費である。

-

1 8 1 1警防課

救急隊員教育訓練事業

2,626 2,626 2,626

32 気管挿管、薬剤投与、処置範囲の拡大（心肺機能停止前静脈路確保及び輸液、血
糖測定並びに低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与）が実施できる救急救命士
の養成や病院実習などの再教育を実施して救命率の向上を図る。

-

1 8 1 1警防課

緊急医療情報キット配布事業

－ 864 864

42 ６５歳以上の高齢者及び障がいを持っている方に緊急医療情報キットを配布する。-

1 8 1 1管理課

応急手当普及事業

948 948 948

52 国の指導に基づき、平成２４年度から普通救命講習、上級救命講習、救命入門コー
ス、入門コース及び応急手当ＷＥＢ講習などに細分化され、より多くの市民による救
命率向上を図るため講習会等を行うものである。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 133

1 8 1 1管理課

救急資器材整備事業

12,605 12,605 12,605

62 救急救命士が実施できる救命処置の高度化や高齢化による救急業務の需要が多く
救急出動件数が増加していることから、これに対応可能な救急資器材を整備し、救
急業務の充実を図るものである。

-

1 8 1 1管理課

資格取得等講習事業

588 588 588

72 複雑多様化する災害に対応するためには、高度な知識及び特殊技能が必要である
ことから、ボート免許、玉掛け技能講習及び化学物質に関する講習会等へ計画的に
派遣し、人材の育成及び能力の向上を図るものである。

-

1 8 1 2消防総務課

消防団運営事業

23,858 23,858 23,858

82 上尾市消防団の活動に必要な経常経費。-

1 8 1 2警防課

自警消防団運営事業

2,889 2,889 2,889

92 上尾市自警消防団運営費等補助金交付要綱に基づき、各地区自警消防団及び上
尾市自警消防団運営連絡協議会に対して補助を行うものである。

-

1 8 1 3警防課

自警消防団施設等整備事業

1,232 1,232 1,232

102 自警消防団の運営及び施設、機械器具の整備充実を図るため、上尾市自警消防団
運営費等補助金交付要綱に基づき、補助を行うものである。

-

1 8 1 1消防総務課

消防音楽隊運営事業

745 745 745

13 上尾市消防音楽隊を運営するために必要な経常経費。-

1 8 1 1消防総務課

市制施行６０周年記念消防フェ
ア事業

369 － －

23 市制施行６０周年記念事業として、消防フェアを実施。-★

1 8 1 1予防課

火災予防審査・指導事業

303 303 303

33 消防同意及び危険物施設許可申請等の審査、防火対象物及び危険物施設の立入
検査を実施するための予防課の事務費用である。また、法令改正の説明会や各種
研修会の参加に必要な課内の旅費である。

-

1 8 1 1予防課

火災予防啓発事業

708 708 708

43 夏休み一日消防士や住宅用火災警報器の設置促進等、火災予防啓発事業を実施
するための予防課の事務費用である。

-

1 8 1 1予防課

火災原因調査事業

268 268 268

53 消防法第３１条及び上尾市火災調査規程に基づき、火災の原因をはじめ火災及び
消火のために受けた損害の調査に着手しなければならない。これらの火災の原因を
究明し、予防行政へ反映させるものである。

-

1 8 1 1消防総務課

消防総務課一般事務費

4,195 4,195 4,195

19 消防業務を円滑に運営するために必要な事務費。-

1 8 1 1警防課

警防課一般事務費

731 731 731

29 研修・会議等に係る旅費及び緊急消防援助隊をはじめとする各種訓練の必要経費
のほか一般事務に係る費用である。

-

1 8 1 1指令課

指令課一般事務費

1,950 1,950 1,950

39 県等との連絡調整等を図るための指令課事務費用及び消防本部・各署所間の通信
連絡、他所との通信連絡を行うための費用。

-

1 8 1 1管理課

管理課一般事務費

1,798 1,798 1,798

49 救急及び災害等による他市への出動及び第５次総合計画の施策である消防施設・
装備等の整備を推進するために必要な東消防署管理課の事務費用である。

-

1 8 1 1職員課

職員人件費【常備消防費】

2,197,429 2,197,429 2,197,429

9999 常備消防費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

多くの市民が防犯に対する理解を深め、防犯意識を持って行動するよう、啓発を図っていくとともに、

自主防犯ボランティアによる地域の防犯活動を支援することにより、市内の犯罪被害の減少を図ります。

また、組織を立ち上げ、計画を策定して空家等対策に取り組みます。 

 

施策の内容 

１)防犯活動の推進  市民の防犯意識を高めるため、講演会や街頭キャンペーン等の啓発活動を行

うとともに、地域の防犯活動を行う自主防犯ボランティアの活動を支援しま

す。（交通防犯課） 

２)空家等対策の推 

 進 

 適切な管理が行われていない空家等によって、市民生活に影響を及ぼさない

よう、「空家等対策の推進に関する特別措置法※」に基づいて空家等対策計

画を策定し、特定空家※等の所有者に対し指導・改善を図ります。（交通防犯課） 

 

  

1-3-4 防犯 1-3 暮らしの安心・安全確保 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 134

1 2 1 18交通防犯課

上平防犯連絡所管理事業

367 367 367

11 市民が安全で安心して暮らすことができる地域社会の実現を図るため、上平防犯連
絡所を運営し、防犯に関する相談業務や情報の提供、犯罪を未然に防ぐための啓
発活動などを行う。

-

1 2 1 18交通防犯課

防犯活動推進事業

3,767 3,767 3,767

21 自主防犯ボランティア団体に対する資機材（パトロールベスト・キャップ）配布を行い、
市民の防犯意識高揚及び自主防犯ボランティアの育成を図る。

-

1 2 1 18交通防犯課

空家等対策事業

688 688 688

12 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会を運
営し、円滑な空家等対策の推進を図る。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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１．支え合う安心・安全なまちづくり 

 
 

施策の方針 

 消費者の権利を守るため、市民からの消費生活相談・苦情に対応し、トラブルの未然防止と早期解決

を図ります。また、消費者意識の向上や消費者被害の防止活動を行っている市民の活動を支援します。 

 関係機関や消費者団体と連携して啓発活動・消費者教育を行うことにより、消費者被害の防止を図り

ます。また、市民が「自立した消費者※」となるため、消費者教育を学校や家庭、地域等のさまざまな

場所で推進します。 

 

施策の内容 

１)相談体制の充実  市民の消費生活トラブルの未然防止と解決を図るため、専門知識を有する相

談員による相談体制の充実を図ります。（消費生活センター） 

２)情報提供・意識啓

発の推進 

 市民の消費者意識の向上を図るため、広報誌等による情報提供や、関係機関

や消費団体と連携して消費者の自立を支援する講座等による意識啓発を推進

します。（消費生活センター） 

 

1-3-5 消費生活 1-3 暮らしの安心・安全確保 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 135

1 2 1 12消費生活センター

消費者相談事業

971 971 971

11 消費者被害の早期解決や未然防止ができるよう、有資格の消費生活相談員を委嘱
し、市民からの相談に対し、助言・斡旋等を行う。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費者団体育成事業

390 390 390

12 消費生活の各分野で活動している団体で構成され、市内の消費者活動の発展を目
的として活動している「上尾市消費者団体連絡会」を育成・支援する。また、県養成
の消費者被害防止サポーターを育成・支援する。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費者意識啓発事業

4,078 4,078 4,078

22 市民が自ら消費者として意識の向上を図り、消費者の権利を確立し、生活の質を高
めること及び消費者被害を未然に防止することを目的として啓発を行う。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費生活センター一般事務費

627 627 627

19 消費生活に関する事業、センターの運営、権限委譲を受けた計量器定期検査等の
事務を行う。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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２．未来につなぐ環境づくり 

 
 

施策の方針 

市民一人一人が地球温暖化問題の重要性を認識して環境意識を高め、日常生活において省エネルギー

の取組や再生可能エネルギー※の導入等温室効果ガス※の排出量削減に努めます。また、熱中症対策や雨

水再利用等、地球温暖化への適応策について、市民の理解を深めます。 

さらに、地域の子どもから大人までが一緒になって楽しみながら、さまざまな動植物が生息する里山

などの自然環境の保護・再生や、都市部の緑・河川の保全を推進します。 

 

施策の内容 

１)環境配慮活動の

促進 

① 環境配慮意識の啓発 

市民が日常生活において環境に配慮した活動を主体的に取り組むよう、引き

続き環境意識の向上を目的とした学習会や観察会などを行うとともに、イベ

ントをより参加しやすいものに工夫します。（環境政策課） 

② 市の率先的な環境配慮活動 

環境都市実現のため、市が率先して環境に配慮した活動を行うとともに、公

共施設における環境配慮型設備の導入や太陽光等新エネルギーのさらなる活

用を進めます。（環境政策課） 

２)地球温暖化対策

の促進 

① 省エネルギー対策の促進 

市民や事業者による環境負荷を低減するため、市民が省エネ設備等を導入す

る際の補助や、事業者に対する国や県等の補助制度についての情報提供を積

極的に行います。（環境政策課） 

② 地球温暖化適応策の推進 

地球温暖化による気候変動がもたらすさまざまな影響から市民生活の安全を

守るため、全庁的な連携による治水・豪雨対策や、熱中症予防の啓発などの

地球温暖化適応策に取り組みます。（環境政策課） 

３ ) 自然環境の保

全・活用 

① 自然環境に関する意識の向上 

市民一人一人が自然環境や多様な生物への関心を高めるため、子どもから大

人まで参加できる自然観察会等環境教育や体験学習の充実を図ります。 

（環境政策課） 

② 自然環境の保全活動の促進 

残された貴重な自然環境を保存するため、市民の環境学習等の場として活

用しながら、保護活動を行う環境保全団体と連携して、多様な生物の生

息・生育環境の保全に取り組みます。（環境政策課） 

 

 

 

 

 

 

2-1-1 環境保全 2-1 持続可能な循環型社会の形成 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 211

1 4 1 4環境政策課

環境審議会運営事業

193 193 193

11 「第2次上尾市環境基本計画（改訂版）」を推進するにあたり、計画の進捗状況や今
後に向けた課題について審議・助言頂くために、年に数回会議を開催する事業であ
る。

-

1 4 1 4環境政策課

環境推進協議会運営事業

400 400 400

21 上尾市環境推進大会、あげお環境賞、環境学習会、観察会、環境月間の取組等、
環境の保全及び創造に関する基本的施策の推進・啓発について、市民・事業者・行
政が一体となり、取り組む。

-

1 4 1 4環境政策課

AGECO Style推進事業

2,188 188 188

31 「第2次上尾市環境基本計画（改訂版）」に掲げた各種環境施策の推進のため、市で
行う環境の取組をブランド化し、市民への浸透力を高め、効果的に実行していく事業

-

1 4 1 4環境政策課

地球温暖化対策推進事業

12,755 12,755 12,755

12 『上尾市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）』及び『上尾市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）』に基づき、市民、事業者、行政における温室効果ガス排出量
削減に向けた取組を推進する。

-

1 4 1 4環境政策課

環境保護団体育成事業

378 378 378

13 民間団体が自発的に行う環境の保全及び創造に関する活動を促進するため、補助
金を交付する。

-

1 4 1 4環境政策課

環境政策課一般事務費

221 221 221

19 研修・会議・視察等に要する旅費及び環境関連の書籍や事務用品等の消耗品を購
入する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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２．未来につなぐ環境づくり 

 
 

施策の方針 

生産から流通、消費、廃棄に至る全ての過程において、ごみの減量と資源の有効活用が行われるよう、

市民や事業者に対して資源を大切にする意識の浸透を図り、持続可能な資源循環型の社会を目指します。 

 

施策の内容 

１)ごみの減量・分別

の促進 

① 家庭ごみの減量・分別の啓発 

家庭ごみの減量を図るため、出前講座や環境センターの施設見学会、ちらし

の配布等による啓発を行うとともに、家庭用生ごみ処理容器等の購入に対し

て補助を行います。（環境政策課・西貝塚環境センター） 

② 事業系ごみの排出抑制 

事業系ごみの減量を図るため、搬入ごみの検査による産業廃棄物の混入や分

別の確認・指導、事業所への啓発を進めます。（西貝塚環境センター） 

２)ごみ再資源化の

促進 

① 地域リサイクルの推進 

地域における資源ごみのリサイクルを促進するため、地域でリサイクル活動

を行う団体に対して支援を行います。（環境政策課） 

② 小型家電リサイクルの推進 

使用済み小型電子機器等の適正な処理と資源の有効利用のため、広報等によ

る啓発を行うとともに、公共施設に回収ボックスを設置して定期的な回収を

行います。（西貝塚環境センター） 

３)安定したごみ処

理体制の確保 

① ごみ処理能力の確保 

安定したごみ処理を行うため、ごみ処理施設の計画的な維持・整備に努めて

長寿命化※を図るとともに、将来の人口動態やごみ量の変化を踏まえて、今

後の維持・整備計画を検討します。（環境政策課） 

② ニーズに即したごみ収集 

ごみを出すことが難しい市民を支援するため、粗大ごみの戸別収集や、ごみ

を集積所まで運ぶことが困難な高齢者や障害者を対象に、戸別収集と安否確

認を行う「ふれあい収集」を実施します。（西貝塚環境センター） 

③ 最終処分量の削減 

最終処分場に搬出する焼却灰の量を削減するため、ごみの減量化により焼却

量を削減するとともに、焼却灰のセメント原料化等の再利用を進めます。（西

貝塚環境センター） 

 

  

2-1-2 廃棄物・リサイクル 2-1 持続可能な循環型社会の形成 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 212

1 4 1 4環境政策課

廃棄物減量等推進審議会運営
事業

212 212 212

11 ごみ減量化推進のための啓発活動を実施するとともに、廃棄物減量等推進審議会を
開催し、事業の進捗管理を行う。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

不用品リサイクル事業

511 511 511

21 粗大ごみ収集及び市民から直接搬入されるごみの中には、品質が良好で再使用が
可能なものがあることから、西貝塚環境センター内にリサイクル展示室を設け展示し、
希望する市民に頒布を行うものである。

-

1 4 1 4環境政策課

資源循環推進事業

75,523 75,523 75,523

12 市民へのリサイクル意識の啓発のため、地域リサイクル団体に対し、報奨金及び補助
金の交付などの支援を行う。また、生ごみ減量化促進のため、家庭用生ごみ処理容
器等の購入費に対して補助金の交付を行う。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

資源回収業務委託事業

48,962 48,962 48,962

22 新聞、段ボール、雑がみ、古布をリサイクルするため、可燃物とは別に定期収集を行
い、資源の有効利用を図るものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

ごみ処分・運搬委託事業

76,429 76,429 76,429

32 小型ガスボンベ・ガラス・廃タイヤ・廃乾電池・動物死体・廃消火器・家電4品目不法
投棄物などのごみを処分・運搬委託するものである。

-

1 4 1 4環境政策課

新環境センター整備事業

5,151 5,151 5,151

13 ごみ処理は、国・県が推進する広域化計画に基づき隣接市町と連携し実施すること
が有効であるため、「上尾伊奈広域ごみ処理検討会」で施設建設に向け検討を行う。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

ごみ収集委託事業

641,069 641,069 641,069

23 市内の各家庭から排出されるごみの収集運搬を委託するとともに、ごみ収集日程表
を作成し、各世帯に配布するものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

最終処分事業

217,216 217,216 217,216

33 上尾市は最終処分場を所有しないため、焼却灰、破砕残渣等の最終処分（再生含
む）を委託処理するものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

ごみ収集車両管理事業

26,172 26,172 26,172

43 家庭ごみ収集（塵芥車、ダンプ等）、場内作業（フォークリフト等）に使用する車両の
賃貸借契約や維持管理（点検、修理等）を行うものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

西貝塚環境センター管理運営事
業

1,855,831 1,548,937 1,548,937

53 西貝塚環境センターの工場棟、管理棟、資源化ヤード、車庫棟及び上野ストック
ヤードの運営及び維持管理をするものである。

-

1 4 2 1西貝塚環境センター

西貝塚環境センター一般事務費

3,574 3,574 3,574

19 西貝塚環境センターの事務所管理費用や各種負担金・補助及び交付金などであ
る。

-

1 4 2 1職員課

職員人件費【清掃総務費】

329,703 329,703 329,703

9999 清掃総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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２．未来につなぐ環境づくり 

 
 

施策の方針 

典型７公害(水質・大気・土壌・地盤沈下・騒音・振動・悪臭)に関して、各種測定結果が規制基準値を

満たすよう監視・指導を推進します。また、放射線やアスベストによる健康被害の防止を図ります。 

良好な生活環境維持のため、さまざまな取組を推進するとともに、人と動物との調和がとれた共生社

会に向けた取組を推進します。 

 

施策の内容 

１)環境汚染等の防   

 止 

 

① 典型 7 公害等の防止 

典型７公害(水質・大気・土壌・地盤沈下・騒音・振動・悪臭)等から、市民

の健康及び良好な生活環境を確保するため、定期的な環境調査を行うととも

に、工場や事業場等への立入検査や指導を実施します。（生活環境課） 

② 放射線の測定・監視 

放射線に対する市民の不安を和らげるため、市内公共施設での空間放射線量

の測定や、食材や農作物に対する放射能の測定を行います。（生活環境課） 

③ アスベスト対策の推進 

アスベストによる健康被害を防止するため、アスベストを利用している民間

建築物の把握と、所有者に対するアスベスト分析調査のための補助を実施し

ます。（建築安全課） 

２)快適な生活環境

の維持 

① 良好な生活環境の維持 

市内の良好な生活環境を維持するため、空閑地※等の樹木・雑草等の適正な

維持管理の指導、効率的なし尿の収集・運搬・処理、特定外来生物※等の防

除、指定区域内の路上喫煙の禁止、合併処理浄化槽への転換の推進等のさま

ざまな取組を行います。（生活環境課） 

② 人と動物との共生社会の実現 

人と動物との調和のとれた共生社会を実現するため、専門家や民間団体と協

働し、共生に向けたイベントや狂犬病予防の集合注射等を実施します。（生活

環境課） 

 

 

  

2-1-3 生活環境 2-1 持続可能な循環型社会の形成 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 213

1 4 1 5生活環境課

環境調査・測定事業

14,571 14,571 14,571

11 市内の工場、事業場からの排水水質検査や、河川水質、大気中のダイオキシン類濃
度等の調査を行う。食品の放射線汚染について、食品放射能測定機による給食や
市民の食材等の放射能測定を行う。

-

1 7 1 1建築安全課

民間建築物アスベスト対策事業

250 250 250

21 国の住宅･建築物安全ストック形成事業の中で、アスベスト含有調査に対し、補助金
を交付し、アスベスト除去を促進させるものである。補助額は補助対象経費以内（上
限25万円）。

-

1 4 1 4生活環境課

環境美化促進事業

8,698 8,698 8,698

12 条例に基づくポイ捨て防止のＰＲ活動を行うと同時に、関係団体や地域住民等の協
力により、クリーン上尾運動として清掃活動を行う。また荒川河川敷の環境保全を図
る荒川クリーン協議会への補助を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

狂犬病予防対策事業

1,282 1,282 1,282

22 犬の飼養は、狂犬病予防法により登録・予防注射が義務付けられており、市で事務
処理を行う。また、糞の放置防止等飼い主に対するマナー向上など、犬の適性飼養
のための施策を狂犬病予防協会と連携して行う。

-

1 4 1 4生活環境課

衛生害虫駆除事業

331 331 331

32 そ族・衛生害虫の駆除のため、各地区の環境美化推進員を中心に地域住民の協働
により、地区内の側溝や下水路等の清掃・消毒を行う。また、台風等による非常災害
が発生した時に消毒等を行い、住み良い環境づくりに努める。

-

1 4 1 4生活環境課

無縁墓地管理事業

132 132 132

42 墓地、埋葬等に関する法律第９条の規定により、死体の埋葬又は火葬を行う者がな
いとき又は判明しないときは、死亡地の市町村長がこれを行わなければならない。遺
骨保管施設を設置し、遺骨の管理を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

動物との共生社会推進事業

100 100 100

52 平成22年7月に「上尾市人と動物との調和のとれた共生に関する条例」が公布された
ことに伴い、市民と動物が共生できる社会の推進のため、ペットの適正飼養等の啓発
を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

スズメバチ等駆除費補助事業

1,000 1,000 1,000

62 市民生活の安全を脅かすスズメバチ等の巣を駆除するため、業者に委託する者に対
し補助金を交付する。

-

1 4 1 4生活環境課

飼い主のいない猫の不妊・去勢
手術支援事業

500 500 500

72 県が目指す犬・猫「殺処分」ゼロを目標に、飼い主のいない猫の不妊・去勢手術に係
る経費を補助する。

-★

1 4 1 4生活環境課

特定外来生物防除事業

2,916 2,916 2,916

82 市民生活に影響を与える特定外来生物の防除を行う事業「埼玉県アライグマ防除
計画」に従い、捕獲したアライグマ（特定外来生物）の処分を行う。

-

1 4 1 5生活環境課

小型合併処理浄化槽転換支援
事業

13,965 13,965 13,965

92 生活雑排水の河川流入による公共用水域の水質汚濁防止を図るため、公共下水道
認可区域外を対象に単独処理浄化槽から小型合併処理浄化槽への転換者に対し
設置工事費の一部を補助する。

-★

1 4 2 3生活環境課

し尿処理体制整備事業

7,911 7,911 7,911

102 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、市の一般廃棄物処理計画により、
一般家庭及び事業所等から生じるし尿を収集、運搬する。収集、運搬業務は、許可
を受けた一般廃棄物収集運搬業者へ委託を行う。

-

1 4 2 3生活環境課

上尾、桶川、伊奈衛生組合運営
事業

192,207 192,207 192,207

112 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の規定に基づき策定した一般廃棄物処
理計画を基に、し尿及び浄化槽汚泥を処理するため、上尾、桶川、伊奈衛生組合に
拠出する負担金。

-

1 4 1 4生活環境課

生活環境課一般事務費【環境衛
生費】

509 509 509

19 生活環境衛生の向上と環境保全の推進を図るための生活環境課の事務費用。-

1 4 1 5生活環境課

生活環境課一般事務費【環境対
策費】

26 26 26

29 環境問題について会員各市間の連絡を密にし、処理を円滑に進めることを目的とす
る県南部環境事務研究会負担金。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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２．未来につなぐ環境づくり 

施策の方針 

平成 25 年に国が策定した「新水道ビジョン」では、「時代や環境の変化に的確に対応しつつ、水質

基準に適合した水が、必要な量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な対価をもって、持続的に受け

取ることが可能な水道」を「水道の理想像」として掲げています。本市では、市民に安心・安全な水を

安定的に供給できるよう、水質の維持向上に努め、耐震化を含めた管路や施設の更新をさらに進め、効

率的な事業運営による健全な経営環境を継続し、「水道の理想」を目指します。 

施策の内容 

１)安全な水道水の

供給

市民へ安心・安全な水を供給するため、原水・浄水・配水の各段階において

水質管理の徹底を図り、水道法に定められている水質基準に適合した水の供

給を継続します。（水道施設課） 

２)強靭な水道の構

築

地震や災害などの非常時においても必要最小限の水を供給し続けられるよ

う、管路の更新事業を継続し、配水池や浄水施設などについても耐震化を含

めた更新を進めます。（水道施設課） 

３)持続可能な水道

サービスの運営

健全で安定した経営環境の持続のため、国の「新水道ビジョン」に基づき、

従来の「上尾市地域水道ビジョン」を見直して計画的かつ効率的な事業運営

に努めます。（経営総務課・業務課・水道施設課） 

2-2-1 上水道2-2 良好な水循環・水環境の形成
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 221

水道施設課

実施設計調査事業

11,405 11,405 11,405

11 配水管布設工事等に伴う調査設計及び境界復元測量等。-

水道施設課

水道施設運営管理事業

1,636,352 1,636,352 1,636,352

21 浄水場の運転監視、保守点検業務、次亜塩素酸ナトリウムの購入、修繕等基本的な
浄水施設、水道設備の管理運営。

-

水道施設課

水質管理事業

33,914 33,914 33,914

31 計画的に水質検査を実施し、水質モニタによって24時間監視を行う。また、管洗浄
を定期的に実施する。

-

経営総務課

支払利息

111,815 97,780 83,860

12 財務省財政融資基金や地方公共団体金融機構、銀行などの企業債利子。-

経営総務課

企業債償還金

508,621 507,201 504,837

22 財務省財政融資基金や地方公共団体金融機構、銀行などの企業債元金償還金。-

水道施設課

老朽管更新事業

296,244 296,244 296,244

32 老朽鋳鉄管等から耐震継手管への更新。-

水道施設課

新設配水管整備事業

134,460 134,460 134,460

42 新設道路及び未配管道路への配水管新設工事等。-

水道施設課

給水整備事業

124,848 124,848 124,848

52 配水管布設工事に伴う給水整備工事(各家庭への引き込み管の新設)等。-

水道施設課

舗装本復旧整備事業

119,880 119,880 119,880

62 配水管布設工事等に伴う舗装の本復旧。-

水道施設課

浄水場更新事業

174,017 1,481,308 1,454,308

72 東部浄水場着水池・混和池更新等。-

経営総務課

上下水道部庁舎管理事業

23,415 23,415 23,415

13 上下水道部庁舎の維持管理に係る光熱水費や通信運搬費、車両リース代や修繕費
用など。

-

経営総務課

啓発事業

133 133 133

23 水道週間や出前講座、施設見学等の来場者啓発記念品及び展示パネル作成費
用。

-

業務課

水道検針及び上・下水道料金徴
収事業

197,325 197,325 197,325

33 定期的に各戸を訪問し水道メータを検針及び点検することにより正確な使用水量を
把握する事業である。また、その検針結果に基づき上・下水道料金を算定し徴収す
る事業である。

-

業務課

水道メーター交換事業

191,307 191,307 191,307

43 水道メーターは、計量の基準を定め適正な計量の実施を確保する目的から計量法
で検定認証の有効期限が製造日から８年と規定されているため、その期限内に水道
メーターを交換する事業である。

-

業務課

給水装置工事適正化事業

29,788 29,788 29,788

53 給水装置の新設・改造等の申込及び工事に関して、水道法、給水条例に照らしあわ
せて審査するとともに必要な指導を行い、給水装置工事の適正化を図る。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 221

水道施設課

漏水防止対策事業

276,371 276,371 276,371

63 市内全域における漏水調査及び修繕。-

経営総務課

一般管理費

1,209,867 1,209,867 1,209,867

19 減価償却費や資産減耗費、消費税などの水道事業に係る管理運営費。-

業務課

一般管理費

4,541 4,541 4,541

29 業務課の事業全般の実施に要する旅費、備消品等の事務費用及び防災用資機材
購入費。

-

水道施設課

一般管理費

154,718 154,718 154,718

39 旅費交通費、工事に伴う補償費、備消品費(建設物価や積算資料及び法規集加除
費)及び通信費。

-

経営総務課

職員人件費(水道事業会計)

437,979 437,979 437,979

9999 水道事業会計に係る職員人件費-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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２．未来につなぐ環境づくり 

 
 

施策の方針 

多くの市民に衛生的で快適な生活環境を提供するとともに、浸水被害から市民の生命・財産を守るた

め、公共下水道の整備とその適切な維持管理に努めます。 

生活排水の処理は、効率的かつ適正な処理区域の設定のもとに、公共下水道による整備の推進と水洗

化の促進を図ります。 

 

施策の内容 

１)公共下水道の整 

 備 

① 公共下水道（汚水整備）の推進 

河川等の水質汚濁の防止するため、公共下水道の汚水整備を推進します。 

（下水道施設課） 

② 公共下水道（雨水整備）の推進 

市街地の浸水被害を軽減するため、公共下水道の雨水整備を推進します。 

（下水道施設課） 

③ 下水道施設の長寿命化・耐震化 

地震や災害時でも下水道の機能を維持するとともに、今後も下水道を安定的

に利用できるようにするため、計画的な管渠の更新やポンプ場の長寿命化・

耐震化を図ります。（下水道施設課） 

２)公共下水道の利

用促進 

 供用開始された公共下水道の速やかな利用を促進するため、水洗便所への改

造に対する無利子の貸付制度の活用を PR し、水洗化率の向上を目指します。

（業務課） 

 

  

2-2-2 下水道 2-2 良好な水循環・水環境の形成 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 222

1 7 4 4経営総務課

公共下水道事業特別会計繰出
金(事業費)

470,763 836,579 753,690

11 昭和50年11月に、流域下水道幹線の完成に合せ、処理区域の改良事業の施工及
び下水道施設の維持管理を行っているが、地方債・国支出金等の資金だけでは事
業財源が不足であるため一般会計からの繰出金が必要である。

-

4 1 1 1経営総務課

公共下水道管理基金管理事業

1 1 1

21 上尾市公共下水道管理基金条例の規定に基づき「年度間における財源の調整を行
い、公共下水道の健全な管理に資するため」を目的として設置された基金である。

-

4 1 1 1下水道施設課

下水道資産台帳整備事業

4,300 5,000 5,000

31 平成31年4月公共下水道の企業会計移行に備え、研修等を行い事前準備を行う。-

4 2 1 1下水道施設課

公共下水道管渠整備事業

1,783,026 2,350,450 2,174,522

41 汚水事業は、継続して大谷本郷地区及び町谷第二地区、区画整理地内の汚水整備
を進める。H30整備総面積は32.6ha。雨水事業は原市、区画整理地内の整備を引き
続き実施する。

-

4 2 1 1下水道施設課

下水道施設(管渠)長寿命化事業

37,900 34,600 －

51 上尾市公共下水道長寿命化計画（管路施設）に基づき老朽化した下水道管渠の長
寿命化対策を行う。

-

4 2 1 1下水道施設課

下水道施設ストックマネジメント
計画推進事業

33,258 21,252 12,115

61 日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止す
るため、ライフサイクルコストの最小化、予算の最適化の観点からストックマネジメント
計画（維持管理・改築更新計画）を策定するもの。

-★

4 2 1 2下水道施設課

荒川左岸南部流域下水道整備
事業

150,338 150,338 150,338

71 流域関連公共下水道として、荒川左岸南部流域下水道へ流入し、荒川水循環セン
ターにおいて汚水を浄化しているが、このセンターの整備費用として支出する。

-

4 2 1 3経営総務課

荒川左岸南部流域下水道管理
事業

789,714 798,466 802,854

81 上尾市は流域関連公共下水道として、荒川左岸南部流域下水道へ流入し、荒川水
循環センターで汚水を処理しているが、この処理に伴う費用として１立方メートルあた
り３６円を負担する。

-

4 2 1 3下水道施設課

ポンプ場管理運営事業

271,073 319,111 319,472

91 汚水中継ポンプ場（6施設）及びマンホールポンプ（7施設）の24時間運転管理業務、
並びに各設備の定期的な保守点検業務を行い、流域下水道幹線への安定した汚水
送水に努める。

-

4 2 1 3下水道施設課

公共下水道管渠管理事業

47,317 54,659 55,759

101 下水道管渠に係る浸入水・流入水・水質等の各実態調査、及び管渠清掃を行なうも
のである。また、公共下水道に係る管理業務を行っている。

-

4 2 1 3下水道施設課

下水道台帳整備事業

10,260 10,260 10,260

111 下水道台帳は、下水道の管理の適正化と下水道施設の適正把握の基本となるもの
である。なお、下水道台帳の数値は、地方交付税の算定に用いられている。

-

4 3 1 1経営総務課

下水道事業債(元金)管理事業

1,153,319 1,120,350 1,053,207

121 過去に借り入れた市債の元金償還金。下水道事業債の残高はH28年度末現在で約
173億円となっている。

-

4 3 1 2経営総務課

下水道事業債(利子)管理事業

300,828 300,997 308,903

131 過去に借り入れた市債の利子償還金。-

4 4 1 1経営総務課

予備費管理事業

5,000 5,000 5,000

141 公共下水道事業特別会計の予備費。-

4 1 1 1業務課

受益者負担金賦課徴収事業

20,926 22,951 17,983

12 都市計画法第75条の規定に基づき、下水道事業に要する費用の一部（1/5）に充て
るため、公共下水道の面整備区域にかかる受益者負担金の賦課徴収に要する経
費。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 222

4 1 1 1業務課

水洗便所普及事業

7,607 7,607 7,607

22 水洗便所普及事業は水洗便所改造資金貸付及び水洗化普及指導事業の２つから
なり、水洗化の推進を図っている。

-

4 1 1 1業務課

下水道使用料賦課徴収事業

102,744 105,745 108,827

32 上水道料金と併せて、下水道使用料を賦課・徴収するための水道事業に対する業務
委託費及びさいたま市の公共下水道施設を利用することによるさいたま市へ支払う
負担金。

-

4 2 1 1業務課

汚水取付管整備事業

44,352 44,352 44,352

42 公共下水道供用開始区域内において、新たに宅地利用（住宅の新築等）が生じた場
合に、水洗化のため、新規に公共下水道本管に接続させるための汚水取付管工事
費（道路敷地内の本管～個人敷地まで）である。

-

4 1 1 1経営総務課

経営総務課一般事務費

54,639 59,817 52,855

19 消費税の支払いや関係団体への負担金等の経営総務課の事務費用。-

4 1 1 1業務課

業務課一般事務費

13,745 13,745 13,745

29 下水道事業に係る事務費用。-

4 1 1 1下水道施設課

下水道施設課一般事務費

2,015 2,015 2,015

39 下水道事業に係る事務費用。-

4 1 1 1職員課

職員人件費【下水道特会】

218,964 218,964 218,964

9999 公共下水道事業特別会計に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。

48



 

２．未来につなぐ環境づくり 

 
 

施策の方針 

河川や都市下水路の整備により、集中豪雨や都市化の進展に伴う浸水被害を軽減し、市民生活の安心・

安全の確保を図ります。また、雨水の流出抑制のためのさまざまな方策を通じ、雨水排水を計画的に河

川等へ流出させ、水害に対する安全性を高めていきます。 

また、一級河川ついては、国や県に対してその整備を要望していきます。 

 

施策の内容 

１)河川の整備  河川の治水機能を高め、流域の浸水被害を軽減するため、準用河川等の護岸

整備を推進します。（河川課） 

２)都市下水路の整 

 備 

 市街地の浸水被害を防ぐため、都市下水路（浅間川）の改修事業を推進しま

す。（河川課） 

３)雨水の保全対策  市街地の雨水の大量流出による河川の氾濫を防ぐため、雨水貯留施設、浸透

施設等の設置を促進します。また、総合的な治水計画を策定します。（河川課） 

 

 

2-2-3 河川 2-2 良好な水循環・水環境の形成 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 223

1 7 3 1河川課

水路境界確認事業

3,584 3,584 3,584

11 水路境界未査定箇所及び再査定の必要な箇所について、境界確認測量業務委託
により境界の確定を行い、座標による図面の作成・管理をする。

-

1 7 3 1河川課

樋管管理事業

784 784 784

21 荒川に設置してある樋管三箇所について管理、点検操作を適切に行い、降雨による
増水時には市内へ河川水が逆流しないよう開閉操作する。

-

1 7 3 1河川課

水路台帳整備事業

1,507 1,507 1,507

31 河川及び水路等の用地・境界管理（財産管理）と構造的な機能管理の両面からＯＡ
機器を活用した水路台帳の整備を進める。

-

1 7 3 2河川課

準用河川原市沼川改修事業

10,740 9,750 29,475

41 本河川は上尾市と伊奈町の行政境を流れる河川で、第１期事業の柳津橋上流から
平塚橋下流までの860ｍについては暫定的な河川改修が完了している。原市沼調節
池の県事業の進捗の動向を伺い本格的な改修事業を推進する。

-

1 7 3 2河川課

準用河川上尾中堀川改修事業

4,843 4,843 4,843

51 本河川は、平成10年度から天沼橋上流より多自然型護岸の河川改修を実施してい
る。平成25年度から市河川事業全体の進捗状況とのバランスを図るため、休工して
いる。

-

1 7 3 2河川課

準用河川浅間川改修事業

65,183 188,933 137,183

61 本河川は、昭和５０年に準用河川の指定を受け、平成９年度より花の丘公苑から県立
大宮北特別支援学校までの約１．３ｋｍ区間を現況素掘水路の約２倍に拡幅し、１年
に１度の大雨（将来１/３）に対応できる改修を進める。

-

1 7 3 2河川課

都市基盤河川江川改修事業

2,280 2,280 2,280

71 桶川市が事業主体の流域の４市で「江川改修促進協議会」を形成し河川改修を推進
及び維持管理（除草等）をしている。負担金は流域面積割となっている。（上尾
３８％、北本１７％、鴻巣０．５％、桶川４４．５％）

-

1 7 3 2河川課

普通河川整備・管理事業

24,298 24,298 24,298

81 年次計画を基にして、市内約260kmある普通河川や水路の整備を実施する。-

1 7 3 2河川課

調整池管理事業

5,313 14,277 12,020

91 調整池の清掃・点検、除草などの維持管理を実施する事業である。-

1 7 3 2河川課

排水路管理事業

24,831 24,831 24,831

101 市内には、約260kmの普通河川や水路があることから、河川や水路の浚渫、草刈、
施設管理等、また安全対策の一環で行っている水路パトロールを継続し、維持管理
事業の充実を図る。

-

1 7 3 2河川課

鴨川環境施設管理事業

2,075 2,075 2,075

111 本事業は、埼玉県の水辺再生１００プラン事業で整備された富士見地内の鴨川親水
公園及び小泉地内の遊歩道の維持管理を行うものである。

-

1 7 3 2河川課

内水対策事業

16,082 16,082 16,082

121 近年、局地的な集中豪雨等により市内でも河川・都市下水路等沿線の特に低地で
浸水被害が発生しており、排水ポンプ等の対策を講じている。

-★

1 7 4 5河川課

芝川都市下水路整備・管理事業

236,644 364,053 81,051

12 本事業は、大雨時の氾濫防除を目的に昭和４７年度から平成１１年度までに３年に１
度の大雨（将来１/７)に対しての整備が完了し平成１２年度から上尾市が事業主体と
なりさいたま市、桶川市の負担を得て維持管理を行う。

-

1 7 4 5河川課

浅間川都市下水路整備・管理事
業

138,160 162,131 47,687

22 本事業は、平成１６年度に事業認可を取得し、県道川越・上尾線を起点に県立大宮
北特別支援学校までの約１．２ｋｍ区間の現況水路を幅最大約３倍に拡幅し、１年に
１度の大雨（将来１/５）に対応できるよう改修を進める。

-

1 7 4 5河川課

都市下水路管理事業

25,134 37,634 25,134

32 完成または供用を開始している市内都市下水路（丸山、尾山台、原市、瓦葺、中新
井、上郷、今泉、鴨川雨水幹線）の維持管理を行う。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 223

1 7 3 1河川課

河川流域遊水機能保全事業

1,920 1,920 1,920

13 洪水被害の軽減対策で、江川流域内の遊水機能としての役割を果たしている農地
等について、河川改修が終わり一定の成果が上がるまで、現状で土地利用をしても
らうための保全協定を締結し報償金を交付するものである。

-

1 7 3 1河川課

雨水貯留施設設置等補助事業

560 560 560

23 本事業は、流域対策のひとつで、市民の方が自宅に雨水タンクを設置する際、費用
の１/２（上限３万円/基）を助成するものである。

-

1 7 3 1河川課

総合治水計画策定事業

7,560 － －

33 本事業は、集中豪雨等により発生する浸水被害を軽減するため、河川等の整備と雨
水の貯留浸透による流出抑制や住民への情報提供などのソフト対策を組み合わせ、
総合的な治水計画を策定し水害に強いまちづくりを進める。

-

1 7 3 1河川課

河川課一般事務費

1,940 1,386 1,386

19 第５次総合計画の推進を図るための河川課事業に係る全般的な事務費。-

1 7 3 1職員課

職員人件費【河川総務費】

74,659 74,659 74,659

9999 河川総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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３．快適な都市空間づくり 

 
 

施策の方針 

地域の実情や社会環境の変化を踏まえた適正な土地利用の見直しを進めるとともに、市街化区域※に

おいては魅力ある市街地の形成、郊外においては適正な土地利用を図ります。 

また、中心市街地においては、人が集い、魅力ある街づくりを推進します。 

 

施策の内容 

１)市街地整備事業

の推進 

 市街地を計画的に開発して効率的な土地利用を図り、良好な宅地を提供する

ため、事業主体である土地区画整理組合への支援を行い、施行中の事業の早

期完了を図ります。（市街地整備課） 

２)土地利用の集約

化・適正化 

➀ 用途地域等の見直し 

時代の要請を踏まえた市街化区域の秩序ある土地利用を図るため、市の基準

に基づき、必要に応じて用途地域の見直しを実施します。（都市計画課） 

② 上尾道路沿道の適切な土地利用の検討 

地域の産業振興に向けた企業立地を推進するため、農業との調和を図りつつ、

上尾道路沿道の土地利用を検討します。（都市計画課） 

③ 市街化調整区域の土地利用規制 

市街化調整区域の農地や自然環境を保全するため、市の基準に基づき、土地

利用の規制を行います。（開発指導課） 

④ 土地利用に沿った建築の誘導 

都市計画で定められた土地利用を図るため、建築物の建築内容や用途の変更

が土地利用の制限に適合するよう建築確認・指導等を行います。（建築安全課） 

 

  

3-1-1 土地利用 3-1 都市基盤の整備 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 311

1 7 4 2市街地整備課

大谷北部第二土地区画整理事
業

309,000 195,900 118,000

11 本地区は、面積71.3ｈａ、上尾駅から西へ１～３ｋｍ以内に位置し、駅に延びる幹線道
路に接しているため宅地化が著しく盛んである。そこで、区画整理事業により良好な
住環境を確保し都市機能の充実を図る。

-

1 7 4 2市街地整備課

大谷北部第四土地区画整理事
業

179,925 78,250 10,000

21 本地区は、面積48.7ha、上尾駅から約３km圏に位置し、地区内のほぼ中央南北に上
尾道路、東西連絡道路が整備されている。将来の市街化に先行して土地区画整理
を行い、良好な住環境を確保し都市機能の充実を図る。

-

1 7 4 8都市計画課

居住環境整備支援事業

13,522 6,560 9,380

31 地区計画や街づくり計画等、また、市街地における居住環境の向上に寄与する各種
施策に基づき、住み良い街づくりを進める。

-

1 7 4 8市街地整備課

市街地整備支援事業

－ 3,000 3,000

41 従来の「土地区画整理事業推進予定地区」、「密集住宅市街地を有する地区」等で、
街づくり計画、地区計画などの計画を作成した地区を対象に総合的な支援を行なう
ものである。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画基本図作成事業

1,410 1,410 1,410

12 都市計画変更等に伴う都市計画図の印刷や統合型GISの用途地域等の情報の更新
を行う。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画審議会運営事業

188 198 188

22 都市計画法第７７条の２の規定に基づき都市計画審議会を設置。-

1 7 4 1都市計画課

用途地域の見直し事業

2,387 1,923 1,923

32 用途地域の見直しは、区画整理事業や街路事業に関連して行う見直しと、概ね５年
毎に都市計画基礎調査の結果を受け、総合的見地からの見直しがある。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画マスタープラン改定事
業

4,797 6,362 11,114

42 「上尾市都市計画マスタープラン２０１０」は、将来のまちづくりを進めるための基本方
針を示すもので、平成１２年度に策定後、２２年度に見直しを行った。以降、目標期
間を２０年とし１０年毎に見直しを行う。

-★

1 7 4 9開発指導課

開発指導事業

114 114 114

52 都市計画法に基づく許可等を行うための開発指導課の事務費用。-

1 7 4 1都市計画課

都市計画課一般事務費【都市計
画総務費】

487 487 487

19 「上尾市都市計画マスタープラン２０１０」の推進やまちづくり計画の推進、その他都
市計画課の事務費用を計上する。

-

1 7 4 2市街地整備課

市街地整備課一般事務費【土地
区画整理費】

298 298 298

29 第５次総合計画の市街地整備事業の推進を図るための市街地整備課の事務費用。-

1 7 4 8市街地整備課

市街地整備課一般事務費【市街
地整備推進費】

17 17 17

39 市街地整備の円滑な促進を図ることを目的とした市街地整備課の事務費を計上す
る。

-

1 7 4 1職員課

職員人件費【都市計画総務費】

242,244 242,244 242,244

9999 都市計画総務費に係る職員人件費。-

1 7 4 2職員課

職員人件費【土地区画整理費】

107,241 107,241 107,241

9999 土地区画整理費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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３．快適な都市空間づくり 

 
 

施策の方針 

地区の住環境の維持・向上を図るため、住民が主体となって、より良い住環境を目指した地区独自の

ルールを取り決める地区計画※や建築協定などの策定を支援します。 

 

施策の内容 

１)市民参加の街づ

くり 

➀ 住民主体の街づくり活動の支援 

地区内の住民等にとって良好な住環境を形成するため、上尾市街づくり推進

条例に基づき、自発的・主体的に地域の街づくりを進めようとする団体等に

対して支援を行います。（都市計画課） 

② 建築協定締結の支援 

地区内の住民等にとって良好な景観を形成するため、建築協定等の締結によ

る良好な住環境の保全を図ろうとする地域に対して支援を行います。（建築安

全課） 

２)建築物の適正な

維持・管理 

 建築物の適法な建築と建築後の適切な維持管理を促すため、建築主等に対

し、指導・啓発を行います。（建築安全課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1-2 住環境 3-1 都市基盤の整備 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 312

1 7 4 1都市計画課

街づくり推進会議運営事業

271 261 271

11 都市計画マスタープランに位置付けられている市民・事業者・市の協働による街づく
りを推進するための調査や審議を行ったり、市長に対し街づくりに対する提言を行う
組織として設置した「街づくり推進会議」の運営を図る。

-

1 7 4 1都市計画課

市民街づくり活動支援事業

3,475 2,830 4,104

21 「街づくり推進条例」を活用した街づくりを目指し、協議会の設立を予定している地区
及び設立した街づくり協議会に対して、協議会の運営支援、街づくりに関する情報提
供さらに、街づくり専門家の派遣を行う。

-

1 7 4 1都市計画課

地区計画推進事業

873 873 813

31 住民主体による街づくり計画を基本とした「地区計画等」の策定を推進し、より質の高
い居住環境を構築し、また、現状の良好な居住環境を積極的に維持・保全する。

-

1 7 1 1建築安全課

建築安全事業

4,695 4,695 4,695

12 建築安全事業全般に係るもの。建築審査会委員報酬、特殊建築物定期報告委託料
等、指定道路図作成委託料の事業費など。

-

1 7 1 1職員課

職員人件費【土木総務費】

79,580 79,580 79,580

9999 土木総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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３．快適な都市空間づくり 

 
 

施策の方針 

市内循環バス“ぐるっとくん”や上尾市運行バスの運行により、市内の交通不便地域の解消を図りま

す。 

また、鉄道を利用する市民の利便性の向上を図るとともに、市民が気軽に自転車を利用しやすいまち

づくりを進めていきます。 

 

施策の内容 

１)公共交通体系の

充実 

➀ バス路線網の維持 

民間の路線バスがカバーしない地域を解消するため、利用者の利便性向上を

図りながら、市内循環バス“ぐるっとくん”や上尾市運行バスの効率的・効

果的な運行に努めます。（交通防犯課） 

② 鉄道サービスの利便性向上 

鉄道を利用する市民の利便性を高めるため、ＪＲ東日本や埼玉新都市交通に

対し、引き続き利便性や快適性の向上を要望していきます。（交通防犯課） 

２)「自転車のまちづ

くり」の推進 

① 「自転車のまち あげお」の実現 

誰もが気軽に自転車を利用できる環境を整えるため、自転車啓発のイベント

を行うほか、道路への自転車レーンの整備を進めます。（都市計画課） 

② 自転車駐車場の整備 

安心・安全に自転車を利用できるよう、放置自転車対策や自転車駐車場の

整備を行います。（交通防犯課） 

 

  

3-2-1 交通 3-2 交通環境の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 321

1 2 1 18交通防犯課

バス輸送充実事業

146,333 146,333 146,333

11 市内循環バスの充実と利便性の向上を図り、市内循環バスの一層の充実を図ること
を目的とする。また、民間バス事業者のノンステップバス導入を促進するため公共交
通のバリアフリー化補助を実施する。

-★

1 2 1 18交通防犯課

鉄道輸送力増強推進事業

56 56 56

21 鉄道輸送力増強に向け、上尾市鉄道輸送力増強推進協議会を開催する。また、高
崎線(上尾～神保原間）の混雑緩和のため、関係市町による高崎線沿線地域活力維
持向上推進協議会の取り組みにより関係地域の発展を図る。

-

1 2 1 18交通防犯課

放置自転車対策事業

25,812 25,812 25,812

12 駅周辺等の環境整備のため、放置自転車の撤去等を行う。-

1 2 1 18交通防犯課

自転車駐車場管理運営事業

31,478 31,478 31,478

22 自転車利用者の利便性の確保や自転車の放置防止を図る目的で駐輪場を設置。市
では原新町駐輪場に加え、平成２８年度からサイクルポート南を運営し、サイクル
ポート東、西は、上尾都市開発㈱に貸し付けて運営している。

-

1 7 4 1都市計画課

自転車のまちづくり推進事業

16,700 16,700 16,700

32 「上尾市都市計画マスタープラン２０１０」に掲げた将来都市ビジョン『質の高い居住
環境と自転車のまちあげお』を具体化するため策定した「自転車のまちづくり基本計
画（自転車マスタープラン）」を推進する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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３．快適な都市空間づくり 

 
 

施策の方針 

地域交通の利便性向上のため、上尾道路や第二産業道路をはじめとする国道・県道の整備促進を図り

ます。また、市道の整備により、市民の利便性と道路の安全性の向上を図るとともに、街路樹の適正な

管理や違法占用物の撤去により、適切な道路の維持を図ります。 

 

施策の内容 

１)国・県道の整備促 

 進 

 市民の移動をより便利にし、物流や人の流れをスムーズにする国道と県道の

早期完成のため、地元住民との調整を図りつつ、国・県に整備を促します。

（道路課） 

２)都市計画道路の

整備 

 交通渋滞を解消し、機能的な都市活動を支えるため、都市計画道路の計画

的かつ効率的な整備に努めます。（都市計画課・道路課・市街地整備課） 

３)生活道路の整備  市民が安全かつ快適に生活道路を利用できるようにするため、道路拡幅によ

る狭隘道路の解消や、新設・既設の道路整備を図ります。（道路課） 

４)快適な道路環境

の維持・管理 

 市民が安全かつ快適に道路を利用できるようにするため、道路占用等の適正

な許可や違法占有物の撤去、街路樹の適正な管理を行います。（道路課） 

 

 

3-2-2 道路 3-2 交通環境の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 322

1 7 4 3道路課

上尾道路建設促進事業

184 184 184

11 上尾道路の建設推進を図るために組織されている上尾道路建設促進期成同盟会、
及び建設に伴う沿線地域の諸問題を解消するために組織されている上尾道路対策
協議会に対する事務費用である。

-

1 7 4 3道路課

第二産業道路建設促進事業

116 116 116

21 第二産業道路の建設推進を図るために組織されている第二産業道路建設促進期成
同盟会及び建設に伴う沿線地域の諸問題を解消するために組織されている原市地
区対策協議会及び上平対策協議会を運営する事業である。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画道路見直し事業

443 － －

12 都市計画決定された道路について、その事業化に伴い、線形の変更等、必要な都
市計画決定（変更）を行う。

-

1 7 4 3道路課

沼南駅停車場線整備事業

770 187,052 3,500

22 道路のネットワーク化を目指し、沼南駅停車場線を用地買収して整備する。-

1 7 4 3道路課

西宮下中妻線整備事業

576,299 325,810 147,701

32 上尾駅を中心とした中心市街地を主要幹線道路で囲む4方向ネットワークのひとつと
して計画された都市計画道路の整備を行う。県道川越上尾線までの未整備区間670
ｍ（幅員16ｍ）の早期完成を目指す。

-

1 7 4 3道路課

上大久保線整備事業

－ 37,011 35,763

42 道路のネットワーク化を目指し、都市計画道路の整備を行う。本路線の終点（東側）
から東側及び起点から国道17号線までについては桶川市で整備。上尾市は延長90
ｍ（幅員16ｍ）で整備を行うものである。

-

1 7 2 1道路課

道路後退用地公有化促進事業

4,200 4,200 4,200

13 狭隘道路を解消し、生活環境の向上を図るため、建築基準法第４２条第２項道路の
道路後退用地提供者に分筆報償金を支給し、整備を行う。また、道路後退用地が正
規に確保されているか否かを測量する。

-

1 7 2 1道路課

私道寄附・測量事業

2,992 2,992 2,992

23 私道寄附受納基準にあった私道寄付の申込により、境界確認、測量等を行い、所有
権移転登記後、整備を行う。

-

1 7 2 1道路課

地下道ポンプ設備保守点検事
業

16,753 15,934 9,544

33 はなみずき通りのＪＲ高崎線の地下道部分に設置しているポンプ設備、平方領々家
に設置しているポンプ設備及び小敷谷向山線のポンプ設備について、その維持管
理を行う事業。

-

1 7 2 1道路課

道路台帳整備事業

27,684 30,636 18,000

43 市道認定、区域変更を行った道路を実測し道路台帳を整備する。この事業は地方道
路譲与税等に反映される。占用台帳のデータ更新により道路現況を把握し、市民
サービス向上に寄与する。

-

1 7 2 1道路課

道路境界確認事業

4,500 4,500 4,500

53 近年の境界確認作業は、土地家屋調査士を含めた立会いが多く、難しい案件が増
加している。事業委託により測量事前調査から、測量図作成が効率的になり、また各
種ノウハウを吸収することにより他の案件に活用できる。

-

1 7 2 1道路課

公共基準点管理事業

4,817 4,407 －

63 東日本大震災により影響を受けた基準点の改測を行う。-

1 7 2 1道路課

上尾駅駅前広場管理事業

18,000 18,000 18,000

73 上尾駅駅前広場が道路認定されたことから、道路管理者が管理するもの。-

1 7 2 1道路課

道路用地公有化事業

3,910 3,910 3,910

83 市道にある民有地を公有化するため、測量、買収等を行うもの。-

1 7 2 2道路課

１・２級道路修繕事業

57,000 57,000 57,000

93 1･2級市道路線を計画的に整備（修繕）し、交通の安全性と道路環境の向上を図る。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 322

1 7 2 2道路課

生活道路修繕事業

65,200 65,200 65,200

103 亀裂等により劣化した舗装の打ち替え工事を行う。また、歩道においては、透水性舗
装によって地下水の保水性を高めるよう配慮する。

-

1 7 2 2道路課

道路緊急安全対策事業

98,900 98,900 98,900

113 道路の安全性を確保するため、道路の陥没等の危険箇所を緊急かつ重点的に改修
する。

-

1 7 2 3道路課

道路側溝・管渠清掃事業

33,414 33,414 33,414

123 市が実施する道路側溝及び管渠の清掃と、地域住民が定期的に行う清掃の汚泥な
どの回収及び処理の業務委託。

-

1 7 2 4道路課

私道整備事業

3,350 3,350 3,350

133 地域における生活環境の向上と福祉の増進を図るため、私道を整備する者に対し、
補助金の交付を行う。

-

1 7 2 4道路課

道路改良事業

172,421 172,421 172,421

143 道路拡幅のための用地を寄附又は買収により取得し、道路整備を行う。また、変則交
差点の改良並びに危険箇所におけるガードレール等の設置により安全確保に努め
る。

-

1 7 2 4道路課

舗装排水事業

98,000 98,000 98,000

153 既存道路の簡易型側溝の敷設替え及び新設等の工事を行う。また、車両等の通行
にも耐え得る蓋を設置し、安全性を確保すると共に、歩道の改善においては地下水
の保水性の高い街づくりに配慮した構造とする。

-

1 7 2 4道路課

土木積算システム運用管理事業

3,568 3,734 3,734

163 土木工事の発注において、工事費の積算業務について電算化によって行う機器の
借り上げ並びにシステムの使用料。

-

1 7 2 4道路課

鴨川側道整備事業

8,914 － －

173 （仮称）戸崎東部公園の整備計画の実施に合わせて、公園へのアプローチ及び外周
道路として計画している。聖学院前から中橋まで約930ｍの鴨川側道の整備をする。

-

1 7 2 4道路課

上尾道路周辺整備事業

1,900 1,900 1,900

183 上尾道路の整備に伴い道路等が分断されるため、周辺地域の生活環境の改善が必
要であり、上尾道路の整備に合わせて、その機能・効果を発現するために、市による
道路等の整備を行う。

-

1 7 2 5道路課

橋りょう管理事業

34,900 55,900 24,100

193 橋りょう長寿命化計画に基づく橋りょうの修繕や、台風による増水時における流失防
止のため、高欄の一時撤去・再設置を行う。

-

1 7 2 6道路課

境橋架替事業

32,000 － －

203 原市沼川に架かる境橋について、東日本大震災の影響により損傷が確認されたた
め、県・伊奈町と３者で架け替えを行うもの。

-

1 7 4 3道路課

第二産業道路周辺整備事業

3,130 26,030 5,530

213 第二産業道路の整備に伴い道路等が分断されるため、周辺地域の生活環境の改善
が必要であり、第二産業道路の整備に合わせて、その機能・効果を発現するために
市による道路等の整備を行う。

-

1 7 4 3道路課

上尾駅ペデストリアンデッキ等管
理事業

12,000 14,000 14,000

223 上尾市都市基盤施設管理基本計画に基づき、道路附属物である上尾駅東口・西口
ペデストリアンデッキ及び歩道橋の長寿命化修繕計画を策定し、計画的な維持修繕
を実施する。

-★

1 7 2 1道路課

違反屋外広告物撤去事業

1,254 1,254 1,254

14 屋外広告並びに埼玉県屋外広告物条例に基づき、屋外広告物について許可、指導
し、かつ道路上の捨て看板等を撤去、処分する事業である。なお、捨て看板等の撤
去・処分作業は、平成１０年度より委託している。

-

1 7 4 3道路課

街路管理事業

72,539 91,274 93,794

24 都市計画事業で取得した用地の草刈りや街路樹の剪定等の維持管理業務を実施す
る。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 322

1 7 2 1道路課

道路課一般事務費【道路橋りょ
う総務費】

6,508 6,508 6,508

19 交通環境の充実と幹線道路・生活道路の維持管理を目的に迅速かつ適切な道路管
理を行うための道路課の事務費用や道路用地の借り上げに係る費用である。

-

1 7 4 3道路課

道路課一般事務費【街路事業
費】

287 287 287

29 街路事業を円滑に推進するための道路課の事務費用。-

1 7 2 1職員課

職員人件費【道路橋りょう総務
費】

224,673 224,673 224,673

9999 道路橋りょう総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。

61



４．美しく心豊かなまちづくり 

 
 

施策の方針 

都市の美しさを象徴する緑の保全・創出に向けて、公園・緑地等の整備や協働による維持管理を行い

ます。 

 

施策の内容 

１)身近な緑づくり  身近な緑の保全・創出を図るため、街区公園※や近隣公園※などの身近な公園

の整備・管理を進めるとともに、新たな「ふれあいの森※」や保存樹林・保

存樹木※の指定・整備・管理等を行います。（みどり公園課） 

２)地区の拠点とな

る緑づくり 

 地区の緑の保全・創出を図るため、スポーツや地域のコミュニティ活動の場

等、多面的な機能を持つ地区公園※や総合公園等の整備・管理を進めます。 

（みどり公園課） 

３)その他の緑づく   

 り 

 新たな緑を創出するため、市の基準に基づき、開発行為に対して緑地の設置

を指導するとともに、公共事業や開発等で創出された緑の維持管理を行いま

す。（みどり公園課） 

４)緑を守り育てる

仕組みづくり 

 地域で身近な緑を守り育てる仕組みをつくるため、事務区やボランティア団

体と公園管理協定※を締結します。（みどり公園課） 

 

 

  

4-1-1 みどり 4-1 緑の保全・創出 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 411

1 7 4 6みどり公園課

街区公園整備事業

39,459 4,972 4,972

11 地区住民の憩いの場として設置される街区公園の整備を図る事業である。主に土地
区画整理事業などによって生み出された用地の、公園整備を図る。

-★

1 7 4 6みどり公園課

小泉氷川山公園整備事業

7,772 65,002 64,902

21 小泉土地区画整理事業により生み出された約２haの近隣公園で、自然林を活用した
公園として整備を行う事業である。

-★

1 7 4 10みどり公園課

生産緑地事業

3,550 3,550 3,550

31 生産緑地に関係する都市計画資料作成、生産緑地標識の設置工事等の事業であ
る。

-

1 7 4 10みどり公園課

指定樹林保存事業

1,394 1,394 1,394

41 指定樹林・樹木の保全に対する奨励金である。-

1 7 4 10みどり公園課

ふれあいの森整備事業

26,331 26,331 25,870

51 武蔵野の雑木林を守り、次世代の子供達に引継ぐための事業であり、８箇所がふれ
あいの森として認定されており、奨励金の交付、整備及び維持管理を行う事業であ
る。

-

1 7 4 10みどり公園課

緑地帯管理事業

12,865 12,865 12,865

61 公共事業、開発等で設置された緑地の維持管理を実施する。-

1 7 4 6みどり公園課

丸山公園整備事業

13,888 49,021 8,721

12 上尾丸山公園は、昭和53年に約12.1haの面積で開園、平成元年度より約15.4haの
拡張計画を策定し、自然環境を生かした公園として整備及び維持管理を進めてい
る。

-★

1 7 4 6みどり公園課

丸山公園小動物コーナー整備事
業

10,481 10,481 10,481

22 上尾丸山公園内の小動物コーナーの維持管理費。小動物コーナーは開設以来30
年近くが経過し老朽化・劣化しており、施設の維持管理を行うと共に利用者の安全の
確保と動物飼育の為に必要最小限の工事・修繕を行う。

-

1 7 4 6みどり公園課

上平公園整備事業

2,516 2,516 2,516

32 上平公園や野球場その他各施設維持管理を行う事業である。-

1 7 4 6みどり公園課

都市公園等管理運営事業

413,811 414,358 412,656

42 上尾市管理の都市公園131箇所及び上尾丸山公園、上尾市自然学習館外施設、並
びにその他の公園38箇所を効率的に管理するため、指定管理者である（公財）上尾
市地域振興公社等に委託し、公園の維持管理を行っていく。

-

1 7 4 7みどり公園課

(仮)戸崎東部公園整備事業

89,584 55,039 48,680

52 戸崎地区において平成5年に完了した公共残土埋立地(面積約6.5ha)について、公
園整備を図る。

-

1 7 4 10みどり公園課

ふるさとの緑の景観地保全事業

2,945 2,832 2,332

62 ふるさとの緑の景観地は埼玉県条例に基づき指定されている。埼玉県及び上尾市は
平成4年度から公有地化を進めている。

-

1 7 4 11みどり公園課

自然学習館管理事業

2,419 2,419 2,419

72 上尾丸山公園の一角に所在する自然学習館の管理を行う事業。-

1 7 4 6みどり公園課

空閑地整備事業

11,033 11,033 11,033

14 空地を効率的に利用することにより、地域環境の保全と地域住民の潤いのある市民
生活の向上に寄与することを目的に事業の推進を図る。

-

1 7 4 6みどり公園課

地域公園管理推進事業

2,004 2,004 2,004

24 地域に密着した公園環境を目指し、管理協定を締結し報償金を支払う。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 411

1 7 4 10みどり公園課

桜オーナー制度実施事業

1,948 1,898 1,898

34 桜を活かしたまちづくりを推進し、緑地の保全とともに、住民参加による緑豊かな住み
よいまちづくりに寄与することを目的とする。

-

1 7 4 10みどり公園課

みどりの基金管理事業

1,002 1,002 1,002

44 市税・寄附金等を積立し、緑化の推進及び緑の保全のための土地取得事業、みどり
の街づくりに関する事業に有効に活用する。

-

1 7 4 6みどり公園課

みどり公園課一般事務費【公園
費】

409 387 387

19 みどり公園事業の推進や、県、他市町村等との連絡調整等を図るためのみどり公園
課の事務費用。

-

1 7 4 10みどり公園課

緑の基本計画改定事業

4,590 10,239 4,526

29 緑の基本計画は、区域内における緑地の適正な保全や緑化の推進を総合的・計画
的に実施するために、「緑とオープンスペースの総合的計画」として市町村が策定す
る計画であり、定期的に見直しを実施する。

-★

1 7 4 10みどり公園課

みどり公園課一般事務費【緑地
費】

190 190 190

39 みどりの募金を推進する事務費である。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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４．美しく心豊かなまちづくり 

 
 

施策の方針 

文化・芸術活動を行う市民が自主的かつ積極的に取り組み、成果を発表するととともに、それぞれの

市民が望む文化・芸術を享受できるよう、親しむ機会及び成果発表の機会の提供、活動に対する支援を

行います。 

 

施策の内容 

１)文化芸術振興施

策の活性化 

 市民が広く文化・芸術に親しむ機会をつくるため、市民ニーズを踏まえた文

化芸術振興の方針を検討するとともに、行政と民間との連携による文化芸術

振興の取組を行います。（生涯学習課） 

２)文化・芸術活動の

支援 

① 市民の文化・芸術活動の支援 

文化・芸術活動を行う人や団体が積極的に活動し、成果を発表できるように

するため、市内の文化団体を支援するとともに、上尾市美術展覧会や市民音

楽祭等、活動成果の発表の機会を提供します。（生涯学習課） 

② 地元芸術家の育成・支援 

地元芸術家の交流・活動の機会を増やし、市民に気軽に文化・芸術に触れて

もらうため、芸術家をネットワーク化し、地元芸術家によるクラシックコン

サートなどの開催、小学校での出張コンサートを行います。（生涯学習課） 

 

  

4-2-1 文化・芸術 4-2 地域文化の継承と創造 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 421

1 9 5 1生涯学習課

文化芸術振興事業

1,458 857 857

11 文化活動の支援及び育成を目的として、上尾市文化団体連合会（文団連）への補助
や文化芸術基金の管理を行う。従来からの支援とともに、文団連の加盟・非加盟に関
わらず、活動が顕著である団体又は、個人に対し支援する。

-★

1 9 5 1生涯学習課

美術展覧会事業

1,571 1,571 1,571

12 美術家協会と共催し、日本画・洋画・立体造形・工芸・書・写真の６部門からなる美術
展覧会を市民の美術活動の発表の場として開催している。美術家協会が展示、受
付、審査等広く運営に携わっている。

-

1 9 5 1生涯学習課

市民音楽祭事業

747 747 747

22 合唱祭、邦楽祭、吹奏楽・器楽祭の3部門で開催。実行委員会形式で実施し、市内
音楽活動団体の発表の場とするとともに、参加団体同士の交流を図る。また、広く市
民に音楽鑑賞の場を提供する。

-

1 9 5 1生涯学習課

上尾市ギャラリー管理運営事業

17,770 17,770 17,770

32 市民の創作活動を支援するため、美術作品等の展示・発表・鑑賞の場として、市民
ギャラリー(駅東口アリコベール上尾サロン館２階)及び市役所ギャラリー(市役所本庁
舎１階東側)を運営する。

-

1 9 5 1生涯学習課

音楽家芸術活動支援事業

1,225 － －

42 個々に活動中の市内の音楽家を『あげお音楽家ネット』というネットワークにより結び
付け、交流・活動の場を提供。コミセンや他施設で『あげお音楽家ネット』の音楽家が
出演する本格的なクラシックコンサートを開催。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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４．美しく心豊かなまちづくり 

 
 

施策の方針 

市の歴史、文化等の理解に不可欠な文化財や歴史資料の適切な保存・継承を進めます。また、市民が

文化財や歴史資料に親しみ、その価値への理解を深められるよう、普及啓発や情報提供を行います。 

 

施策の内容 

１)文化財・歴史資料

の保存・継承 

① 文化財の指定・登録 

市内に現存する文化財を後世に継承していくため、現状を調査・記録して内

容を把握し、特に重要なものを指定文化財、保存及び活用のための措置が特

に必要と認められるものを登録文化財として保存・管理を行います。（生涯学

習課） 

② 無形民俗文化財の継承支援 

市の貴重な無形の文化遺産である無形民俗文化財を後世に継承していくた

め、調査・記録して内容を把握し、指定文化財や登録文化財として保存を行

うとともに、保持者・保持団体の活動を支援します。（生涯学習課） 

③ 歴史資料の収集・整理 

市に関係する歴史資料を後世に継承していくため、古文書や歴史的公文書等

の資料の収集・調査・保存を行います。（生涯学習課） 

２)文化財・歴史資料

の活用 

 市民をはじめ多くの人が市の歴史や文化等の価値を認識し、保護する意識を

育むとともに、郷土への関心を高めるため、講座や展示、刊行物の発行や市

ホームページの充実を図るなど、文化財や歴史資料の情報提供を行います。

（生涯学習課） 

 

  

4-2-2 文化財 4-2 地域文化の継承と創造 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 422

1 9 5 7生涯学習課

文化財調査・保存事業

1,344 1,344 1,344

11 市文化財保護条例に基づき、市内に所在する文化財のうち重要なものを市指定文
化財等として指定し、その保存及び活用を図っている。また、これらの文化財の管理
や修理のための補助金と維持のための交付金を交付している。

-

1 9 5 7生涯学習課

「上尾の摘田・畑作用具」資料調
査整備事業

4,503 4,488 －

21 平成２８年３月２日に国の有形民俗文化財に登録された「上尾の摘田・畑作用具」に
ついて、実測図作成や用具に関する調査を行い、その成果をもって国の重要有形民
俗文化財の指定を目指す。

-

1 9 5 7生涯学習課

文化財保護審議会運営事業

142 142 142

31 上尾市文化財保護条例に基づき、諮問に応じて文化財の保護及び活用に関する重
要事項を審議するほか、これらの事項に関し必要と認める事項を建議する上尾市文
化財保護審議会を運営する。

-

1 9 5 7生涯学習課

市制施行６０周年記念民俗芸能
公演事業

1,999 － －

41 市制施行60周年を記念し、市内外の無形民俗文化財の公開事業として民俗芸能公
演を実施する。

-★

1 9 5 7生涯学習課

埋蔵文化財調査事業

3,871 3,871 3,871

51 市内における周知の埋蔵文化財包蔵地で土木工事等が計画された場合、先立って
試掘調査や発掘調査を実施する。

-

1 9 5 8生涯学習課

歴史資料調査事業

1,630 1,630 1,630

61 市史編さん事業で収集した史料を活用するため、整理と目録の刊行を行う。また、新
たに寄贈を受けた史料について、保存や活用のためにマイクロフィルム化を行う。

-

1 9 5 8生涯学習課

市史担当分室及び資料室管理
事業

132 132 132

71 収集・整理した歴史資料（主に古文書など）及び、寄託している歴史資料を保存し、
歴史資料調査事業を実施する施設である市史担当分室（大石南小）・原市資料室の
維持管理を行う。

-

1 9 5 7生涯学習課

文化財保護啓発事業

907 907 907

12 文化財保護の啓発のため「あげお歴史セミナー」及び「上尾の文化財展」を実施す
る。また、デジタルミュージアムについて保守・管理を行う。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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４．美しく心豊かなまちづくり 

 
 

施策の方針 

市民が生涯にわたり、あらゆる機会・場所で学習することができ、その成果を適切に生かせるよう、

生涯学習情報の提供、生涯学習活動の機会の提供、生涯学習推進の体制づくり、生涯学習活動の成果の

活用を推進していきます。 

また、誰もが身近に利用できるよう、知の拠点である図書館の資料・サービスの充実を図ります。 

 

施策の内容 

１)生涯学習情報の

収集・提供 

 より多くの市民に、生涯学習の必要性や事業への理解を深め、興味を持って

もらうため、生涯学習に関する情報収集・提供を行います。（生涯学習課） 

２)生涯学習活動の

機会の提供 

① きっかけをつかむ学びの提供 

生涯学習活動に対して一人一人が興味・関心・生きがいを見出し、能力向上

を図ることができるよう、公民館で体系的に講座を実施し、学習活動のきっ

かけとなる多様な学習機会を提供します。（生涯学習課） 

② 連携・協働した学びの提供 

多様化する生涯学習へのニーズに応えるため、教育機関・民間企業等と連携・

協働して、より高度化・専門化した学習機会を提供します。（生涯学習課） 

③ 地域に向き合う学びの提供 

市民の地域課題への関心を高めるため、社会問題や地域に関する学習機会を

提供します。（生涯学習課） 

３)生涯学習推進の

体制づくり 

 審議会等を通じて市民のニーズや意見を反映させ、市民生活に密着した生涯

学習を推進する体制をつくります。また、市民が継続して学習を行うことが

できる活動拠点を整備・提供します。（生涯学習課） 

４)生涯学習活動の

成果の活用 

 市民が生涯学習活動を通して生きがいを見出せる機会を充実させるため、学

習成果の発表機会を設け、成果を生かせる環境を整備します。（生涯学習課） 

５)図書館サービス

の充実 

① 図書館施設の整備・充実 

誰もが図書館を身近に、また快適に利用できるようにするため、老朽化・狭

隘化した本館を新築移転するとともに、分館を含めた図書館施設網の見直し

を行います。また、利用しやすい図書館を実現するため、運営体制の整備を

行います。（図書館） 

② 資料・対象者別サービス等の充実 

利用者の多種多様なニーズに応えるため、図書館資料の質・量の充実、高齢

者や利用に支障のある人へのサービスや、読み聞かせなど子どもの読書活動

の支援の充実に努め、家庭・地域・学校とのさらなる連携を図ります。 

（図書館） 

 

  

4-3-1 生涯学習 4-3 生涯学習・スポーツの振興 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 431

1 9 5 1生涯学習課

家庭教育推進事業

506 506 506

12 家庭教育の重要性を理解し、家庭教育の充実を図るため、市ＰＴＡ連合会に家庭教
育に関する事業を委託するほか、共催で講演会等を開催する。また、家庭教育に関
する講座等を行う市内幼稚園等の保護者会を支援する。

-

1 9 5 1生涯学習課

成人式事業

1,236 1,236 1,236

22 新成人の限りない前途を祝福し、20歳を迎える若者が社会人としての自覚を高めら
れるよう、「成人式」を開催する。

-

1 9 5 1生涯学習課

大学等との連携による生涯学習
推進事業

265 265 265

32 聖学院大学や日本薬科大学などと協働して「子ども大学あげお・いな・おけがわ」や
「聖学院大学公開講座」を行う。また、「あげお子ども大学」では、近隣以外の大学等
とも連携し、多種多様な学習機会を提供する。

-

1 9 5 2生涯学習課

公民館講座事業

3,584 3,584 3,584

42 生涯学習の充実を図るため、市内6か所の公民館で、一般教養、文化・芸術、健康・
スポーツなど市民の学習要望に対応した学習機会の提供や、公共の課題に関わる
事業等を実施する。

-

1 9 5 1生涯学習課

社会教育委員会議運営事業

240 240 240

13 教育委員会に対し、社会教育に関する助言や意見を述べる社会教育委員の会議を
開催する。

-

1 9 5 1生涯学習課

社会教育団体等補助事業

608 608 608

23 市ＰＴＡ連合会、ボーイスカウト上尾市連絡協議会、ガールスカウト上尾地区協議会
等の社会教育団体の活動を支援する。

-

1 9 5 1生涯学習課

学校施設開放(生涯学習)事業

3,709 3,709 3,709

33 平方東小学校、芝川小学校、富士見小学校の特別教室の一部を、生涯学習サーク
ル・グループに学習活動の場として開放する。

-

1 9 5 2生涯学習課

公民館管理運営事業

127,324 127,324 127,324

43 実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を実施する公民館(市
内６館)を管理運営する。

-

1 9 5 2生涯学習課

公民館運営審議会運営事業

172 172 172

53 公民館における各種事業の企画実施について調査審議するための上尾市公民館
運営審議会を年２回開催する。

-

1 9 5 1生涯学習課

生涯学習指導者活動推進事業

349 349 349

14 指導者に講師として活躍する場を与え、市民に学習の場を確保するため、まなびす
と指導者バンク活動推進会議によるまなびすと市民講座を支援する。また、ボラン
ティア指導者育成と資質の向上のため、講座を実施する。

-

1 9 5 3図書館

図書館運営事業

155,878 155,878 155,878

15 図書館の運営事業に関わる業務として、図書館本館・分館のカウンター業務や巡回
配送の委託、図書館システムを用いたネットワーク構築で蔵書管理、利用者管理を
行い効果的・効率的な図書館サービスを提供している。

-

1 9 5 3図書館

図書館施設管理事業

33,735 33,735 33,735

25 図書館本館及び分館5館(上尾駅前・大石・瓦葺・平方・たちばな)の施設を管理す
る。

-

1 9 5 3図書館

図書館資料整備事業

34,302 34,302 34,302

35 図書館サービスの根幹である図書館資料（図書・雑誌・新聞・視聴覚資料・オンライン
データベースなど）の整備をすすめる。

-

1 9 5 3図書館

視聴覚ライブラリー事業

3,466 3,466 3,466

45 図書館サービスの重要な要素である視聴覚サービスの充実のために、視聴覚教材
の収集や機材の整備を行い、市内の各団体の活動に貢献すること。

-

1 9 5 4図書館

新図書館複合施設整備事業

2,726,600 343,900 －

55 図書館サービス網の中核施設として、23万都市にふさわしい新たな図書館サービス
の拠点となる新図書館について、青少年センター・社会教育施設を含めた複合施設
として整備する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 431

1 9 5 5図書館

子どもの読書活動支援センター
運営事業

2,066 2,066 2,066

65 家庭・地域・学校の連携を推進する。「子ども読書プラン」の策定と進捗管理、パス
ポートの活用の活性化・子どもの読書イベント・子どもの本に関する相談業務・ボラン
ティアの支援や資質向上のための事業等を開催する。

-

1 9 5 5図書館

ブックスタート事業

2,902 2,902 2,902

75 ４か月児健診時に、赤ちゃんと保護者に絵本の読み聞かせを行い、絵本を配布し、
親子のふれあいの一つとして絵本を活用できることを知ってもらう。

-

1 9 5 5図書館

セカンドブックスタート事業

364 364 364

85 小学校入学児童対象に図書カード入れ付き読書パスポートを配付し、家庭・学校・地
域・図書館が連携することにより、読書好きな児童を育成する。

-

1 9 5 1生涯学習課

生涯学習課一般事務費

177 177 177

19 生涯学習の推進、人権教育の推進、文化・芸術の振興、文化財の保護、歴史資料の
調査などのための生涯学習課の事務費用。

-

1 9 5 1職員課

職員人件費【社会教育総務費】

127,020 127,020 127,020

9999 社会教育総務費に係る職員人件費。-

1 9 5 2職員課

職員人件費【公民館費】

102,051 102,051 102,051

9999 公民館費に係る職員人件費。-

1 9 5 3職員課

職員人件費【図書館費】

163,628 163,628 163,628

9999 図書館費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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４．美しく心豊かなまちづくり 

 
 

施策の方針 

上尾市スポーツ都市宣言を踏まえ、市民がスポーツを通じて自身の健康・体力向上やそれぞれの夢の

実現を目指す、健康で活力に満ちたスポーツ活動の推進を図ります。また、見る人への感動だけでなく、

学ぶ感動、支える感動を与える市民スポーツを推進します。 

 

施策の内容 

１)スポーツ施設の

整備・充実 

 市民が広くスポーツに親しむ場を提供するため、平方スポーツ広場や平方野

球場、学校開放施設、市民体育館等のスポーツ施設の環境整備・充実に努め

ます。（スポーツ振興課） 

２)スポーツ・レクリ

エーション事業の

充実 

① スポーツイベントの充実 

多種多様なスポーツイベントへの参加要求に対応するため、各種スポーツ・

レクリエーション事業の充実を図り、幅広い世代の参加者の拡大に努めます。

（スポーツ振興課） 

② 子どものスポーツ機会の充実 

児童生徒の体力向上を図り、スポーツに親しむ機会を提供するため、関係機

関やスポーツ団体と連携し、子どもたちが学校や身近な環境において日常的

に運動を行える事業の充実を図ります。（スポーツ振興課） 

３)スポーツ指導者

の育成 

 地域や各種スポーツ団体におけるスポーツ・レクリエーション活動を担う人

材を増やすとともに、その質を高めるため、スポーツ推進委員※等と連携し

てスポーツリーダーとなる人材の育成を進めます。（スポーツ振興課） 

４)スポーツ・レクリ

エーション活動の

支援 

 地域でのスポーツ・レクリエーション活動が盛んに行われるよう、スポーツ

団体の育成・支援、それら団体との連携・協力を進めます。（スポーツ振興課） 

 

 

4-3-2 スポーツ・レクリエーション 4-3 生涯学習・スポーツの振興 

72



予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 432

1 9 6 4スポーツ振興課

学校施設開放(スポーツ振興)事
業

14,074 14,074 14,074

11 学校施設（体育館、校庭）の開放のために、修繕、備品の交換、補充や固定テント、
防球ネットの設置等を行い、安全に快適な施設利用の推進を図る。

-

1 9 6 5スポーツ振興課

屋外スポーツ施設管理運営事
業

69,783 69,240 57,877

21 平方野球場、平方スポーツ広場、平塚サッカー場等、屋外スポーツ施設の全般的な
整備や計画検討を行う。

-

1 9 6 5スポーツ振興課

市民体育館管理運営事業

62,877 60,344 60,263

31 多様化する市民ニーズにより効果的に対応するため、指定管理者制度により市民体
育館を運営する。

-

1 9 6 5スポーツ振興課

平塚サッカー場改修事業

16,404 250,488 －

41 平塚サッカー場を人工芝化するとともに夜間照明を設置する。-★

1 9 6 4スポーツ振興課

スポーツ推進審議会運営事業

188 188 188

12 スポーツ基本法の規定に基づきスポーツ推進審議会を置き、スポーツ施設の整備、
指導者の養成及び資質の向上、事業の実施及び奨励、団体の育成等に関すること
を調査審議する。

-

1 9 6 4スポーツ振興課

スポーツ大会・教室等開催事業

19,229 19,229 19,229

22 市民への生涯スポーツ・レクリエーションの普及、振興を図るため、各種大会及び講
座、教室等の多くの事業メニューの提供を推進し、健康の保持や体力の増進に努め
る。

-

1 9 6 4スポーツ振興課

子どもの体力向上地域連携事
業

360 360 360

32 子どもの体力の低下が認められることから、運動や遊びを通じて体を動かす場と機会
を提供し、運動する習慣や意欲を養い、体力の向上を図る。

-

1 9 6 4スポーツ振興課

全国高等学校総合体育大会開
催事業

192 2,164 4,679

42 全国高等学校総合体育大会（インターハイ）が平成32年8月18日（火）～20日（木）の
日程で開催される。上尾市は県立武道館で開催される少林寺拳法の大会運営の支
援を行う。

-

1 9 6 4スポーツ振興課

スポーツ活動推進事業

5,448 6,351 5,448

13 市民への生涯スポーツ・レクリエーションの普及、振興を図ることを目的としたスポー
ツ推進委員連絡協議会の活動を支援し、スポーツ活動の推進を図る。

-

1 9 6 4スポーツ振興課

全国中学生空手道選抜大会開
催支援事業

1,000 1,000 1,000

14 全国中学生空手道選抜大会が平成28年度から32年度まで、埼玉県立武道館を会
場として開催される。開催にあたり、空手道連盟（全国、県）が中心的に運営するが、
会場地として市も運営協力を行う。

-

1 9 6 4スポーツ振興課

スポーツ振興課一般事務費

342 342 342

19 スポーツ・レクリエーション事業の企画、運営及び管理に関する業務を効率的に実施
するための事務費用。

-

1 9 6 1職員課

職員人件費【保健体育総務費】

179,148 179,148 179,148

9999 保健体育総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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５．たくましい都市活力づくり 

 

 

施策の方針 

農産物の供給・緑豊かな景観の提供・交流の場の創出・地域文化の継承など、多面的な役割を果たす

農業を地域の産業として健全に守り育てるため、農地の保全や農業基盤の整備を図るとともに、農業経

営の安定化・強化への支援を行います。また、担い手の育成、生産団体の支援などにより、魅力ある将

来性の高い農業への道筋を作っていきます。さらに、安心・安全な農作物の提供、地産地消の推進とと

もに、農業体験や市民農園を通じた市民交流を促進します。 

 

施策の内容 

１)農業経営の向上 ① 農業を担う経営者の育成 

農業者の経営を安定させるため、上尾市地域農業再生協議会※を通じて、農

業経営の向上を目指す農業者の経営改善指導を行います。（農政課） 

② 市民とともに歩む「農」の推進 

市民が農業に親しむ機会を増やし、農家の経営の多角化を図るため、体験農

園を開園する農家を支援します。（農政課） 

２)遊休農地の有効

活用 

 遊休農地の有効活用により農地を維持するため、農地を借りたい農業者と農

地所有者とを結び付ける利用権設定促進事業※を推進します。（農政課） 

３)地産地消の推進  地元の農産物への理解を深め、消費の拡大を図るため、あげおアグリフェス

タやあげお朝市の開催、農産物直売所の運営支援などを行います。（農政課） 

４)農業生産基盤の

確立 

① 農地の確保 

食料の安定供給に必要な農地を保全するため、遊休農地（荒廃農地）所有者

への適正管理の指導や、利用意向調査を実施します。また、利用意向調査に

基づき、農地の貸し手と借り手を結び付ける農地中間管理事業※を推進しま

す。（農政課・農業委員会事務局） 

② 農道・用排水路等の維持管理 

より良い耕作環境を守るため、農道、用排水路等の維持管理など、農業基盤

の確立に努めます。（農政課） 

 

  

5-1-1 農業 5-1 地域産業の振興 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 511

1 5 1 2農政課

農産物共進会事業

499 499 499

11 「あげおアグリフェスタ」と同時開催される「農産物共進会（農産物品評会）」におい
て、優秀なる生産者を表彰することで、生産意欲の向上と上尾市の農業振興を図る。

-

1 5 1 3農政課

農業制度資金利子補給事業

1,124 1,124 1,124

21 長期かつ低利の農業用施設資金の農業者に対する融資を円滑に進めるため、県及
び市が利子補給を行い、農業者等の資本装備の高度化を進め、農業経営の近代化
を図る。

-

1 5 1 3農政課

農業後継者育成事業

612 612 612

31 農業後継者の育成確保のため、各種施策に取組み魅力ある農業経営の確立を図
る。その一環として小学生とその家族を対象とした農業体験を実施し、農業に対する
理解と関心を深めてもらう。

-

1 5 1 3農政課

農業振興費補助事業

839 839 839

41 農業振興を目的として活動する団体等の運営費に対する補助や、経営規模の拡大
や経営の効率化を図ろうとする担い手の負担軽減を行う。

-

1 5 1 4農政課

園芸振興協議会運営事業

243 243 243

51 市内の園芸作物生産団体やJAさいたまとの連絡協調により、先進地視察、「園芸作
上尾一」の圃場審査、各種生産団体補助、各種研修会等を通じて園芸作物農家の
技術向上と農業経営の安定と発展を目指す。

-

1 5 1 4農政課

園芸振興費補助事業

3,538 3,538 3,538

61 施設園芸農家や果樹生産農家、土地利用型農家等に対し、施設や機械導入の一
部を補助することで、経営の安定化や生産性の向上を図り、経営者の負担軽減を行
う

-

1 5 1 3農政課

市民農園管理運営事業

6,756 6,756 6,756

12 都市農業の保全策として、市民農園整備促進法により整備した市民農園「アグリプラ
ザ平塚」の管理及び運営を行う。

-

1 5 1 3農政課

農業女性連絡協議会運営事業
費補助事業

494 494 494

13 農業研修会・味噌づくり・小麦まんじゅうなど農家の伝統的な食品の加工実習を通
じ、食文化の後世への継承づくりを進めている、農業女性連絡協議会に対する補助
を行う。

-

1 5 1 3農政課

あげおアグリフェスタ運営補助事
業

4,404 4,404 4,404

23 農家と市民との交流の場として、毎年実りの秋に実施する「あげおアグリフェスタ」へ
の補助事業。JA、農業生産者団体、農業関連団体に加え、各種協定自治体の協力
のもとに実施される。

-

1 5 1 4農政課

「あげお朝市」支援事業

335 335 335

33 上尾駅自由通路において地元産農産物を販売する。地域で生産された農産物を地
域で消費する「地産地消運動」として、新鮮・安全・安心な上尾産農産物をＰＲする。

-

1 5 1 1農業委員会事務局

農地基本台帳システム運用管理
事業

1,236 1,236 1,236

14 農地基本台帳事務を円滑、且つ適正に処理し農業施策に活用するもので、農地基
本台帳業務を中心に農業者年金業務、認定農業者管理業務等の機能を提供してい
る。

-

1 5 1 1農業委員会事務局

農業委員会運営事業

14,061 14,366 13,527

24 農業委員会等に関する法律に基づき設置された農業委員会は、法第６条の規定に
よる①法令に基づく業務、②農地等の利用の最適化の推進、③農地一般に関する
調査及び情報の提供などを行う。

-

1 5 1 1農業委員会事務局

農地パトロールシステム運用管
理事業

945 945 945

34 農地パトロールを効率的に実施するため、タブレットＰＣを利用した農地パトロールシ
ステムを運用する。

-

1 5 1 5農政課

畜産団体等育成事業

2,481 2,481 2,481

44 畜産の規模拡大による経営の安定化を目的に、子牛の生産、生乳、肉用牛や鶏卵
の品質向上のための施設改善、家畜や家禽を導入する経費、酪農ヘルパーや牛法
定検査費用を補助する。

-

1 5 1 6農政課

農村生活環境整備事業

150 150 150

54 上平東部地域の畑地帯総合土地改良事業区域において、農業者に加え子供から高
齢者に至る地域住民参加型の生活環境整備事業や、あげお産業祭でのふるさと伝
承教室を行う上平東部地域生活環境整備検討委員会へ補助を行う。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 511

1 5 1 6農政課

農業用用排水路管理事業

18,410 13,812 8,260

64 土地改良事業により整備された施設等を対象に緊急的な修繕工事や保全管理のた
め草刈り等を行い、土地改良施設の機能保持により優良農地の保全に資する。

-

1 5 1 6農政課

多面的機能支援事業

6,447 6,447 6,447

74 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行
い、地域資源の適切な保全管理を促進する。

-

1 5 1 2農政課

農政課一般事務費【農業総務
費】

659 659 659

19 農業振興地域整備計画の変更承認に係る協議会の委員謝礼や､研修旅費、畜産防
疫の医薬品購入等に係る経費を計上する。

-

1 5 1 3農政課

農政課一般事務費【農業振興
費】

7,284 2,344 2,344

29 農業振興を目的として活動する団体等の運営費に対する補助や、農業災害復旧の
共済組合運営費に対する補助等を行う。

-★

1 5 1 6農政課

農政課一般事務費【農地費】

2,820 2,820 2,820

39 農村総合整備事業等により整備した道路・排水路の測距図の作成や国土調査実施
区域の紙媒体による成果図面等を電子化する。また、土地改良関係各種団体へ負
担金等を支出する。

-

1 5 1 2職員課

職員人件費【農業総務費】

112,195 112,195 112,195

9999 農業総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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５．たくましい都市活力づくり 

 

 

施策の方針 

魅力と一体感をもった取組を行うことにより、中心市街地のにぎわいの創出を図ります。 

また、地域の商店街や商店が積極的に魅力の向上に努め、地域コミュニティとの連携を支援します。 

さらに、大型店などが地域の一員としての自覚を持ち、地域貢献を行うほか、地域の商店街や商店と

連携して、共存共栄に向けた取組を支援します。 

 

施策の内容 

１)商業者への支援 ① 中小小売店の支援 

市内小売店の多くを占める中小小売店の経営を安定させるため、国や県、商

工会議所等と連携し様々な施策の情報提供を行うとともに、個別店舗の支援

を目的とした中小企業サポート事業※の充実を図ります。（商工課） 

② 交流・連携の促進 

新たな顧客の獲得やにぎわいづくりにつなげるため、同業種・異業種間が交

流・連携する場の提供、農商工観ポータルサイト※の運営など、産業振興施

策の充実を図ります。（商工課） 

２)商業の活性化 ① 商店街の活性化 

商店街の活性化を図るため、地域大型店との連携を図るとともに、商店街が

主体となって行う街路灯などの環境整備及び共同販売促進などの各種イベン

トなどを支援します。（商工課） 

② 中心市街地の活性化 

人が多く集まる上尾駅周辺 (中心市街地) のにぎわいを創出するため、にぎ

わい創出のためのイベント等を商店街や大型店が一体となって実施するとと

もに、大型店と地域商店街の連携を促進します。（商工課） 

  

5-1-2 商業 5-1 地域産業の振興 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 512

1 6 1 2商工課

街路灯電気料補助事業

6,691 6,691 6,691

11 商店街の環境基盤整備を促進し、その振興を図るため、施設維持管理事業を実施
する商店会に対し、支援を行う。

-

1 6 1 2商工課

商工会議所等補助事業

35,005 35,005 35,005

21 地域総合経済団体として、調査研究、各種相談、経営指導や支援など、業界全体の
基盤強化や地域振興に寄与する団体に対し、支援を行う。

-

1 6 1 2商工課

商店街環境整備事業

100 100 100

12 商店街の環境基盤整備の促進を通じて商店街の活性化と振興を図るため、街路灯
等の施設の設置・修繕事業、駐車場等の整備事業及びこれらの施設の維持管理事
業を実施する商店街に対し、支援を行う。

-

1 6 1 2商工課

商店街活力再生推進事業

2,937 2,937 2,937

22 商店会の活力再生及び振興を図るため、運営改善事業、コミュニティ活動事業、販
売促進事業、組織強化事業、文化創出・情報発信事業、地域環境保全事業を図る
商店会に対し補助する。

-

1 6 1 2商工課

空き店舗等活用推進事業

1,000 1,000 1,000

32 平成28年1月に国の認定を受けた「上尾市創業支援事業計画」に基づき、市内空き
店舗を活用して創業する者で、上尾商工会議所の継続支援を受ける者に対し、改装
費及び広告宣伝費の一部を補助する。

-

1 6 1 2商工課

産業振興推進事業

364 364 364

42 上尾市産業振興ビジョンの策定に基づき、各産業界を代表する人によって構成され
る産業振興会議を設置し、市内産業振興施策について研究及び提言を行う。

-

1 6 1 1商工課

商工課一般事務費【商工総務
費】

245 245 245

19 ４市１町商工行政連絡協議会負担金など商工課の事務費用。-

1 6 1 1職員課

職員人件費【商工総務費】

58,451 58,451 58,451

9999 商工総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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５．たくましい都市活力づくり 

施策の方針 

地域で伝えられてきたものづくりの技術を磨き上げ、市内の中小企業が高い競争力・収益力を持つこ

とができるよう支援します。また、これまで培われてきたネットワークをもとにした同業種・異業種間

交流、産学官連携などによる、共同研究や共同受注などの自主的な取組や、技術開発・販路開拓、人材

育成に対する支援を行います。 

施策の内容 

１)工業者への支援 ① 中小企業の支援

市内工場の多くを占める中小企業の経営を安定させるため、国・県・商工会

議所・各支援機関等と連携した情報提供や、融資の斡旋、個別企業への中小

企業サポート事業※の充実を図ります。（商工課）

② 企業交流・連携の促進

同業種・異業種間での交流・連携による工業技術の継承や、新製品・新技術

の開発等新たな価値の創出のため、市内製品の PR、同業種・異業種間が交

流・連携するための場の提供、農商工観ポータルサイト※の運営など、産業

振興施策の充実を図ります。（商工課）

5-1-3 工業5-1 地域産業の振興
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 513

1 6 1 2商工課

中小企業融資あっせん事業

17,362 17,362 17,362

11 市内で事業を営む中小企業者に対し経営の安定と振興を図ることを目的に融資の
あっせんを行うもの。

-

1 6 1 2商工課

企業交流促進事業

5,420 5,420 5,420

21 あげお祭り、アグリフェスタと共に毎年開催している。なお、工業フェアは平成元年度
から実施し、参加企業数は毎年３０社を超える。

-

1 6 1 2商工課

「ものづくりのまち上尾」推進事
業

5,000 － －

31 市内ものづくり企業の実態調査の実施と企業ＰＲを行うとともに、共同受注や新製品
開発のための体制づくり支援などを通して、地域産業のコア企業の発掘とコーディ
ネーター人材の育成、さらには支援組織の構築を行う。

-

1 6 1 2商工課

商工課一般事務費【商工業振興
費】

873 873 873

19 企業内の人権問題を研修する費用など商工課の商工業振興費用。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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５．たくましい都市活力づくり 

施策の方針 

歴史や自然など、本市独自の地域資源を活かすことにより交流人口を増やし、地域ににぎわいが生ま

れるような取組を進めます。また、食やイベント、土産などにおいて、本市ならではのものが創られ、

産業の振興や上尾のブランド力の向上につながるよう取り組んでいきます。 

施策の内容 

１)観光情報の充実 観光客を誘致するため、観光協会ホームページや観光マップなどの内容の充

実を図ります。（商工課） 

２)広域的な観光連

携

上野東京ラインの開通を機に観光客を誘致するため、広域での観光ガイドマ

ップ作成や観光キャンペーン等の実施、近隣市町とのホームページの相互リ

ンクを行います。（商工課）

３)観光資源の活用 ① 上尾ブランドの開発の促進

本市の認知度を高めるため、既存の農産物や観光協会推奨土産品の PR、市

内の農産物等を使用した新たな特産品(上尾ブランド)の開発を推進します。

（商工課）

② あげおフィルムコミッション※の充実

映像文化の創出や地域の活性化を図るため、市内の撮影場所の PR、撮影時

の仲介やエキストラ募集等、映画やテレビドラマ等のロケーションの誘致、

支援を行います。（商工課）

③ 祭りやイベントの活性化

観光客誘致のため、上尾夏まつり、あげお花火大会、あげお産業祭等の既存

イベントを支援し、その活性化を図ります。（商工課）

5-1-4 観光5-1 地域産業の振興 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 514

1 6 1 2商工課

農商工観ポータルサイト運営事
業

2,155 2,155 2,155

11 市内消費の拡大を目的とした、市民が気軽に利用できる上尾市独自の農・商・工・観
の総合サイトを開設し、市内企業のＰＲを市内外に発信する。

-

1 6 1 2商工課

観光協会補助事業

41,889 41,889 41,889

13 観光事業の健全な振興を図り、産業経済の発展と文化の振興に資し、もって公共の
福祉の増進に寄与する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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５．たくましい都市活力づくり 

 

 

施策の方針 

市内の勤労者が安心して働けるよう、勤労者福祉の向上を進めるととともに、希望する市民が就労で

きるよう、国や県、近隣市町と連携して支援を行います。 

 

施策の内容 

１)勤労者福祉の向 

 上 

 勤労者が安心して働ける雇用環境を充実するため、勤労者への住宅資金等の

貸付、市内勤労者の福利厚生事業をサポートする市勤労者福祉サービスセン

ターの運営支援、ワーク・ライフ・バランス※の実現に向けた啓発を行いま

す。（商工課） 

２)就労支援の充実  希望する市民が就労できるよう、国や県の関係機関等と連携して求職・求人

者を対象とした職業相談、職業紹介、職業訓練等の情報提供やセミナーの開

催等、就業支援を行います。また、ニート※やひきこもり※の若者の就労に向

けたサポートにも取り組みます。（商工課、子ども・若者相談センター） 

 

5-2-1 勤労者・就労支援 5-2 労働環境の充実 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 521

1 6 1 3商工課

技能功労者表彰事業

416 416 416

11 上尾市技能功労者表彰要綱に基づき、永く同一の職業に従事し、技能の向上、後
進の育成等に貢献した技能者を表彰することにより、社会的、経済的地位並びに技
能水準の向上を図る。

-

1 6 1 3商工課

勤労者福祉サービスセンター補
助事業

50,385 50,385 50,385

21 上尾市内に居住又は勤務する中小企業の勤労者及び事業主に、総合的な福祉事
業を行うことにより、勤労者の福祉の向上を図るとともに、地域の企業の振興及び地
域社会の発展に寄与することを目的とするセンターに補助する。

-

1 6 1 3商工課

勤労者住宅資金貸付事業

200,000 200,000 200,000

31 上尾市内に居住し、又は居住しようとする勤労者に対して、住宅資金の貸付けを行う
ことにより、持ち家取得を容易にし、もって勤労者の福祉向上に資する。

-

1 6 1 3商工課

労働団体補助事業

835 835 835

41 勤労者の福祉向上と労働団体の健全な発展を図るため、活動費の一部補助を行う。-

1 6 1 3商工課

ワークプラザあげお管理運営事
業

2,649 2,649 2,649

12 東口ワークプラザあげおにおいて就労に関する相談及び紹介、就労支援（内職相
談、上尾市ふるさとハローワーク、個別就職相談）を実施している。

-

1 6 1 3商工課

商工課一般事務費【労政費】

153 153 153

19 月刊誌の購読料や倒産情報および労政の事務費用。また、インターンシップ事業と
して上尾・桶川・伊奈地域雇用対策協議会主催による、実習・研修的な就業体験等
を実施する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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６．明日を担う人づくり 

施策の方針 

誰もが安心して妊娠・出産できる環境を整備するとともに、就学前保育や放課後の児童の健全育成を

充実させることにより、働いている保護者の子育てや子どもの健やかな成長を支援します。また、子育

てに対する保護者の不安の軽減、経済的な負担の軽減や、地域における子育て支援、児童の虐待の防止

にも取り組んでいきます。さらに、子育て支援についての情報発信も積極的に行います。 

施策の内容 

１)出産・子育て支援

の充実

① 母子保健サービスの充実

女性が安心して妊娠・出産することができるよう、必要な情報提供や妊娠中

の健康管理を行います。また、乳幼児が健やかに成長・発達するよう、乳幼

児健診等の実施や積極的な育児情報の提供等の支援を行います。（健康増進課） 

② 発達支援体制の充実

子どもの発達や行動面に不安や課題を抱える保護者が課題を解決して不安を

解消し、子どもの健やかな発達を促すため、親子教室事業※や育児・発達に

関する相談の充実を図ります。（発達支援相談センター）

２)多様な保育サー

ビスの充実

① 就学前保育の充実

保育を必要とする保護者を支援し、就学前の子どもが健やかに成長できるよ

う、多様な教育・保育や子育てサービスを提供するとともに、私立保育園の

運営を支援するなど、保育の内容と環境の整備・充実を図ります。（保育課）

② 放課後児童健全育成※の充実

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生の健全な育成を図るため、放

課後に施設を利用して適切な遊びや生活の場を与える事業者と連携し、放課

後児童クラブの運営の内容と環境の充実を図ります。（青少年課）

３)子育て家庭の生

活の安定

① 経済的負担の軽減支援

子育て家庭の経済的な負担を軽減し、子どもの健やかな成長を支援するため、

児童手当の支給や医療費の助成、多子世帯への保育料の軽減等を行います。
（子ども支援課・保育課）

② ひとり親家庭の自立支援

ひとり親家庭が安定した生活を送るため、児童扶養手当の支給や医療費の助

成、就業のための教育訓練等への助成を行うとともに、母子・父子自立支援

員による相談を行います。（子ども支援課）

③ 私立幼稚園就園の支援

私立幼稚園に通園させる保護者の経済的負担を軽減するため、就園への補助

や保育料等を減免する私立幼稚園への支援を行います。（保育課）

6-1-1 子育て6-1 児童福祉の充実

85



施策の内容 

４)地域における子

育て力の強化

① 地域子育て支援拠点※の強化と連携の推進

子育て家庭の育児不安を解消するため、地域子育て支援拠点やファミリーサ

ポートセンター※の活動の充実、関係機関・地域組織と連携した子育てに関

する講座や相談等の充実を図ります。（子ども支援課・子育て支援センター）

② 子ども・親子の遊び場づくり

子どもたちの健康増進と健全育成を図り、子育て中の親子が集い、遊び等を

通じ楽しみながら交流できるよう、児童館の子ども向けの事業や子育て支援

のメニューの充実を図ります。（青少年課）

③ 児童虐待の防止

児童虐待の予防、早期発見、早期対応のため、子ども支援ネットワーク※内

の連携強化や、虐待につながるおそれのある家庭への安全確認を行います。
（子ども・若者相談センター）
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 611

1 3 2 2子ども支援課

助産施設入所委託事業

2,900 2,900 2,900

11 経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入所させ、助産を受け
させることを目的とする。

-

1 3 2 4子ども・若者相談センター

養育支援訪問事業

1,190 1,190 1,190

21 児童の養育支援が特に必要であると判断した家庭に対して保健師・保育士・ヘル
パー等を派遣し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭における適
切な養育の実施を確保する。（児童福祉法第６条の３）

-

1 3 2 6発達支援相談センター

発達支援相談センター管理運営
事業

77,524 5,056 5,056

31 障害児及び発達に不安や課題のある児童の早期発見・早期支援のため、関係機関
と連携しながら、発達状況に応じた一貫した支援を行う。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

家庭児童相談室運営事業

31 31 31

41 家庭児童相談員が、家庭での児童養育・学校生活・虐待等１８歳未満の児童に関す
る相談を受け、関係機関と連携を図る。

-

1 3 2 6発達支援相談センター

親子教室運営事業

1,985 1,985 1,985

51 発達や行動に不安や課題のある乳幼児の発達を促すとともに、育児不安を抱える保
護者が育児に適切に関われるよう、集団保育による指導と相談を行う。

-

1 4 1 1健康増進課

子育て支援情報モバイルサービ
ス事業

1,387 761 761

61 子どもの予防接種、乳幼児健診などのスケジュールをスマートフォンやパソコンにお
知らせするサービスなどを提供する。

-★

1 4 1 3健康増進課

母子愛育会・母子保健推進員育
成事業

2,184 2,184 2,184

71 住民が取り組む健康づくりを支援するとともに、住民の声を反映した保健と福祉の街
づくりを推進するため、愛育班・母子保健推進員を育成する。

-

1 4 1 3健康増進課

乳幼児健康診査事業

18,831 18,831 18,831

81 4か月児、1歳6か月児、3歳児に健康診査を実施し、心身の発育発達の確認及び育
児上の問題を早期に発見し、安心して育児ができるように支援を行う。

-

1 4 1 3健康増進課

親子訪問指導事業

7,290 7,290 7,290

91 【妊産婦・新生児】健康の保持、疾病の早期発見、育児不安等の解消を図るため、生
後4月までの乳児家庭を訪問する。【こんにちは赤ちゃん】生後4か月までの乳児がい
る家庭を全戸訪問し孤立化予防と情報提供等を行う。

-

1 4 1 3健康増進課

親子健康教育相談事業

4,883 4,883 4,883

101 母子保健法に基づき、妊婦が妊娠、出産、育児に関する知識を深め、保護者が安心
して育児ができ、子どもが健全に発育発達できるよう、各種相談や教室を開催する。

-

1 4 1 3健康増進課

妊婦保健事業

149,187 149,187 149,187

111 母子保健法に基づき、妊娠届出者に母子健康手帳を交付するとともに、妊婦に対し
基本的な妊婦健康診査、子宮頸がん検診（細胞診）、ＨＢｓ抗原検査、ＨＣＶ・ＨＩＶ抗
体検査、超音波検査、風疹抗体価検査等を実施する。

-

1 4 1 3健康増進課

不妊治療費等助成事業

9,630 9,630 9,630

121 少子化対策の一環として、不妊治療を受けている夫婦に対して、その治療に要する
費用の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図る。

-★

1 4 1 3健康増進課

妊娠・出産包括支援事業

651 651 651

131 「妊活から出産までの継続的な応援」を実施するため、妊活カウンセラーを配置、ま
た、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を実施するため、母子保健コー
ディネーターの配置及び各種事業を実施。

-

1 3 2 1保育課

認可保育所運営支援事業

6,843 6,843 6,843

12 認可保育所の通常保育、延長保育、一時保育事業等の保育運営を行うための事業
である。

-

1 3 2 1保育課

保育士研修事業

941 941 941

22 主に公立保育所の保育士等の職員のほか、市内の認可保育所等の職員の資質を
向上するため実施する研修事業。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 611

1 3 2 1保育課

民間保育所施設整備事業

30,748 － －

32 上尾市子ども・子育て支援事業計画(平成27年度～平成31年度)に沿って、民間保
育所等の施設整備に対して補助を行う。（平成31年4月1日、認定こども園1園開設予
定）

-★

1 3 2 1保育課

認定こども園移行支援事業

3,000 3,000 3,000

42 　私立幼稚園が認定こども園に移行するに当たり必要となる人件費や委託費などの
経費を補助する制度を5年間の時限で実施する。

-★

1 3 2 2保育課

民間保育所運営費等補助事業

218,936 218,936 218,936

52 児童福祉法に基づき経営する、保育所等における地域子ども子育て支援事業等実
施のための補助をする。民間保育所事業推進費補助金は国・県の要綱に基づき、民
間保育所運営費補助金は市単独で交付する。

-

1 3 2 2保育課

民間教育・保育施設運営費給付
事業

2,466,688 2,466,688 2,466,688

62 児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき、民間教育・保育施設として給付対
象となる施設に対し、給付費（運営費＝国の定めた保育単価に処遇改善費等を加算
した額）を支払うもの。

-★

1 3 2 2保育課

地域型保育事業

675,936 675,936 675,936

72 子ども・子育て支援法に基づき、上尾市の支給認定子どもが地域型保育施設を利用
した際、給付費（国が定めた保育単価（公定価格）等を施設に支払うもの。

-★

1 3 2 2保育課

家庭保育室委託事業

6,860 6,860 6,860

82 保護者の労働や疾病等の事由により保育が必要な０歳から３歳未満の保育を家庭保
育室に委託する。

-

1 3 2 2保育課

病児・病後児保育事業

32,542 32,542 32,542

92 子ども子育て支援事業の一つである「病児保育事業」は、保護者が就労している場
合等において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合、病院・保育所等に
おいて病気の児童を一時的に保育をする事業。

-

1 3 2 3保育課

市立保育所管理運営事業

594,634 594,634 594,634

102 公立保育所15園を運営するために必要な事業を行う。-

1 3 2 3保育課

市立保育所施設改修事業

46,980 24,300 24,300

112 公立保育所は、昭和40年代に建設された保育所が多く施設や設備が老朽化してい
る。このため、計画的な改修を図るとともに、緊急の修繕にも対応していく。

-

1 3 2 3保育課

市立保育所耐震補強事業

2,150 － －

122 上尾市建築物耐震改修促進計画に基づき、市立保育所の耐震化について、診断、
設計、改修工事を順次行う。

-

1 3 2 7青少年課

放課後児童健全育成事業

399,360 399,360 399,360

132 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童に、授業の終了後に児童厚生
施設等の施設（放課後児童クラブ）を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、
その健全な育成を図る事業（児童福祉法第６条の３第２項）。

-

1 3 2 7青少年課

放課後児童クラブ整備事業

55,440 － －

142 共働き家庭の増加や家族構成の変化に伴い、放課後児童クラブの必要性が高まっ
ているため、計画的な施設の整備を行う。

-★

1 3 1 1子ども支援課

自立支援医療費(育成医療)支給
事業

8,212 8,212 8,212

13 １８歳未満の障害がある子どもが、手術などの治療によりその症状が軽くなり、日常生
活が容易にできるようになると認められる場合に、その治療に要する医療費の一部を
支給する。

-

1 3 2 1子ども支援課

こども医療費支給事業

723,343 723,343 723,343

23 こどもの保健の向上と福祉の増進を図るため、医療費の一部を助成している。平成
２２年１０月診療分から、対象を未就学児から中学校修了時までのこどもに拡大した。

-

1 3 2 1子ども支援課

ひとり親家庭等医療費支給事業

119,802 119,802 119,802

33 父又は母のいない家庭や、父又は母が一定の障害の状態にある家庭の児童とその
親、又は親に代わって児童を養育している人の医療費の一部を助成する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 611

1 3 2 1子ども支援課

交通遺児手当支給事業

324 324 324

43 交通事故によって養育者を失った児童を激励するとともに、健やかな育成と福祉の
増進を図ることを目的として、上尾市交通遺児手当支給条例に基づき一人につき１
月当たり3,000円を交通遺児手当として支給する。

-

1 3 2 1子ども支援課

ひとり親家庭自立支援給付金支
給事業

19,106 19,106 19,106

53 各種教育訓練を受け、就業するために必要な知識・技術や資格を習得しようとする
場合に給付金を支給し、自立の促進を図る。また、高等学校卒業程度認定試験の合
格を目指す場合に対策講座の受講費用の軽減を図る。

-

1 3 2 1子ども支援課

医療費支給委託事業

35,906 35,906 35,906

63 福祉３医療の申請書を転記及びデータ化する業務に加え、平成２２年４月からはこど
も医療費・ひとり親家庭等医療費の審査支払を支払基金及び国保連合会に業務委
託し、業務の効率化を図っている。

-

1 3 2 1子ども支援課

ひとり親家庭・生活困窮者等学
習支援事業

21,203 21,203 21,203

73 生活保護家庭及び生活困窮家庭等の中・高校生、児童扶養手当（全額支給）を受
給しているひとり親家庭等の中学生に対し、学習教室の開催や家庭訪問・電話相談
等の手法により学習相談、生活相談、進路相談等を行う。

-

1 3 2 1子ども支援課

子育て三世代同居・近居応援事
業

11,000 11,000 11,000

83 中学生以下の児童を養育する市外在住の子育て世帯を対象に、市内に在住する親
世帯と近居・同居するための住宅取得費用またはリフォーム費用の一部を補助する。

-★

1 3 2 2子ども支援課

児童手当支給事業

3,510,699 3,510,699 3,510,699

93 家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな
成長に資することを目的として、児童を養育する人に児童手当を支給する。

-

1 3 2 2子ども支援課

児童扶養手当支給事業

694,015 694,015 694,015

103 父又は母のいない家庭や父又は母が一定の障害の状態にある家庭の児童の親、又
は親に代わってその児童を養育している人に児童扶養手当を支給し、生活の安定と
自立を助け、子どもの福祉の増進を図る。

-★

1 3 2 2子ども支援課

母子生活支援施設入所委託事
業

27,984 27,984 27,984

113 母子家庭の母と子どもの生活の安定と福祉の向上を図るため、支援施設へ入所さ
せ、保護および支援を行う。

-

1 3 2 2保育課

家庭保育室利用者補助事業

7,155 7,155 7,155

123 認可保育所の保育料は所得による階層があるが家庭保育室は一律のため、所得の
少ない家庭にとっては、大きな負担となっている。保護者の経済的負担を軽減するた
め補助金を交付し、認可保育所の保育料との格差是正を図る。

-

1 3 2 2保育課

幼稚園就園奨励費補助事業

369,553 369,553 369,553

133 幼稚園への就園を奨励するため、私立幼稚園の設置者が保育料等の減免を行う場
合に補助金を交付する。

-★

1 3 2 2保育課

私立幼稚園児保護者負担軽減
費補助事業

33,529 33,529 33,529

143 幼児を私立幼稚園に就園させる保護者の経済的負担を軽減する目的で、第1子に
18,000円、同時就園の第2子に20,000円、同時就園の第3子以降は25,000円を補助
する。

-

1 3 2 2保育課

私立幼稚園委託事務補助事業

13,770 12,960 12,960

153 市内の私立幼稚園に対し、市が依頼する事務に要する経費及び園児の健康診断に
要する経費を補助する。

-

1 4 1 3子ども支援課

未熟児養育医療費給付事業

13,363 13,363 13,363

163 母子保健法に基き、入院を必要とする１歳未満の未熟児に対して、その治療に必要
な医療費を市が負担する。

-

1 3 2 1子ども支援課

ファミリー・サポート・センター事
業

6,579 6,579 6,579

14 「子育ての援助を受けたい人」と「子育ての援助をしたい人」を会員として組織し、地
域における子育て支援を援助する事業。上尾市社会福祉協議会に業務委託。

-

1 3 2 1子ども支援課

子育て活動推進事業費補助事
業

350 350 350

24 子育て中の親子が相互に交流することを支援し、児童の健全育成を図るため、上尾
市子育て活動推進事業費補助金交付要綱に基づき、子育て自主グループの連合
体に対し補助金を交付する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 611

1 3 2 1子ども支援課

里親制度普及・啓発事業

26 26 26

34 家庭環境に恵まれない児童に温かい理解のある愛情豊かな家庭を提供し、その健
全な育成を図ることを目的とする里親制度の普及・啓発を図る。

-

1 3 2 1子ども支援課

地域子育て支援拠点運営事業

83,828 83,828 83,828

44 子育て支援業務として、子育て親子が交流を行う場を提供し、子育てに関する相談
や情報提供等を行っている。公立保育所併設１、私立保育園併設７、認定こども園
併設２、ＮＰＯ法人２で実施されている。

-

1 3 2 1子ども支援課

子ども・子育て支援制度推進事
業

7,666 4,847 336

54 上尾市子ども・子育て会議において、子ども・子育て支援事業計画を策定し、策定後
は事業内容の進捗管理を行う。また、特定教育・保育施設や特定地域型保育事業の
利用定員の設定等について審議する。

-

1 3 2 4子ども・若者相談センター

児童虐待対策事業

762 432 507

64 深刻な虐待から子どもを守るために、上尾市子ども支援ネットワーク（要保護児童対
策地域協議会）を開催し、虐待の早期発見・対応を図るとともに、関係機関や市民な
どを対象に虐待防止のための啓発事業を行う。

-

1 3 2 5子育て支援センター

子育て支援センター管理運営事
業

766 766 766

74 子育て中の家庭を支援するため「親子及び親同士の交流の場の提供」、子育てに関
する「講座の開催」「相談支援」「情報の提供」を行う。

-

1 3 2 9青少年課

児童館アッピーランド管理運営
事業

50,033 50,033 50,033

84 児童の健全育成に寄与するため設置した上尾市児童館アッピーランドの管理運営に
関する事業。

-

1 3 2 9青少年課

児童館こどもの城管理運営事業

52,194 52,194 52,194

94 児童の健全育成に寄与するため設置した上尾市児童館こどもの城の管理運営に関
する事業。

-

1 3 2 1子ども支援課

児童福祉システム運用管理事業

27,670 43,802 43,802

19 児童福祉分野の市民サービス向上を図るため、児童手当、児童扶養手当、こども医
療、ひとり親医療、子ども・子育て支援の業務について、基本となる情報管理を行う
児童福祉システムを運用管理する。

-

1 3 2 1子ども支援課

子ども支援課一般事務費

936 936 936

29 子育て支援事業事務及び課の運営に関する事務経費。-

1 3 2 1保育課

保育課一般事務費

120 120 120

39 保育所管理、保育所入所、相談業務を行う保育課の事務費用。-

1 3 2 1職員課

職員人件費【児童福祉総務費】

429,516 429,516 429,516

9999 児童福祉総務費に係る職員人件費。-★

1 3 2 3職員課

職員人件費【保育所費】

1,436,246 1,436,246 1,436,246

9999 保育所費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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６．明日を担う人づくり 

 

 

施策の方針 

教職員の資質向上を図り、質の高い学校教育の実現に取り組むとともに、地域に根差した魅力ある学

校づくりを推進します。また、児童生徒の安全確保や、安心・安全で充実した学校生活が過ごせる環境

整備を図ります。さらに、経済的な理由などにより就学が困難な児童生徒に対する支援を行います。 

 

施策の内容 

１)教職員の資質・能

力の向上 

 教職員の資質・指導力を高めるため、分野別・年代別研修の充実などを図る

とともに、委嘱研究の推進を図ります。（指導課） 

２ ) 学校経営の改

善・充実 

① 魅力ある学校づくりの推進 

魅力ある学校をつくるため、学校の経営方針や教育指導の重点・努力事項を

明確にするとともに、家庭や地域との連携、幼保小の連携※、中学校区によ

る小中一貫教育※の推進を図ります。（指導課） 

② 通学区域の検討・整備 

児童生徒が適切な規模の教育環境で学べるよう、地域の実情を考慮しながら

通学区域の変更等を行い、学校規模の適正化を図ります。（学務課） 

３)学校安全の推進 ① 児童の安全確保 

登下校時や校内での児童生徒の安全を確保するため、青色防犯パトロールを

はじめとした見守り活動や防犯ブザーの貸与などを行うとともに、児童生徒

に対し交通安全・防犯・防災について指導の徹底を図ります。（学校保健課） 

② 安心・安全な学校づくり 

児童生徒の安心・安全な教育環境を整備するため、公共施設マネジメント※

に基づいて学校施設の維持管理及び保全を行うとともに、非構造部材の耐震

化などを進めます。（教育総務課） 

４)就学支援等の充  

 実 

① 進学・修学に対する支援 

経済的な理由により修学が困難な生徒や学生が進学・修学できるよう、入学

準備金や奨学金の貸付を行います。（教育総務課） 

② 就学に対する援助 

経済的な理由により就学が困難と認められる児童生徒が就学できるよう、保

護者に対し学用品費などを援助します。（学務課） 

③ 就学に対する支援 

日本語の理解が十分でない外国人等の児童生徒に対し、日本語の習得や支援

のため、日本語の指導員を配置します。（学務課） 

 

 

6-2-1 教育環境 6-2 学校教育の充実 

91



予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 621

1 9 1 3指導課

教科用図書等整備事業

10,278 8,509 8,509

11 各学校で使用する教科書は、４年に一度見直し、採択を行う。上尾市では、平成２６
年度から、単独採択となった。また、体育の準教科書、道徳の副読本の無償給与、
社会科副読本の作成・配布をし、授業の充実を図る。

-

1 9 1 3指導課

指導方法改善事業

15,666 83,393 109,751

21 適切な教育課程の編成・実施及び教員の指導方法を改善するため、各種教員研修
会等の開催、教師用指導資料の購入等を行う。また、各小・中学校との連絡調整を
行い、教育活動の充実を図る。

-

1 9 1 3指導課

教育研究開発事業

3,105 － －

31 小・中学校の教育課程の改善に資する実証的資料を得るため、現行の基準によらな
い教育課程を編成し、及び実施して新しい教育課程、指導方法等についての研究
開発を実施する。

-

1 9 1 1教育総務課

教育委員会運営事業

4,715 4,715 4,715

12 教育行政についての方針や施策の決定、課題への対応を図るため教育委員会定例
会・臨時会を開催している。教育委員（５名）の報酬・費用弁償等の費用。

-

1 9 1 2教育総務課

教育委員会事務局事業

2,639 2,639 2,639

22 教育委員会事務局職員の旅費、需用費、役務費等、教育委員会事務局における経
費。学校備品整理・教科書給与報告書作成のためのパート賃金。

-

1 9 1 3学務課

通学区域検討事業

170 170 170

32 小・中学校の通学区域の編成に関し基本的かつ総合的に検討協議するための「上
尾市立小・中学校通学区域検討協議会」を運営するための経費。

-

1 9 1 3指導課

学習支援事業

122 122 122

42 校外行事実施に係る引率者の入場料等の経費を支援する。-

1 9 1 3指導課

学校評議員制度運営事業

557 － －

52 保護者や地域住民の意向を学校運営に反映させ、開かれた学校づくりを推進するた
め、各学校において学校評議員会議を開催する。

-

1 9 1 3指導課

魅力ある学校づくり事業

3,344 3,344 3,344

62 市立幼稚園及び各小・中学校に教育課題の研究を委嘱し、創意工夫を生かした教
育活動を展開させ、魅力ある学校づくりを推進する。各学校では研究テーマを掲げ、
仮説、方策を考え、学校全体で実践的に研究を推進する。

-

1 9 1 3指導課

元気な学校をつくる地域連携推
進事業

402 402 402

72 学校・家庭・地域社会が一体となって子どもを育てるため「学校応援団」の活動を支
援し、学校の活性化と家庭・地域の教育力の向上を図る。

-

1 9 1 3指導課

コミュニティ・スクール推進事業

405 1,444 1,372

82 学校・家庭・地域が一体となってより良い教育の実現に取り組むために、地域のニー
ズを的確に学校運営に反映させるよう保護者や地域の方々が、学校運営協議会を
通して学校運営に参画する仕組みである。

-★

1 9 1 2教育総務課

市費学校職員健康診断事業

440 440 440

13 市費学校職員（給食調理員・用務員）に腰痛健康診断を実施する。-

1 9 1 2教育総務課

学校環境美化推進事業

60,919 60,919 60,919

23 学校の清掃や簡易な修繕などの環境美化等業務を委託する。-

1 9 1 2教育総務課

学校事務非常勤職員配置事業

37,226 37,226 37,226

33 給食関連事務や配当予算事務、就学援助事務等のため、各小中学校に１名の学校
事務非常勤職員を配置する。

-

1 9 1 3学務課

通学区見直し区域登下校サポー
ト事業

4,096 3,947 3,266

43 学校規模の適正化や登下校の安全確保を主な目的とし、通学区域の見直しを行っ
ている。これらの区域において、通学班が整わない低学年について安全確保と保護
者の不安を解消するため、登下校サポーターを配置する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 621

1 9 2 1教育総務課

小学校管理運営事業

684,093 684,093 684,093

53 小学校の維持管理に必要な工事や備品の整備等を実施する。-

1 9 2 1教育総務課

緑のカーテン整備事業

600 600 600

63 夏期の教室の温度上昇の抑制、地球温暖化防止対策として校舎にヘチマやゴーヤ
などを這わせた緑のカーテンを設置する。

-

1 9 3 1教育総務課

中学校管理運営事業

370,164 370,164 370,164

73 中学校の維持管理に必要な工事や備品の整備等を実施する。-

1 9 4 1教育総務課

幼稚園管理運営事業

3,636 3,636 3,636

83 市立幼稚園の維持管理に必要な工事や備品の整備等を実施する。-

1 9 6 1学校保健課

教職員健康管理事業

16,797 16,797 16,797

93 学校保健安全法で定められた教職員健康診断・胃検診及び労働安全衛生法に定め
られた面接指導を実施する。

-

1 9 6 1学校保健課

学校環境衛生検査事業

15,710 15,710 15,710

103 学校の環境を衛生的に保持するため、学校薬剤師による定期環境検査を実施する。
検査結果により、学校への指導助言等を行い、必要な改善を図る。

-

1 9 6 1学校保健課

保健室管理運営事業

4,816 4,816 4,816

113 小・中学校の保健室で使用する医薬品、ベッドリネン類、保健室備品の整備、オージ
オメータの定期検査、備品の修理を行う。

-

1 9 6 1学校保健課

児童生徒安全推進事業

24,265 24,265 24,265

123 小・中学校へのＡＥＤの配備、教職員向けの心肺蘇生法講習などを行う。また、学校
管理下における災害に対し、災害共済給付金（医療費、障害見舞金又は死亡見舞
金）を支給する。

-★

1 9 6 1学校保健課

学校安全パトロール事業

4,995 4,995 4,995

133 児童生徒及び地域の防犯に資するため、学校・ＰＴＡ及び地域が連携し合い、市内
中学校区を単位として青色回転灯付きパトロールカーにより巡回する。

-

1 9 1 2教育総務課

入学準備金・奨学金貸付事業

7,644 7,644 7,644

14 進学の意欲を有するが経済的理由により修学困難な人のために、入学準備金・奨学
金の貸し付けを行う。

-

1 9 1 3学務課

日本語指導職員派遣事業

3,637 3,637 3,637

24 日本語が理解できない児童生徒に対し、日本語習得の指導や支援を行うため、在籍
する小・中学校に日本語指導職員を配置する。

-

1 9 1 3学務課

外国人学校児童生徒保護者補
助事業

516 516 516

34 本市に在住し、かつ、外国人学校に在籍する児童生徒の保護者に対し教育費負担
の軽減を図るために補助金を交付し、義務教育相当年齢の児童生徒の教育環境の
充実を図る。

-

1 9 2 2学務課

小学校就学援助費補助事業

26,503 26,503 26,503

44 経済的理由により就学が困難と認められる、市内に住所を有し、国、埼玉県又は市
が設置する小学校に在籍する児童及び次年度小学校入学予定児童の保護者に対
して、就学に必要な学用品費、修学旅行費等の一部を支給する。

-

1 9 3 2学務課

中学校就学援助費補助事業

37,364 37,364 37,364

54 経済的理由により就学が困難と認められる、市内に住所を有し、国、埼玉県又は市
が設置する中学校に在籍する生徒及び次年度中学校入学予定生徒の保護者に対
して、就学に必要な学用品費、修学旅行費等の一部を支給する。

-

1 9 6 1学校保健課

要保護児童生徒医療費援助事
業

323 323 323

64 経済的な理由により就学困難な、市内の小・中学校に在籍している学齢児童生徒の
保護者に対し、学校病について医療費を援助する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 621

1 9 6 2学校保健課

準要保護児童生徒給食費援助
事業

89,610 89,610 89,610

74 教育委員会が要保護に準じて生活に困窮していると認めた、市内の小・中学校に在
籍している学齢児童生徒の保護者に対し、学校給食費の援助を行う。

-

1 9 1 2教育総務課

学校施設更新計画策定事業

12,517 3,785 8,775

19 学校施設の老朽化が進み、大規模な整備や修繕が必要となる中、上尾市学校施設
更新計画策定基本方針に基づき、平成６７年度までの４０年間を見据えた、上尾市学
校施設更新計画を策定する。

-★

1 9 1 3学務課

教職員人事及び就学事務事業

2,771 1,201 1,633

29 教職員人事および就学事務に要する経費。-

1 9 6 1学校保健課

学校保健課一般事務費

1,786 1,786 1,786

39 学校保健事業推進のための学校保健課の事務経費及び各関係団体に対する団体
運営のための負担金や交付金である。

-

1 9 1 2職員課

職員人件費【教育事務局費】

457,276 457,276 457,276

9999 事務局費に係る職員人件費。-

1 9 3 1職員課

職員人件費【中学校管理費】

10,053 10,053 10,053

9999 中学校管理費に係る職員人件費。-

1 9 4 1職員課

職員人件費【幼稚園費】

37,073 37,073 37,073

9999 幼稚園費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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６．明日を担う人づくり 

 

 

施策の方針 

知、徳、体の調和がとれ、夢や目標、志を持って自己実現を目指す、変化の時代をたくましく生き抜

く自立した人間を育成する教育を推進するとともに、きめ細やかな指導を行います。また、人と人との

つながりや学校・家庭・地域のつながりの輪を広げ、一体となって、共に生きることの素晴らしさ、尊

さを享受し、感動する心を大切にする教育を推進していきます。 

 

施策の内容 

１)確かな学力と自

立する力の育成 

① 「確かな学力」の育成 

児童生徒一人一人が確かな学力を身に付けるため、客観的・経年的な学力の

把握と指導への活用、学校ごとの学力向上プランの作成・実践を進めます。

また、ICT の活用等によるわかりやすい授業や、きめ細かな教育ができるよ

う、引き続き少人数学級を実施します。（学務課・指導課） 

② 「自立した力」の育成 

豊かな国際感覚を身に付け、社会や環境の変化の中で自ら判断し行動できる

児童生徒を育成するため、国際理解教育や情報教育、環境教育、わが国の伝

統文化に親しむ教育を推進するとともに、適切な進路指導、発達段階に応じ

たキャリア教育の実施や社会体験活動を行います。（指導課） 

２)豊かな心・健やか

な体の育成 

① 「豊かな心」の育成 

児童生徒に社会性や道徳性を身に付けさせるとともに、他者を思いやる心や

感動する心などの豊かな心を育むため、道徳教育や特別活動、読書活動、福

祉教育、ボランティア・地域活動等の推進を図ります。また、家庭や地域、

関係機関と連携した非行・問題行動の防止に取り組みます。（指導課） 

② 学校教育相談の充実 

不登校・いじめ・発達等に課題を抱える児童生徒及び保護者の悩みや心理的

負担を軽減するため、専門家による相談、家庭訪問や学校適応教室により、

学校への復帰に向けた支援を行います。（教育センター） 

③ 児童生徒の健康保持・増進と体力向上 

心身ともに健やかでたくましい児童生徒を育成するため、日常の健康観察、

定期健康診断等により児童生徒の健康の保持・増進を図るとともに、体力

分析や体育的行事・部活動の充実、体育・部活動支援の充実により児童生徒

の体力向上を図ります。（指導課・学校保健課） 

３)特別支援教育※

の推進 

 障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が共に学べるよう、インクルーシ

ブ教育システム※の理念に基づく教育の推進と学習環境の整備を行います。

また、子どもたち一人一人が充実感・達成感を持ち、生きる力を身に付けら

れるよう、研修の充実による教職員の資質向上、特別支援学級や通常学級へ

の補助員の配置を行います。（学務課・指導課・教育センター） 

 

6-2-2 教育活動 6-2 学校教育の充実 

95



 

施策の内容 

４)食育の充実  児童生徒の身体の発達及び「食」に対する正しい知識と理解による望ましい

食生活の習慣化のため、品質・安全性を考慮した食材や地場産食材の利用に

よる学校給食の充実、学校ファーム※での農業体験活動や栄養教諭の授業等

による食に関する指導の充実を図ります。（学校保健課・中学校給食共同調理場） 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 622

1 9 1 3学務課

代替臨時教職員派遣事業

5,609 5,609 5,609

11 欠員補充等県費発令までの間や、病気休暇、介護休暇等の長期化により学校運営
に重大な支障を来すと判断される場合に、代替臨時教職員を配置する。

-

1 9 1 3学務課

教育関係団体振興推進事業

1,817 1,817 1,817

21 小・中学校、特別支援学校及び定時制高校の教育活動の充実・推進等を目的として
活動する各団体に対する負担金に係る経費。

-

1 9 1 3指導課

中学生海外派遣研修事業

11,578 11,578 11,578

31 市立中学校３年生の生徒２２名をオーストラリア　ロッキャーバレー市に１１日間派遣
し、ホームステイや現地学校での授業や活動への参加等、ロッキャーバレー市との交
流を行う。

-

1 9 1 3指導課

ＡＬＴ活用事業

108,994 108,994 108,994

41 各小・中学校にＡＬＴを配置し、小学校での外国語活動の時間や中学校での英語の
授業において、日本人教師とチーム・ティーチングを行う。

-★

1 9 1 3指導課

中学生社会体験チャレンジ事業

822 822 822

51 生徒一人一人の勤労観や職業観を育成するとともに、社会性・自立心等を養うことを
目的に、市内の各事業所において、中学２年生を対象として２日間の社会体験活動
を実施する。

-

1 9 1 3指導課

学力向上支援事業

7,641 7,641 7,641

61 各小・中学校児童生徒の基礎的な学力の実態を把握し、教育課程の編成や学習指
導の工夫改善に役立てることを目的として学力検査を実施する。

-

1 9 1 3指導課

英語教育推進事業

2,745 2,745 2,745

71 児童生徒が英語に対する興味・関心を高め、英語力の向上を図るために、夏休みイ
ングリッシュキャンプ、英検チャレンジ教室を実施する。

-★

1 9 2 1教育総務課

小学校コンピュータ整備事業

132,539 136,451 210,276

81 ２１世紀を生きる子どもたちの情報活用能力を育成するための教育用パソコン、校務
の効率化を促進するための校務用パソコン等の整備及び保守管理を実施する。

-

1 9 2 2教育総務課

小学校教育教材整備事業

17,583 17,583 17,583

91 授業等で使用する学習教材の整備・充実を図る。-

1 9 3 1教育総務課

中学校コンピュータ整備事業

61,525 131,181 133,135

101 ２１世紀を生きる子どもたちの情報活用能力を育成するための教育用パソコン、校務
の効率化を促進するための校務用パソコン等の整備及び保守管理を実施する。

-★

1 9 3 2教育総務課

中学校教育教材整備事業

13,262 13,262 13,262

111 授業等で使用する学習教材の整備・充実を図る。-

1 9 1 3指導課

さわやかスクールサポート事業
(学校図書館支援）

19,625 19,625 19,625

12 各小・中学校図書館教育の一層の充実のため、学校図書館支援員を全校に配置す
る。

-

1 9 1 3指導課

小中学校音楽会開催事業

1,756 1,756 1,756

22 表現及び鑑賞を通して、音楽性を伸ばすとともに、音楽を愛好する心を養い、情操豊
かな児童・生徒の育成を図るため、毎年1回「上尾市小中学校音楽会」を実施する。
各小・中学校から１学級ずつが参加する。

-

1 9 1 3指導課

中学校部活動支援事業

3,865 3,865 3,865

32 中学校部活動の充実及び活性化を図るため、各中学校に部活動指導員を配置す
る。また、部活動生徒の全国・関東大会等への参加経費を補助し、参加者個人の負
担軽減を図る。

-

1 9 1 3指導課

児童生徒体力向上推進事業

4,621 4,621 4,621

42 各小・中学校の児童生徒の体力の向上を目指し、小学校体育連盟や中学校体育連
盟の事業を補助するとともに、各学校における積極的な体力向上の取組を推進す
る。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 622

1 9 1 3指導課

生徒指導推進事業

4,755 4,755 4,755

52 市立中学校での非行問題行動の未然防止を目指し、生徒指導支援員4名を中学校
4校へ派遣するとともに、市Ｐ連、上尾警察署、区長会連合会等で構成されている市
生徒指導推進協議会の活動を推進する。

-

1 9 1 3指導課

中学校吹奏楽演奏会開催事業

476 476 476

62 吹奏楽の演奏会を通して生徒の演奏技能を高めるとともに、教員の指導力の向上を
図るため、毎年1回各校吹奏楽部が出場する「上尾市中学校吹奏楽演奏会」を開催
する。

-

1 9 1 4教育センター

教育センター管理運営事業

735 735 735

72 教育センターを管理運営するための経費。-

1 9 1 4教育センター

さわやか相談室運営事業

190 190 190

82 いじめや不登校などの問題行動の未然防止とその解消を目的として、いつでも気軽
に児童生徒や保護者の相談に応じ、児童生徒が安心して生活できる場と機会を提
供するため、さわやか相談室相談員を配置する。

-

1 9 1 4教育センター

不登校児童生徒の学校適応指
導事業

525 525 525

92 学校に登校できない、あるいは登校したくない状態にある児童生徒に対し、よりよい
成長と自立を促し、学校復帰を目指すために指導支援を行う学校適応指導教室を
運営する。

-

1 9 1 4教育センター

教育相談事業

250 250 250

102 児童生徒の健やかな成長のため、面接、電話、訪問、電子メールなどによる教育相
談を行い、共に考えながら問題の解決を図る。内容により各種知能・発達検査も行
い、子どもの自立を支援する。

-

1 9 2 2教育総務課

小学校図書整備事業

16,967 16,967 16,967

112 子どもたちの自主的・自発的な学習活動を支援するとともに、豊かな感性や情操をは
ぐくむ読書活動を推進する役割を担う学校図書館図書の整備を推進する。

-

1 9 3 2教育総務課

中学校図書整備事業

13,412 13,412 13,412

122 子どもたちの自主的・自発的な学習活動を支援するとともに、豊かな感性や情操をは
ぐくむ読書活動を推進する役割を担う学校図書館図書の整備を推進する。

-

1 9 4 1学校保健課

幼稚園環境衛生検査及び健康
診断事業

364 364 364

132 市立幼稚園の環境を衛生的に保持するため、学校薬剤師による定期環境検査を実
施し、指導助言等を行い必要な改善を図る。また、内科・歯科の定期健康診断を実
施する。

-

1 9 6 1学校保健課

学校健康診断及び健康管理事
業

82,349 82,349 82,349

142 内科・歯科などの定期健康診断や日常の健康観察、学校保健組織活動を小・中学
校で実施する。

-

1 9 1 3学務課

特別支援学級補助員派遣事業

28,309 28,309 28,309

13 特別支援学級において、担任教員の行う指導の補助にあたるため、特別支援学級
補助員を特別支援学級が置かれる市内小・中学校に配置する。

-

1 9 1 3学務課

さわやかスクールサポート事業
(学級支援)

110,774 110,774 110,774

23 児童生徒の個に応じたきめ細やかな学習指導を展開し、学力向上や健全な学級運
営を図るため、「アッピースマイルサポーター」及び「アッピースマイル教員」を配置す
る。

-

1 9 1 3指導課

特別支援教育推進事業

325 325 325

33 特別支援学級担任、特別支援教育コーディネーターの資質向上を図り、担当者育成
のための研修会を実施する。また、特別支援学級と県立特別支援学校の合同作品
展を開催し、市民に障害及び障害者理解について啓発する。

-

1 9 1 4教育センター

就学支援委員会運営事業

509 509 509

43 上尾市立小・中学校への就学予定者及び小・中学校に在籍する児童生徒で、障害
等により教育上特別な配慮を要する者に対して、より適切な就学先の審議・判断を行
う就学支援委員会を運営する。

-

1 9 2 2学務課

小学校特別支援教育就学奨励
事業

4,736 4,736 4,736

53 市内小学校に就学する一定の障害の程度に該当する児童の保護者または市内小
学校の特別支援学級に就学する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、その
負担能力の程度に応じ、就学のための経費の一部を支給する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 622

1 9 3 2学務課

中学校特別支援教育就学奨励
事業

3,646 3,646 3,646

63 市内中学校に就学する一定の障害の程度に該当する生徒の保護者または市内中
学校の特別支援学級に就学する生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その
負担能力の程度に応じ就学のための経費の一部を支給する。

-

1 9 6 2学校保健課

小学校給食調理支援事業

119,416 119,416 119,416

14 小学校給食調理員（嘱託、臨時、臨時短期）を雇用する。-

1 9 6 2学校保健課

小学校給食室設備整備事業

41,543 39,865 39,865

24 毎日の給食調理に必要な給食室備品の更新や修繕経費及び衛生管理の強化によ
り、新たに必要となる備品の整備を行う。また、厨房機器の保守点検やガス機器・冷
機器の清掃、点検を定期的に実施する。

-

1 9 6 2学校保健課

小学校給食食器更新事業

7,499 7,499 7,499

34 平成２１～２３年度にかけて導入したＰＥＮ製ボール及び皿が老朽化しているため、順
次更新する。

-

1 9 6 2学校保健課

小学校給食管理運営事業

56,176 56,176 56,176

44 学校給食会委員謝礼、給食室燃料費、学校給食関係職員研修会経費、献立作成ソ
フト借上料、学校給食関係団体負担金などの事務経費及び、小学校の臨時学校栄
養士の賃金である。

-★

1 9 6 2学校保健課

小学校給食室衛生管理推進事
業

27,451 27,451 27,451

54 小学校給食室の衛生管理に必要な消耗品、細菌検査、クリーニング、包丁とぎ、給
食室洗浄消毒の経費である。

-

1 9 6 3中学校給食共同調理場

調理場備品等整備事業

32,243 32,243 32,243

64 食器類、食器洗浄剤、消毒薬、照明器具、ボイラー用薬剤及び、厨房等での必要な
消耗品を購入する。また、老朽化した機器の更新、法令検査等で指摘された設備等
の修理や機器類の備品等を整備する。

-

1 9 6 3中学校給食共同調理場

中学校給食調理業務委託事業

216,713 216,713 216,713

74 コスト軽減、作業効率性、給食の均質化等の観点から、調理業務（調理・搬送・洗浄・
ボイラー管理）を委託する。

-

1 9 6 3中学校給食共同調理場

中学校給食献立作成事業

1,050 207 207

84 中学生にあった献立を作成する必要があるため、献立原案を共同調理場の栄養士
が作成し、校長、教頭、給食主任を中心とした学校職員、ＰＴＡ代表者、学校栄養士
等からなる献立部会にて審議決定し、献立を作成する。

-

1 9 6 3中学校給食共同調理場

中学校給食共同調理場管理運
営事業

72,062 72,062 72,062

94 中学校給食共同調理場の維持管理及び衛生管理に係る経費。-

1 9 1 3指導課

幼稚園･保育所と小学校の連携
推進事業

74 74 74

19 幼児期から児童期への滑らかな接続･移行のため、各学校間における教員・子ども・
保護者の適切な連携や交流の在り方について研究、推進する。

-

1 9 6 2職員課

職員人件費【学校給食費】

315,959 315,959 315,959

9999 学校給食費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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６．明日を担う人づくり 

 

 

施策の方針 

「地域の子どもは地域で育てる」という方針のもと、家庭・学校・地域が連携して行う青少年の健全

育成の取組の支援、街頭補導活動や少年相談により青少年の非行・不良行為の防止に努めます。 

また、ニートやひきこもりの子ども・若者やその家族の不安や悩みに対する相談に取り組みます。 

 

施策の内容 

１)育成団体への支

援と育成体制の充

実 

 明るく健全な青少年を育成するため、青少年育成連合会をはじめとする青少

年育成団体の運営や活動を支援するとともに、同連合会を構成する団体間の

連携強化を図ります。（青少年課） 

２)非行防止活動の

推進 

 青少年の非行・不良行為を未然に防ぐため、補導委員による街頭補導活動や、

専門の相談員による電話・面接での少年相談を実施します。（青少年課） 

３)子ども・若者の自

立支援 

 ニートやひきこもりの子ども・若者やその家族の悩みを軽減するため、専門

家による相談を行うとともに、相談の内容に対応した関係機関への橋渡しを

行います。（子ども・若者相談センター） 

 

 

6-3-1 青少年 6-3 青少年の育成 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 631

1 3 2 7青少年課

柔道・剣道錬成事業

3,603 3,603 3,603

11 武道を通して青少年の健全育成を推進するため、市主催による小学生以上の青少
年を対象とする柔道・剣道教室を実施している。

-

1 3 2 7青少年課

青少年相談員補助事業

523 523 523

21 市内に在住・在勤・在学する概ね18歳から36歳の青年が埼玉県知事の委嘱を受け、
青少年相談員として会員の資質の向上に努め、地域社会において友情精神を持っ
て青少年に接しよき相談相手として活動している。

-

1 3 2 7青少年課

青少年育成推進員協議会補助
事業

324 324 324

31 上尾市の委嘱を受けると共に、青少年育成埼玉県民会議から青少年育成推進団体
としての委嘱を受ける。青少年育成機関、団体との密接な連携を保ち、地域社会の
青少年健全育成に寄与する。

-

1 3 2 7青少年課

子ども会育成連合会補助事業

5,618 5,618 5,618

41 遊びを中心とした異年齢集団である子ども会活動を支援することにより、児童は責任
感・連帯性・自主性を高め、仲間や大人と協力することを学び、社会生活の基本的な
ルールを身に付ける。

-

1 3 2 7青少年課

青少年育成連合会補助事業

6,206 6,206 6,206

51 青少年の健全育成を図るため、育成事業を行う上尾市青少年育成連合会に対し、補
助金を交付する。

-

1 3 2 7青少年課

キャンプ場利用補助事業

270 270 270

61 市民が野外活動を通して自然の素晴らしさ及び団体生活の大切さを容易に体得す
ることができるようにするため、キャンプ場施設を利用する者に対し、予算の範囲内で
補助する事業。

-

1 3 2 7青少年課

幕別町交流事業

1,068 1,068 1,068

71 ホームステイなどを通じて郷土に誇りと愛着を持ち、素直で思いやりのある心を養うこ
とを目的に、上尾市子ども会育成連合会と北海道中川郡幕別町（旧忠類村）子ども
会育成連絡協議会で実施する交流事業。

-

1 3 2 8青少年課

青少年センター管理事業

8,159 8,159 8,159

81 青少年の健全な育成を図るために設置した上尾市青少年センターの会議室等の利
用及び施設の維持管理に関する事業。

-

1 3 2 7青少年課

少年愛護センター運営事業

3,077 3,077 3,077

12 少年の健全な育成や非行の防止、少年対策の総合的な推進を図るため、少年の指
導、育成等に関する業務に必要な少年愛護センターの運営費。

-

1 3 2 4子ども・若者相談センター

子ども・若者相談事業

2,152 2,152 2,152

13 主に15歳から39歳を対象とした子供・若者育成支援に関する相談に応じ、関係機関
の紹介その他の必要な情報の提供及び助言を行うための体制を確保する。（子ども・
若者育成支援推進法第13条、第19条第1項）

-

1 3 2 4子ども・若者相談センター

子ども・若者相談センター一般
事務費

316 316 316

19 子ども・若者相談事業及び児童虐待防止事業、センターの運営に関する事務経費。-

1 3 2 7青少年課

青少年課一般事務費

998 998 998

29 青少年の健全育成や児童館運営の適正化を図るための青少年課の事務費用。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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７．市民との協働と新たな行政運営 

 

 

施策の方針 

多くの市民が、自らが住む地域に関心を持ち、地域でのさまざまな活動に積極的に参加できるよう、

市民活動やコミュニティ活動を支援していきます。 

また、市民一人一人が主役となって、市や市民活動団体等と連携しながら、地域を取り巻くさまざま

な課題に自発的に取り組んでいけるよう、協働のまちづくりに向けた取組を推進します。 

 

施策の内容 

１)市民活動への支

援と協働の推進 

① 市民活動・地域デビューへの支援 

市民活動団体や、市民活動に参加する市民を増やすため、市民活動に関する

情報の収集や提供、相談、交流等の支援や、団塊の世代やこれから定年を迎

えるシニア世代の市民への地域デビューに向けた支援を行います。（市民活動

支援センター） 

② 協働のまちづくりの推進 

市民活動団体や市民が協働への理解を深めるため、市民活動団体との協働に

より、さまざまな分野で協働のまちづくりの規範となる事業を実施します。

（市民活動支援センター） 

２)コミュニティ活

動への支援  

 区会・自治会・町内会等の地域の諸活動の担い手としての役割を維持するた

め、事務区を通じその活動を支援します。（市民協働推進課） 

 

  

7-1-1 市民活動・コミュニティ支援 7-1 市民参加と協働の推進 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 711

1 2 1 17市民協働推進課

市民活動支援センター管理運営
事業

2,850 2,850 2,850

11 市民活動に関する情報の収集及び提供、相談、交流、研修、調査、研究等、市民と
の協働を促進するために設置した市民活動支援センターの管理運営業務等。

-

1 2 1 17市民協働推進課

協働のまちづくり推進事業

3,354 3,354 3,354

21 市民活動団体と行政との協働を推進していくため、市との協働によるまちづくりの規
範となる事業を展開する市民活動団体への補助事業。

-★

1 2 1 17市民協働推進課

地域デビュー支援事業

560 560 560

31 団塊の世代やこれから定年を迎えるシニア世代の方々に、地域活動などを始める
きっかけづくりとしていただくための支援イベント「地域デビュー支援事業」の開催事
業。

-

1 2 1 10市民協働推進課

事務区運営事業

75,060 70,395 70,395

12 市行政との連絡調整を図るために設置している事務区の運営事業。-

1 2 1 10市民協働推進課

地域活動推進事業

23,591 23,591 23,591

22 コミュニティ推進会議への補助及び町内会振興交付金の交付により、地域活動を推
進する。

-

1 2 1 10市民協働推進課

支所管理運営事業

23,412 23,412 23,412

32 支所における清掃、警備等の管理運営委託業務等。-

1 2 1 10市民協働推進課

集会所等整備補助事業

18,778 18,778 18,778

42 集会や行事等、地域活動に利用する施設の整備や、施設で使用する備品又は施設
の周囲の環境基盤の整備を行う町内会に対する補助事業。

-

1 2 1 10市民協働推進課

一般コミュニティ助成事業

7,500 7,500 7,500

52 （一財）自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として実施している一般コミュ
ニティ助成事業を活用し、各団体のコミュニティ活動に必要な備品等を整備する。

-

1 2 1 14市民協働推進課

コミュニティセンター管理運営事
業

91,253 91,569 91,913

62 コミュニティセンターにおける管理運営委託業務。-

1 2 1 15市民協働推進課

文化センター管理運営事業

190,002 190,946 190,688

72 文化センターにおける管理運営委託業務。-

1 2 1 16市民協働推進課

イコス上尾管理運営事業

70,575 65,530 65,644

82 イコス上尾における管理運営委託業務。-

1 2 1 10市民協働推進課

市民協働推進課一般事務費

1,092 1,092 1,092

19 地域コミュニティの推進や、国内・国外の交流活動の推進を図るための市民協働推
進課の事務費用。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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７．市民との協働と新たな行政運営 

 

 

施策の方針 

まちづくりへの意識を高めるきっかけとして相互に多くの刺激を得る「交流」には、多世代間の交流

や地域間の交流などがあります。「交流」の重要性を多くの市民に理解・認識してもらうため、国際交

流や多文化共生※への支援を行うとともに、他市町村との交流や大学等との連携を推進します。 

 

施策の内容 

１)国際交流・多文化

共生への支援 

① 国際交流への支援 

外国人市民との相互理解を深めるため、「あげおワールドフェア」や外国人

市民へのさまざまな事業を実施する上尾市国際交流協会の活動を支援しま

す。（市民協働推進課） 

② 多文化共生への支援 

外国人市民の生活を支援するため、外国人市民向け相談窓口での相談対応、

必要な情報の多言語での提供を進めます。（市民協働推進課） 

２)国内交流の推進  友好都市協定を締結している福島県本宮市をはじめ、防災協定等を締結して

いる他の市町村との絆を深めるため、さまざまな分野で交流を推進します。

（市民協働推進課） 

３)大学等との連携

の推進 

 地域の課題に対応し、活力のある個性豊かな地域社会の形成・発展に寄与す

るため、聖学院大学等と連携し、地域資源を活用した経済・産業・地域活動

の振興、健康・福祉の向上、人材育成、学術及び教育、災害対策等の分野で

事業を推進します。（市民協働推進課） 

  

7-1-2 交流 7-1 市民参加と協働の推進 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 712

1 2 1 10市民協働推進課

国際交流協会支援事業

2,900 2,900 2,900

11 上尾市国際交流協会：同協会を支援することで、多文化共生の地域作りや次世代を
担う子どもの国際感覚の養成を図る。埼玉県国際交流協会：同協会を支援すること
で、他市国際交流協会との情報交換や協働の推進を図る。

-

1 2 1 10市民協働推進課

外国人市民支援事業

1,857 1,857 1,857

21 外国人市民向けの相談窓口の充実や必要な情報を多言語で提供することで外国人
市民の生活支援を図る。

-

1 2 1 10市民協働推進課

国際友好交流事業

2,266 － －

31 中学生海外派遣研修事業を実施しているオーストラリア・ロッキャーバレー市との友
好な関係発展させるため、中学生派遣と合わせて同市を訪問及び周年事業等と合
わせて同市を招請する事業。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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７．市民との協働と新たな行政運営 

 

 

施策の方針 

協働のまちづくりを進めるために必要な行政と市民の市政に関する情報共有に向けて、情報公開につ

いて積極的に対応していくとともに、多くの市民が多様な媒体を通じて情報を入手できる仕組みや、市

民ニーズを把握してそれを市政に反映する仕組みを構築します。 

 

施策の内容 

１)広報活動の充実  多くの人に市や市政への理解と関心を持ってもらうため、『広報あげお』や

ホームページの他、速報性の高いソーシャルメディア※等多様な媒体を活用

し情報を発信します。（広報広聴課） 

２)広聴※活動の充  

 実 

 市民ニーズを把握し市政に反映させるため、「市長へのはがき」や市民意識

調査、市民コメント制度※等により、市政に関する市民の意見や要望等を把

握します。（広報広聴課） 

３)情報公開の推進  協働のまちづくりを進め、公正で開かれた市政を実現するため、個人情報の

保護に配慮しながら情報公開制度の積極的な運用に努めます。（総務課） 

 

 

  

7-1-3 情報共有 7-1 市民参加と協働の推進 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 713

1 1 1 1議事調査課

議会報編集発行事業

3,525 3,525 3,525

11 定例会や臨時会などの会議内容を市民に知らせるため「議会だより」及び「声の議会
だより」を年４回（５、８、１１、２月）発行する。また４年に一度の改選期には臨時号（１
月）を発行する。

-

1 2 1 2広報広聴課

広報誌等作製・発行事業

37,014 37,014 37,014

21 市政や施策の取り組み状況、お知らせなどを市民に分かりやすく提供するため、広
報誌『広報あげお』を毎月発行する。視覚障害者向けには、『広報あげお』の内容を
録音した『声の広報』を毎月送付する。

-

1 2 1 2広報広聴課

子ども議会開催事業

148 148 148

12 市立小学校22校の代表児童から、子ども議会を通して市政に対する自由で活発な
意見を提案いただき、上尾市の将来のまちづくりの参考にする。

-

1 2 1 2広報広聴課

市長へのはがき制度運用事業

69 － 69

22 市内公共施設（23カ所）に『市長へのはがき』を設置し、市政に対する各種意見・要
望を積極的に市政に反映させる。

-

1 2 1 2広報広聴課

市政相談委員制度運用事業

300 300 300

32 第三者の相談機関として市政相談委員を設置し、市政に対する苦情を公正・中立の
立場から解決するとともに、行政上の問題がある場合は、市の機関へ改善方法等の
意見を述べるなど、公正で信頼できる市政の推進を図る。

-

1 2 1 2広報広聴課

市民意識調査事業

3,208 － －

42 市民の市政に対する意識の動向を5年に１度調査し、市民意見による市の主要な事
務・事業についての評価を作成し、市民意見を施策に反映するための基礎資料とす
る。

-

1 2 1 1総務課

情報公開･個人情報保護制度運
営事業

2,486 2,486 2,486

13 情報公開制度と個人情報保護制度を運営する。重要事項を審議する運営審議会、
審査請求について調査審議する審査会、各請求対応や刊行物の閲覧等を行う情報
公開コーナーなど。職員の知識向上を図るための研修も実施する。

-

1 2 1 2広報広聴課

広報広聴課一般事務費

4,403 4,403 4,403

19 広報誌・市政ミニ概要の編集・発行、ホームページ作成支援システムの保守・改修、
報道機関との連絡調整等に係る事務。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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７．市民との協働と新たな行政運営 

 

 

施策の方針 

限られた経営資源を効率的に活用し、効果的な行政サービスを提供するため、行政改革や行政評価等

により、経営的な視点を持って組織及び行政運営の合理化を推進します。また、市民のニーズに応えた

質の高いサービスの提供や、行政運営・市民サービスの担い手である職員の育成及び活用により、市民

から信頼される行政運営を目指します。さらに、定住人口を確保して持続可能な自治体とするため、シ

ティセールスを推進します。 

 

施策の内容 

１)経営的な行政運 

 営 

① 行政改革の推進 

組織及び行政運営の合理化に努め、地方自治体の役割である「住民の福祉の

増進」を図るため、「第8 次上尾市行政改革大綱・実施計画」を策定し、行

政改革を推進します。（行政経営課） 

② 行政評価・業務改善の推進 

市民サービスを効率的・効果的に提供するため、行政評価制度や職員提案制

度により、事務事業や日常の業務の改善・見直しを進めます。（行政経営課） 

③ 情報セキュリティの強化 

不正アクセス等による破壊、窃取、改ざんや個人情報の漏えい、ウィルス感

染などの脅威から市の情報資産を保護するため、職員研修の実施やセルフチ

ェックの実施等により、情報セキュリティ対策に努めます。（IT 推進課） 

２)適正な組織運営 ① 適正な定員管理 

地方分権や県からの権限移譲、行政サービス需要の動向を踏まえ、引き続き

適正な定員管理を行います。（行政経営課） 

② 人材の育成と活用 

市民サービスの向上を図るため、人事評価制度の活用や職員研修の充実によ

り職員一人一人の能力と意欲を向上させるなど、人材の育成に努めます。ま

た、職員の効率的かつ効果的な配置と活用を行います。（職員課） 

３)市民サービスの

向上 

 行政サービスに対する市民の満足度を高めるため、ISO9001※の考え方に基

づき、窓口業務の改善や接遇の向上により、サービスの質の向上に努めます。

（行政経営課） 

４)シティセールス

の推進 

 市のイメージや知名度を高め、市外の人に「訪れたい」「住んでみたい」と

感じてもらうとともに、すでに住んでいる市民の郷土愛を醸成するため、市

の地理的な優位性や地域資源、自慢できる取組等、市の魅力をさまざまな手

段で発信していきます。（広報広聴課） 

 

7-2-1 行政経営 7-2 新たな行財政運営 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 721

1 1 1 1議事調査課

会議録等作成事業

7,017 7,017 7,017

11 本会議及び委員会の会議録を作成するとともに、インターネット上に公開することに
より会議の内容を広く市民に知らせる。

-

1 1 1 1議事調査課

議会図書室管理事業

947 947 947

21 議員の調査研究に資するために設置する議会図書室の資料や法令集などを充実・
管理するための事業である。

-

1 2 1 1秘書政策課

西貝塚環境センターの入札に関
する第三者調査委員会運営事
業

810 － －

31 西貝塚環境センターに関する入札情報の漏えいに関し、事件の本質を明らかにし、
契約制度の検証などの調査検討を行う。

-★

1 2 1 1総務課

郵便物発送事業

81,941 81,941 81,941

41 郵便物等の発送を行う。郵便料金計器を借上げ、郵便料金の支払に対応する。-

1 2 1 1総務課

庁内印刷事業

27,577 27,577 27,577

51 複写機、印刷機等による庁内印刷に関する業務及び印刷室の管理業務を行う。-

1 2 1 1総務課

行政文書管理事業

1,974 1,974 1,974

61 ファイリングシステム及び行政文書の適正な維持管理を行う。ファイリングの文書引継
ぎ・公文書に係る研修会を開催する。文書の委託廃棄は、機密漏洩防止と再生・溶
融方式で実施する。

-

1 2 1 1総務課

庁内メール運行事業

1,344 1,344 1,344

71 本庁と出先機関の間に専用車（メールカー）を運行し、文書をやりとりすることによっ
て円滑な事務処理を行う。

-

1 2 1 1総務課

法規事務事業

9,995 9,995 9,995

81 市条例、市規則などの市例規情報をデータベースで管理し、各職員のＰＣ検索を可
能にしている。市ホームページで市民も閲覧可能。例規審査や法律相談等の法規
事務全般に使用するため、加除式書籍等を購入している。

-

1 2 1 1総務課

行政不服審査制度運営事業

420 420 420

91 行政不服審査制度に基づく上尾市行政不服審査会運営を主なものとするもの。この
他、当該制度の円滑な運用のため、委員や審理員の資質向上も図っていく。

-

1 2 1 1総務課

市制施行６０周年記念式典事業

12,434 － －

101 平成30年10月に市制施行60周年を記念して行う記念事業。式典では、市政の発展
に寄与した方々などの表彰や、アトラクションを実施予定（文化センター大ホールを
予定）。

-★

1 2 1 1契約検査課

電子入札システム運用管理事業

5,253 3,307 4,221

111 埼玉県電子入札共同システムを利用して、①建設工事等および物品等の業者登
録、②電子入札の執行、③入札結果の公表を行っている。市では平成２０年度より工
事等、平成２７年度から物品等について参加している。

-

1 2 1 5総務課

車両管理運行事業

34,192 36,949 36,949

121 公用車の適正な運行管理-

1 2 1 5総務課

電話機管理事業

20,177 25,649 25,649

131 市役所本庁舎、第三別館における電話設備等保守管理-

1 2 1 5総務課

本庁舎・第三別館管理事業

235,834 209,504 209,504

141 市民及び職員の快適な環境の確保のため、本庁舎及び第三別館の設備管理業務
（設備運転管理・設備維持管理）、清掃業務、総合受付業務、電話交換業務、警備
業務、来庁者駐車場管理業務を行う。

-

1 2 1 6施設課

用地管理事業

8,599 8,599 8,599

151 上尾市が所有する土地（普通財産）の処分及び管理の費用。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 721

1 2 1 7行政経営課

第６次上尾市総合計画策定事
業

－ 9,028 9,028

161 第５次上尾市総合計画の基本構想が平成３２年度で終了することにより、新たに平成
３３年度を初年度とし、目標年度を平成４２年度とする１０年間の基本構想及び平成
３７年度までの前期基本計画を策定する。

-

1 2 1 7行政経営課

行政改革推進事業

328 328 328

171 社会経済情勢の変化と地方分権の時代に対応し、簡素で効率的な行政運営を推進
するため、外部委員による上尾市行政改革推進委員会を設置し、第８次上尾市行政
改革大綱・実施計画を推進する。

-

1 2 1 7行政経営課

広域行政推進事業

26 26 26

181 上尾市と伊奈町の広域行政を推進するため、上尾・伊奈広域行政協議会を設置し、
負担金を支出する。

-

1 2 1 7行政経営課

上尾市地域創生総合戦略推進
事業

282 282 282

191 平成27年度に策定した上尾市地域創生総合戦略について、外部委員による上尾市
地域創生総合戦略審議会を設置し、進捗管理や検証によりその推進を図る。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

こども医療等システム運用管理
事業

12,858 121 62

201 子ども手当、児童扶養手当、こども医療、ひとり親家庭等医療、保育料の資格や支給
管理、資格証等の即時発行を行うためのシステムサポート料及び機器の借上料であ
る。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

情報系ネットワーク設備運用管
理事業

113,774 113,774 113,774

211 庁内でのＩＣＴ資産を運用するためのネットワーク設備及びネットワークサービスに係
る運用管理費用。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

パソコン・プリンタ管理事業

51,317 51,317 51,317

221 庁内等のICT資産を利活用するためのパソコン・プリンタ機器に係る運用管理費用。-

1 2 1 8ＩＴ推進課

行政情報システム運用管理事業

10,659 10,659 10,659

231 上尾市公共施設予約システム及びデータセンターを利用するための運用管理費
用。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

電子申請運用管理事業

424 424 424

241 市民サービスの充実と効率化を推進するための『埼玉県市町村電子申請共同システ
ム』の運用委託費用。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

基幹系システム運用管理事業

228,280 209,739 209,739

251 行政事務（住民記録、税、福祉等）の処理効率の向上と精度維持を行うために運用
している基幹業務システムの保守運用委託費用及び機器の借上料である。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

ＧＩＳ運用管理事業

10,299 10,299 10,299

261 庁内の地理空間情報を利用するための統合型GISシステム及び地理空間情報を提
供するための公開型GISシステムの運用管理費用。

-

1 2 4 2選挙管理委員会事務局

選挙常時啓発事業

1,048 1,048 1,048

271 選挙が明るくかつ適正に行われるよう地域やイベントでの啓発活動を行う。また、小
学生および中学生、高校生に選挙啓発ポスター作品の募集を行なう。

-

1 2 4 3選挙管理委員会事務局

県議会議員選挙事業

15,829 39,821 －

281 平成31年4月29日任期満了に伴う埼玉県議会議員一般選挙を管理執行するための
経費。

-★

1 2 4 4選挙管理委員会事務局

参議院議員選挙事業

－ 65,795 －

291 平成31年7月28日任期満了に伴う参議院議員通常選挙を管理執行するための経
費。

-

1 2 4 5選挙管理委員会事務局

県知事選挙事業

－ 49,871 －

301 平成31年8月30日任期満了に伴う埼玉県知事選挙を管理執行するための経費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 721

1 2 4 6選挙管理委員会事務局

市議会議員選挙事業

－ 94,440 －

311 平成31年12月31日任期満了に伴う上尾市議会議員一般選挙を管理執行するため
の経費。

-

1 2 5 1総務課

統計調査総務事業

69 69 69

321 統計事務に係る職員の研修旅費、統計あげお冊子版用品代、住宅地図代等を計上
する。

-

1 2 5 2総務課

基幹統計調査事業

9,066 13,073 81,350

331 統計法に基づく各種基幹統計調査を実施する。今年度は、住宅・土地統計調査等
に係る経費を計上する。

-

1 2 6 1監査委員事務局

監査事務事業

3,307 3,307 3,307

341 地方自治法第１９５条第１項の規定により監査委員が置かれ、法令に基づき、各監査
等（例月現金出納検査、定期監査、決算審査、財政援助団体等監査、行政監査等）
を行う。

-

1 2 1 1職員課

ハラスメント対策事業

142 142 142

12 職場におけるハラスメントの防止を図り、健全な職場環境を確保する。-

1 2 1 1職員課

職員表彰事業

441 441 441

22 上尾市職員表彰規程に基づく永年勤続職員に対する表彰及び退職者に対する感
謝状の贈呈を行う。

-

1 2 1 1職員課

公務災害補償事業

129 129 129

32 職員が公務上又は公務のための通勤途上において負傷、疾病、死亡等の災害を受
けた場合に、これに対して補償を行う。

-

1 2 1 1職員課

産業医・衛生委員会事業

5,988 5,988 5,988

42 労働安全衛生法に基づき、職員の安全及び衛生の確保を目的とする。-

1 2 1 1職員課

職員健康管理事業

26,610 26,610 26,610

52 労働安全衛生法に基づき、職員の健康診断、特殊健康診断及びストレスチェック等
を実施する。

-

1 2 1 1職員課

人事・給与システム運用事業

8,253 7,687 10,333

62 人事管理・給与支給などを適正に行うための電算システム運用経費。-

1 2 1 1職員課

職員研修事業

10,615 10,615 10,615

72 人材育成基本方針に基づき、各階層に求められる能力を学ぶ基本研修、専門知識
や高度な業務遂行能力を身に付けるための派遣研修、自己啓発への取り組みを支
援する自主研修等を実施する。

-

1 2 1 1職員課

職員福利厚生事業

10,412 10,412 10,412

82 公務能率の向上を図るため、職員の保健、元気回復、その他福利厚生に関する事
業を実施する。

-

1 2 1 1職員課

人事評価事業

944 944 944

92 職員の能力や実績を適正に評価することによって、職員の能力の活用と人材育成を
図る。また、職員一人ひとりの士気の高揚、さらには人事管理の適正化、組織能力の
向上を図り、より質の高い市民サービスを提供する。

-

1 2 1 1職員課

職員採用事業

2,914 2,914 2,914

102 職員採用試験に係る筆記試験（教養試験、専門試験及び作文試験）、面接試験、健
康診断等を実施する。

-

1 2 1 1職員課

臨時職員採用事業

34,776 34,776 34,776

112 職員が長期間にわたり病気休暇や育児休業を取得する場合に、当該職員の代替と
してパートタイマーを雇用する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 721

1 2 1 9監査委員事務局

公平委員会運営事業

526 526 526

122 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求に対する判定をし、必
要があると認める場合に勧告すること。職員に対する不利益処分についての審査請
求に対する裁決をし、必要があると認める場合に指示すること。

-

1 2 1 1市民課

旅券事務事業

1,273 1,273 1,273

13 埼玉県パスポートセンターで行っている旅券発給事務のうち申請の受理、審査及び
交付事務を行う。

-

1 2 1 7行政経営課

行政サービス向上制度推進事
業

562 562 562

23 ＩＳＯ９００１の認証登録を返上し、これまで培ったノウハウと改善提案制度を統合し、
行政サービスの維持・向上を目的としたマネジメントシステムを全庁で運用する。

-★

1 2 1 11市民協働推進課

市民相談事業

1,993 1,993 1,993

33 市民生活上の様々な問題について、常時、相談窓口を開設する。-

1 2 3 1市民課

戸籍・住民基本台帳事務事業

38,291 38,291 38,291

43 戸籍法、住民基本台帳法、番号法に関する事務を行う。-

1 2 3 1市民課

コンビニエンスストアにおける住
民票等交付事業

7,930 7,930 7,930

53 総務省が推奨する「コンビニエンスストアのキオスク端末による証明書等の交付事業」
に地方自治体が参加するもので、市民がマイナンバー（個人番号）カードを利用して
コンビニで住民票等を取得することができる。

-

1 2 3 1市民課

戸籍総合システム運用管理事業

18,682 18,682 18,682

63 市民課、証明書発行センター及び支所・出張所における戸籍事務の処理効率を向
上させ、即時証明書発行等の市民サービスを提供するための戸籍総合システムの運
用管理を行う。

-

1 2 3 1市民課

出張所管理運営事業

2,307 2,307 2,307

73 尾山台出張所、上尾駅出張所における清掃、警備等の管理運営を行う。-

1 2 1 2広報広聴課

シティセールス推進事業

9,072 2,681 2,681

14 定住人口の確保を究極の目標とし、市外の人に対しては上尾市を知ってもらい住ん
でみたいと思われるような取組を推進する。同時に市民がまちの魅力を再発見するこ
とで、自信・誇り・郷土愛を持てるような取組みを進める。

-★

1 2 1 2広報広聴課

あぴっと！管理運営事業

6,737 6,737 6,737

24 上尾駅東口駅前の再開発ビルＡ-ＧＥＯ・タウン２階に設置した情報と賑わいの発信
拠点「あぴっと！」を管理・運営するための事業。

-

1 2 1 2広報広聴課

市制施行６０周年記念事業

6,037 － －

34 平成30年度に市制施行60周年を迎えることを記念して、ＮＨＫとの共催事業や市勢
要覧の発行事業等を実施する。

-★

1 2 1 7行政経営課

県央地域スタンプラリー事業

1,125 － －

44 県央地域の４市１町で共同して、県央地域外の子育て世代を対象に、スマートフォン
を活用した子育て施設を巡る電子スタンプラリーを実施する。

-★

1 1 1 1議会総務課

議員報酬

279,375 279,375 279,375

19 議員の報酬等に関する経費を計上。-

1 1 1 1議会総務課

議会運営事業

17,447 21,431 21,431

29 議会運営に必要な旅費、交際費及び負担金等を計上。-

1 1 1 1議事調査課

議場管理事業

10,016 6,017 4,394

39 本会議場等における議事の運営を円滑に行うための議場システムを管理運用し、イ
ンターネット上に本会議・委員会の模様をライブ中継や録画映像にて配信する。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 721

1 2 1 1秘書政策課

秘書政策課一般事務費

8,545 8,431 8,431

49 市長・副市長の公務遂行に伴う秘書事務や表彰・ほう賞・市長会に関する事務及び
マニフェストなどの重要政策に関する事務費用。

-

1 2 1 1総務課

総務課一般事務費【一般管理
費】

618 618 618

59 各協議会・協会への負担金、感謝状の筆耕ほか総務課の一般事務費。-

1 2 1 1職員課

職員課一般事務費

1,913 1,913 1,913

69 職員の人事管理、給与支給、福利厚生、研修等に関する事業を行うための職員課の
事務費用。

-

1 2 1 1契約検査課

契約検査課一般事務費

1,186 1,186 1,186

79 工事検査、入札執行及び契約事務を行うための契約検査課事務費用。-

1 2 1 5総務課

総務課一般事務費【財産管理
費】

1,694 1,694 1,694

89 財産管理に係る事務-

1 2 1 7行政経営課

行政経営課一般事務費

1,313 1,355 1,313

99 行政評価や地方分権、市の組織及び職員の定数、職務権限及び事務分掌など、行
政経営課の事務を遂行するための費用。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

ＩＴ推進課一般事務費

19,320 19,320 19,320

109 行政事務の効率化や市民サービスの向上を図るための情報システムを運用するＩＴ
推進課の事務費用。

-

1 2 4 1選挙管理委員会事務局

選挙管理委員会事業

2,890 2,890 2,890

119 地方自治法第181条の規定に基づき、上尾市選挙管理委員会を組織し、その運営を
行う。

-

1 1 1 1職員課

職員人件費【議会費】

110,568 110,568 110,568

9999 議会費に係る職員人件費。-

1 2 1 1職員課

職員人件費【一般管理費】

2,604,287 2,604,287 2,604,287

9999 一般管理費に係る職員人件費。-

1 2 3 1職員課

職員人件費【戸籍住民基本台帳
費】

172,918 172,918 172,918

9999 戸籍住民基本台帳費に係る職員人件費。-

1 2 4 1職員課

職員人件費【選挙管理委員会
費】

42,858 42,858 42,858

9999 選挙管理委員会費に係る職員人件費。-

1 2 5 1職員課

職員人件費【統計調査総務費】

16,459 16,459 16,459

9999 統計調査総務費に係る職員人件費。-

1 2 6 1職員課

職員人件費【監査委員費】

47,285 47,285 47,285

9999 監査委員費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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７．市民との協働と新たな行政運営 

 

 

施策の方針 

「上尾市財政規律ガイドライン」に基づき、歳入の確保や歳出構造の改革に努め、将来に負担をかけ

ない、安定的で健全な財政基盤の確立を図ります。 

 

施策の内容 

１)健全な財政運営  市民サービスを安定的に提供し続けていくため、「上尾市財政規律ガイドラ

イン」に基づき、歳入と歳出が見合った予算を編成し健全な財政運営を図り

ます。（財政課） 

２)歳入の確保 ① 市税の確保 

歳入を安定的に確保するため、市税の納付方法の多様化・迅速な滞納整理を

図り、収納率の向上を目指します。（納税課） 

② 自主財源の確保 

市税等以外の歳入の手段を確保するため、市税、使用料・手数料等以外の自

主財源の確保を図ります。（行政経営課・財政課） 

  

7-2-2 財政運営 7-2 新たな行財政運営 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 722

1 2 1 4出納室

出納事務事業

50,361 50,361 50,361

11 公金収納の集計及び日計処理や、債権者への支払い等予算執行が収入・支出両面
から適正に行われているか審査し、計画的かつ合理的な市の財政運営を行う。

-

1 2 1 20財政課

財政調整基金管理事業

1 1 1

21 年度間における財源の調整を行い、市財政の健全な運営に資するために設置され
た財政調整基金の管理経費。

-

1 2 1 21財政課

公共施設整備基金管理事業

1 1 1

31 公共施設の整備費用に充てるために設置された公共施設整備基金の管理経費。-

1 2 1 22財政課

ふるさとあげお応援基金管理事
業

8,371 8,371 8,371

41 ふるさと寄附金(ふるさと納税)をそれぞれの寄附者の思いを実現するための事業に
要する経費の財源に充てるために設置されたふるさとあげお応援基金の管理経費。

-

1 2 1 23財政課

過年度国県支出金等返還金管
理事業

50,000 50,000 50,000

51 国・県支出金等の精算により、過年度分について還付が生じた際に必要な管理経
費。

-

1 10 1 1財政課

公債費(元金)管理事業

6,313,365 6,470,518 6,372,298

61 過去に借り入れた市債の元金償還に必要な管理経費。-

1 10 1 2財政課

公債費(利子)管理事業

420,378 364,832 345,618

71 過去に借り入れた市債の利子償還などに必要な管理経費。-

1 11 1 1財政課

予備費管理事業

80,000 80,000 80,000

81 不測の事態に対応するための支出又は予算超過の支出に充てるため、地方自治法
に基づき設置する予備費管理。

-

4 1 1 1経営総務課

公共下水道事業地方公営企業
法適用事業

7,674 2,329 －

91 平成３１年度から公共下水道事業に地方公営企業法を適用するための費用を計上
する。

-

1 2 1 1財政課

ふるさとあげお応援事業

4,195 4,195 4,195

12 ふるさと寄附金（ふるさと納税）の制度活用を図るための事務費用。-

1 2 2 2市民税課

市民税等賦課事業

38,919 38,919 38,919

22 市民税・軽自動車税及び市たばこ税の賦課に係る経費を計上するほか、原動機付
自転車オリジナルナンバープレートを作製する経費を新たに計上している。

-★

1 2 2 2資産税課

固定資産税等賦課事業

48,314 103,392 48,314

32 固定資産税及び都市計画税の賦課に係る経費を計上するもの。-

1 2 2 2納税課

市税等徴収事業

168,043 168,043 168,043

42 市税等の口座振替受付サービスの実施やコンビニ等による収納管理を行う。状況に
応じ、還付、督促、自動電話催告システム及び職員による電話催告や文書催告の実
施後、差押・公売等の滞納整理を実施。　　

-

1 2 1 3財政課

財政課一般事務費

6,048 6,048 6,048

19 予算編成作業など、財務事務全般を所管する財政課の事務費用。-

1 2 2 1市民税課

市民税等賦課総務事業

5,957 5,917 5,917

29 市民税・軽自動車税及び市たばこ税の賦課に係る一般事務費を計上するもの。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 722

1 2 2 1資産税課

固定資産税等賦課総務事業

2,900 2,900 2,900

39 固定資産税及び都市計画税を賦課するにあたり、一般事務費を計上するもの。-

1 2 2 1納税課

市税等徴収総務事業

4,983 4,983 4,983

49 市税等の徴収に係る経費を計上するもの。-

1 2 2 1職員課

職員人件費【税務総務費】

472,823 472,823 472,823

9999 税務総務費に係る職員人件費。-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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７．市民との協働と新たな行政運営 

 

 

施策の方針 

市民と公共施設マネジメント※の必要性や方針を共有し、「上尾市公共施設等総合管理計画」を着実

に実行して、安心・安全で持続可能な公共施設の維持管理を行うとともに、市民ニーズや社会情勢の変

化により必要とされる整備を行います。また、必要な公共建築物については耐震化や計画的な長寿命化

を図り、市民が安心して利用できるようにします。 

 

施策の内容 

１)公共施設マネジ

メント計画の進捗

管理 

 公共施設の安全性を確保し、効率的で持続可能な維持管理を進めるため、「上

尾市公共施設等総合管理計画」に基づき、統括的に公共施設の保全・更新・

維持管理※等を行います。（施設課） 

２)公共建築物の適

正な維持管理 

①  公共建築物の計画的保全の実施 

安心・安全な公共建築物を長期にわたって維持するため、施設情報を一元化

し、適正な維持保全により計画的に修繕・改修等をすることで長寿命化※を

図り、耐用年数まで維持します。（施設課） 

② 公共建築物の耐震化の推進 

災害時における公共建築物の倒壊を防ぐため、「上尾市市有建築物耐震化計

画」に基づき、公共建築物の耐震診断及び耐震改修を進めます。（建築安全課） 

 

 

7-2-3 公共施設 7-2 新たな行財政運営 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事　業　名細項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中・小項目)施策体系 723

1 2 1 5施設課

公共施設マネジメント推進事業

818 818 818

11 総合管理計画の原則「複合化や多機能化、必要とされる機能の峻別と補完により総
量を縮減し、新規整備は抑制する」、個別施設管理基本計画で掲げる「適切な維持
保全、個別施設ごとの実施」を徹底する。

-

1 2 1 5施設課

公営住宅管理事業

2,304 2,304 2,304

12 上尾市営再開発住宅条例、上尾市コミュニティ住宅条例に基づき、上尾駅東口再開
発事業・密集住宅市街地整備促進事業に伴い住宅困窮となった市民が入居する上
尾市再開発住宅とコミュニティ住宅の維持管理経費。

-

1 2 1 5施設課

駅前広場等管理事業

56,099 56,099 56,099

22 ＪＲ上尾駅駅施設の清掃及び維持管理ＪＲ北上尾駅自由通路・広場の清掃及び施設
（外灯等）維持管理上尾駅・北上尾駅・沼南駅・原市駅駅前公衆便所の清掃管理

-

1 2 1 5施設課

プラザ館管理事業

22,389 81,515 20,603

32 プラザ館の清掃、設備の維持管理及び機械警備。-

1 2 1 5施設課

市有財産管理保険事業

6,449 6,449 6,449

42 上尾市所有の建物に係る火災保険料及び損害保険料。-

1 4 3 1環境政策課

上尾伊奈斎場つつじ苑管理運営
事業

197,983 184,223 179,309

52 上尾伊奈斎場つつじ苑の管理運営事業。平成２８年度から平成３２年度まで指定管
理者に管理運営事業を委託する。基幹的な設備に関わる改修工事や電話予約シス
テムの導入は市が行っている。

-

1 6 1 1商工課

プラザ２２管理事業

10,571 10,571 10,571

62 公共施設「上尾市プラザ２２」の維持管理のための、清掃、警備委託、マンションとの
共用部分の共益費負担金、修繕積立金などの費用。付属備品の経年劣化による買
換え。

-

1 6 1 1商工課

商工会館耐震改修事業

5,067 25,520 －

72 公共施設「商工会館」は、29年度に耐震診断を行った結果、耐震改修が必要である
と判断されたため、耐震改修工事を行う。

-★

1 2 1 5施設課

施設課一般事務費【財産管理
費】

735 735 735

19 各所管から受託した工事の設計及び施工監理の事務、施設マネジメント等の事務を
行う事業である。

-

※平成31年度・32年度の事業費は見込額です。
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Ⅳ．参考資料 

平成 29 年度上尾市行政評価について 

 

◆施策評価とは 

平成28年度から平成32年度までの５年間を実施期間とする第5次上尾市総合計画後期

基本計画では、その取組の進捗管理について、ＰＤＣＡサイクルを活用することとしてい

ます。 

施策評価は、第５次上尾市総合計画後期基本計画に掲げる 40 の施策ごとに、施策の目

標指標の達成度などを用いて進捗状況を確認し、課題の整理をした上で、さらなる施策の

推進に向けてリプランニングします。 

 

 

◆施策の進捗状況 

各施策における目標指標の平成 28 年度の達成状況は、「目標に達しているもの」が 108、

「未達成のうち、前年度より改善しているもの」が 7、「未達成のうち、前年度より改善

していないもの」が 53 となっています。 

 

 

 

ＰＤＣＡサイクルによる総合計画の進捗管理概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☛第５次上尾市総合計画後期基本計画冊子Ｐ112 

公表

Plan

第５次上尾市総合計画

・基本構想

・後期基本計画

・実施計画

Do

・政策推進

・施策展開

・事務事業実施

Check

・行政評価による計画の進捗管理

・施策評価

・事務事業評価（毎年度）

Action

・施策の見直し

・事務事業の見直し（毎年度）
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項目数 割合 項目数 割合 項目数 割合

1
1 人権の尊重

1 人権・男女共同・
平和

5 3 60% 0 0% 2 40%

2
1 生活福祉 1 1 100% 0 0% 0 0%

2 高齢者福祉 6 5 83% 0 0% 1 17%

3 障害者福祉 3 2 67% 0 0% 1 33%

4 健康 12 6 55% 1 9% 4 36%

3
1 交通安全 3 3 100% 0 0% 0 0%

2 防災・危機管理 7 5 83% 1 17% 0 0%

3 消防 6 3 50% 0 0% 3 50%

4 防犯 1 0 0% 0 0% 0 0%

5 消費生活 2 2 100% 0 0% 0 0%

2 1
1 環境保全 5 2 67% 0 0% 1 33%

2 廃棄物・
リサイクル

6 3 66% 1 17% 2 33%

3 生活環境 4 3 75% 0 0% 1 25%

2
1 上水道 3 2 67% 0 0% 1 33%

2 下水道 4 3 75% 0 0% 1 25%

3 河川 3 3 100% 0 0% 0 0%

3 1
1 土地利用 2 2 100% 0 0% 0 0%

2 住環境 3 3 100% 0 0% 0 0%

2
1 交通 4 3 75% 0 0% 1 25%

2 道路 4 3 75% 0 0% 1 25%

■施策評価総括表

目標に達してい
るもの

未達成のうち、
前年度より改善
しているもの

未達成のうち、
前年度より改善
していないもの

施策
（小項目）

政策
（中項目）

まちづくりの基本方向
（大項目）

施策評価（目標指標の達成状況）

目標指標
の項目数

支えあう安心・安
全なまちづくり

未来につなぐ環境
づくり

快適な都市空間づ
くり

交通環境の充
実

暮らしの安心・
安全確保

社会保障の充
実

持続可能な循
環型社会の形
成

良好な水循
環・水環境の
形成

都市基盤の整
備
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項目数 割合 項目数 割合 項目数 割合

目標に達してい
るもの

未達成のうち、
前年度より改善
しているもの

未達成のうち、
前年度より改善
していないもの

施策
（小項目）

政策
（中項目）

まちづくりの基本方向
（大項目）

施策評価（目標指標の達成状況）

目標指標
の項目数

4
1
緑の保全・創
出

1 みどり 4 2 50% 1 25% 1 25%

2
1 文化・芸術 3 1 33% 0 0% 2 67%

2 文化財 4 3 75% 0 0% 1 25%

3
1 生涯学習 7 3 43% 0 0% 4 57%

2 スポーツ・
レクリエーション

4 3 75% 0 0% 1 25%

5 1
1 農業 6 4 67% 0 0% 2 33%

2 商業 5 3 60% 1 20% 1 20%

3 工業 2 1 50% 0 0% 1 50%

4 観光 5 4 80% 0 0% 1 20%

2 労働環境の充
実

1 勤労者・
就労支援

2 1 50% 0 0% 1 50%

6 1 児童福祉の充
実

1 子育て 11 8 73% 0 0% 3 27%

2
1 教育環境 5 3 60% 1 20% 1 20%

2 教育活動 12 6 50% 1 8% 5 42%

3 青少年の育成 1 青少年 1 0 0% 0 0% 1 100%

7 1 1 市民活動・
コミュニティ支援

3 1 50% 0 0% 1 50%

2 交流 3 1 33% 0 0% 2 67%

3 情報共有 3 1 33% 0 0% 2 67%

2
1 行政経営 4 1 25% 0 0% 3 75%

2 財政運営 3 2 67% 0 0% 1 33%

3 公共施設 3 3 100% 0 0% 0 0%

174 108 64% 7 4% 53 32%合　　　　　計

美しく心豊かなま
ちづくり

地域文化の継
承と創造

生涯学習・ス
ポーツの振興

地域産業の振
興

※平成２８年度の実績値がない６の項目があります。

新たな行財政
運営

学校教育の充
実

たくましい都市活
力づくり

明日を担う人づくり

市民との協働と新
たな行政運営

市民参加と協
働の推進
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